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第1章 平成元年通信の現況

平成元年の我が国経済は、外需が引 き続 き減少する ものの、個 人消費

が堅調 に推移 し、設備投 資が増勢 を続け るな ど、内需は引き続 き増加 し

てお り、平成元年 の経済成長率 は実質で4.9%と 、依 然拡大局面 にある。

この よ うな経済の拡大の中で、通信市場 も昨年に引 き続 き順調 に推移

して いる。電気 通信事業 の平成 元年度 上半期 の売上 高 を見 る と、2兆

9,205億 円で あ り、前年 度同期 に比べ4.8%増 と同期 の実質経 済成長 率

(4.8%)と 同様 の伸 び を示 してい る(第1-1-1表 参照)。

本章で は、通信 及び情報化の現況 と通信分野 の主要 な動 きを取 り上げ、

平成元年の通信の現況 を概観す る。

第1節 通信経済の動向

社会経済及び国民生活における情報化の進展を背景に、平成元年につ

いても通信量は着実に増加 し、通信事業者の新規参入も活発に行われて

いる。通信事業経営 もおおむね安定した動向を示し、通信関連産業 も活

発化 している。

1概 況

元年度上半期 の国内通信 の動 向は第1-1-2図 の とお りであ る。元

年 度上半期の国内通信は、前年度 同様 電気通信分野の伸 びが 目立 ってい

る。電気通信分 野のなかでは、移動通信 サー ビスや 高速デ ジタル専用線

サー ビス等のNTTと 新事 業者 が競 い合 って いるサー ビスの伸 びが 目
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第1-1-1表 通 信事業の売上高

(単位:億 円)

区 別 昭和62年 度 昭和63年 度 元年度上半期 備 考

電

気

通

信

事

業

電 話
国内 45,671

47,572
(23,469)

47,026
49,052

(24,230)

24,056

25,099

各事業者の電話収
入

国際 1,901 2,026 1,043 KDDの 電話収入

電 信
国内 498

804

(404)

534
776
(379)

265

371

NTTの 電信収入

国際 306 242 106 KDDの 電信収入

専 用

国内 3,016
3,145
(1,535)

3,670
3,822
(1,763)

1,963

2,047

各事業者の専用収
入

国際 129 152 85
各事業者の専用収
入

データ
通 信

国内 1,761
1,793
(845)

444
478
(460)

一

19

NTTの データ通
信収入

国際 32 34 19
KDDの データ通
信収入

データ
伝 送

国内 224
249
(117)

333
355
(159)

,192

202

NTTの データ伝
送収入

国際 25 22 10
KDDの データ伝
送収入

無線呼出し 943(452) 1,041(536) 560 各事業者の無線呼
出し収入

その他

国内 1,550
1,624

(652)

1,703
1,792
(785)

858

907

各事業者のその他
の収入

国際 74 89 49 各事業者のその他
の収入

小 計 56,130(26,280) 57,316(27,852) 29,186

放
送
事
業

NHK 3,379

19,009

3,427

20,687

受信料収入及び交
付金収入

民間放 送 15,630 17,260 各民間放送会社の
ラジオ・テレビ収入

郵 便 事 業 13,211 15,272 / 郵政事業特別会計に
おける郵便業務収入

有線放送電話事業 178 180 /
各事業体の有線放
送電話収入

合 計 88,528 93,455 /
郵政省、NTT、KDD、NHK、 民放連資料により作成

(注)1.()内 は上半期の売上高である。

2.電 気通信事業の昭和62年 度上半期、昭和63年 度上半期及び元年度上半期の売上

高の小計はデータ通信収入を除いている。
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立 ってお り、特 に、 自動車電話サー ビスや無線呼出 しサー ビスの伸 びが

著 しい。

その他の分 野では、衛星放送の伸 びが 目立ってい る。元年6月 か らの

二つのチ ャンネルに よる本放送の開始等に より普及が一層促進 され、衛

星放送の受信世帯数 は、2年3月 に230万 世帯 を超 えた。また、内国郵便

物数 も順調に増加傾 向 を示 して いる。

第1-1-2図 国 内通信の動向

(53年 度=100)

2,400

1,200

自動車電話契約数

＼
高速デジタル回線数

'無 線呼 出し契約数

＼

内国郵便物数

電話加 入契約数

_⊥ 一一

電報通数 アレビジ ョン放送時間

53545556575859606162631.9
年度

郵 政 省 、NTT資 料 に よ り作 成

(注)自 動 車 電 話契 約 数 は昭 和56年 度 、 高速 デ ジ タ ル回線

数 は 昭和60年 度 を100と した。
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第1-1-3表 国 際通信の動向

年度区別 59 60 61 62 63
1

(4-9月)

国際電話取扱数(万 回) 6,890 9,563 13,461 18,944 25,553 15,446

国際テレックス取扱数(万 回) 5,210 5,017 4,379 3,562 2,714 1,132

国際専用回線回線数(回 線) 961 1,067 1,177 1,395 1,461 1,498

国際データ伝送取扱数(万 回) 78 179 302 369 368 184

国際テレビジョン伝送(回 数) 3,312 4,832 5,546 7,354 10,599 4,956

国際電報通数(万 通) 185 153 120 97 80 36

国際郵便物数(万 通(個)) 23,934 24,407 24,249 25,775 27,568 29,164

郵政省、KDD資 料により作成

(注)国 際郵便物数は元年度の通(個)数 である。

元年度上半期の国際通信 の動 向は第1-1-3表 の とお りであ る。

元年度上半期 の国際通信 は、前年度に引 き続 き国際電話、国際専 用回線

の伸 びが 目立 ってい る。特 に国際専用回線につ いては、KDDに 加 え新

たに2社 がサー ビスの提供 を開始 した こ とによ り、 中高速符号回線 を中

心に伸 びが著 しい。 また、 元年10月 には新事業者が国際電話サー ビス を

開始 した。

国際郵便 は前年度 に引 き続 き、伸 び率 は低 い ものの着実 に増加傾 向を

維持 している。

2通 信事業者の動向

元年度末現在における通信事業者数は、第1-1-4表 のとお りであ

る。

元年度においても、前年度に引 き続き電気通信事業への活発な新規参

入が行われている。
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第1-1-4表 主 な通信事業者数

年度末

区別

事 業 者 数

63 1

電気通
信事業
者

第一種電気通信事業者 45 62

第二種電気

通信事業者

特別第二種電気通信事業者 25 28

一般第二種電気通信事業者 668 813

放送事業者 155 163

有線テレビジョン放送事業者(許 可施設のみ) 495 一

有線放送電話事業者(許 可施設) 597 一

郵便事業 1 1

郵政省資料により作成

(注)1.有 線テレビジョン放送事業及び有線放送電話事業の元年度末の事業者数に

ついては未集計である。

2.鉄 道通信(株)は 元年5月 に日本テレコム(株 〉に合併された。

(1)電 気通信 事業者の動向

ア 第一種 電気通信事業

第一種電気通信事 業者(注》は、元年度に新 たに18社 が事業許可 を受 け、元

年度末現在、NTT、KDDを 含め62社 となっている。 この ように活発

な新規参 入が行 われてい るが、新 たに事業許可 を受 けた18社 の内訳は、

地域系3社 、 自動車電話等8社 、無線呼 出 し7社 となって いる(第1-

1-5表 参照)。

62社 の うち元年度末現在、54社 がサー ビスの提供 を行 ってい る。 この

うち、元年度にサー ビスを開始 したのは18社 であ り、衛星系2社 、地域

系2社 、 自動車 電話等6社 、無線呼 出し6社 、 国際通信2社 となってい

る 。

(注)第 一種電気通信事業者 とは、 自ら電気通信回線設備(伝 送路や交換機等)を 設

置 して電気通信サー ビスを提供す る事業者のこ とで・NTT・KDDや い わゆる

新事業者がこれに当たる。この第一種電気通信事業 を営むに当たっては郵政大

臣の許可が必要である。
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第1-1-5表 電気通信事業者数

年度末

区別

事 業 者 数

63 1

第

一

種

電

気

通

信

事

業

者

国

内

NTT 1 1

新

事

業

者

長距離系 3
93

衛星系 2 2

地域系 4 7

自動車電話等 5 13

無線呼出し 26 33

その他 1 0

国

際

KDD 1 1

2 2

合 計 45 62

第二種電気

通信事業者

特別第二種電気通信事業者 25 28

一般第二種電気通信事業者
668 813

郵政省資料により作成

イ 特別 第二種 電気通信事業

特別 第二種電気通信事業者(注1)は、元年度 に新たに3社 が登録 を行 い、

元年度末現在28社 であ る。 この うち、国際特別第二種 電気通信事業者 は

16社 となってい る。

特別 第二種電気通信事業者の うち、デー タ伝 送役務(注2)だけ を提供 して

いる事業者 は10社 であ り、残 りの18社 につ いては、デー タ伝送役務 に加

(注1)第 二種電気通信事業者とは、第一種電気通信事業者の電気通信回線設備を

賃借して電気通信サービスを提供する事業者である。不特定多数者向けで大

規模な全国システムや外国との間のシステムを扱う特別第二種電気通信事業

者(登 録制)と それ以外の一般第二種電気通信事業者(届 出制プとに区分され

る。

(注2)第 二種電気通信事業者が提供する電気通信役務は、音声伝送役務(音声を伝

送交換することを主たる目的とする)、画像伝送役務(画 像を伝送交換するこ

とを主たる目的とする)・データ伝送役務(デ ータを伝送交換することを主た

る目的とする)、複合役務(前 記以外)で ある。



第1節 通信経済の動向 一7一

えて音声、画像等の役務 を提供 している。 また、国際特別第二種電気通

信事業者の うち7社 は提供相手国 を米 国のみ、1社 が英国のみ となって

お り、残 りは米国及 び英国 となっている。

ウ ー般 第二種電気通信事 業

一般第二種 電気通信事業者は、元年度末現在813社 が届出 を行 い、増加

を続け ている。都道府 県別の一般第二種電気 通信事業者数 をみ ると、東

京が286社 と最 も多 く、つ いで大阪(79社)、 愛知(42社)の 順 となって

い る。

提供役務別にみ ると、デー タ伝 送役務 を提供す る事業者が523社 と最 も

多 く、つ いで音声伝 送(272社)、 画像伝送(141社)、 複合(110社)と なっ

てい る。また、業種別 にみる と、オンライン受託計算サー ビス等が319社

と多 く、つ いで電子機器製造販売 ・ソフ トウエア開発関係(98社)、 卸売

業 ・倉庫業等流通関係(58社)と なっている。

(2)放 送事業者の動向

放送事業者 は、元年度 中にテレビジョン放送事 業者が5社 、FM放 送

事業者が3社 増加 したことに よ り、元年末現在163社 となっている。

3通 信事業経営の動向

元年度上半期における通信事業者の経営状況は、 おおむね安定 した動

向 を示 した。

ここでは、主要 な電気通信事業者、放送事業者及び郵便事業 の経営状

況等 を中心 に概観す る。

(1)第 一種電気通信事業者の経営状況

アNTTの 経営状況

元年度上半期 のNTTの 経営状況は、経常収入は対前年度同期 比1.3%

増 の2兆8,598億 円、経常 費用は同0.2%増 の2兆6,567億 円、経常利益は
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第1-1-6表 NTTの 経営状況

(単位:億 円)

区 別 昭和60年 度 昭和61年 度 昭和62年 度 昭和63年 度 平成元年度

経 常 収 入 51,340 53,984
57,170

(27,882)
57,056
(28,227)

一

(28,598)

電気通信事 業収 入 49,313 50,901
53,457

(26,249)

53,675
(26,581)

一
(26,921)

電 話 収 入 42,337 43,688
45,537
(22,557)

46,253
(22,868)

一
(23,351)

電 信 収 入 145 96
67

(36)
53

(28) (23)

電 報 収 入 380 394
431

(205>
480

(223) (2石)

専 用 収 入 2,514 2,751
2,954

(1,450)
3,465

(1,637)

一
(1,807)

データ通信収入 1,532 1,623
1,761

(828)

443

(443) (=)

データ伝送収入 103 158
223

(103)
332

(147) (192)

無線呼出し収入 702 809
933

(452)
944

(489) (452)

その他 の収入 1,597 1,378
1,549

(615)
1,701

(743) (852)

附帯事業営業収益 1,601 2,634
3,162

(1,420)
2,851

(1,401)

}

(1,323)

営 業 外 収 益 426 448 549
(212)

529
(245) (353)

経 常 費 用 48,179 50,404 52,202
(25,885)

52,797

(26,521)

『
(26,567)

電気通信事業営業費用 42,193 43,789
45β27

(22,483)

46,565
(23,316)

一
(23,826)

附帯事業営業費用 1,877 2,518 3,085
(1,470)

2,914
(1,482)

一
(1,490)

営 業 外 費 用 4,108 4,096
3,789

(1,931)
3,317

(1,722)

一
(1,250)

経 常 利 益 3,161 3,579
4,967

(1,996)
4,259

(1,706)

一
(2,031)

郵政省、NTT資 料 により作成

(注)1.単 位未満は切 り捨てである。

2.端 数処理の関係で合計が一致 しないものがある。

3.()内 は上半期の実績値である。

4.昭 和63年7月 にNTTよ りデータ通信事業本部が分離 し、別会社になっている。
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同19.0%増 の2,031億 円であった。経常利益 は前年度 は昭和62年 度 に比べ

て減少 したが、本年度の上半期の経常利益額 は前年度 だけでな く昭和62

年度の上半期 を も上回 っている。

サー ビス別収入でみ ると、営業収益 の8割 以上 を占め る電話収入は、

対前年度 同期 比 で2.1%の 増 となってい る。これは、元年2月 に料金の値

下げ を行 った ものの、電話加入数 の順調 な増加や、自動車電話契約数の高

い伸 び等があったため と考 え られ る。これに対 してデー タ伝送収 入は、企

業のネ ッ トワー ク化 が進展す る中で、対前年度同期比 で30.6%と 大幅に

増加 し、専用収入 も同10.4%増 と伸 びている。

また、電報収入は ここ数年、新商品の開発等で市場の開拓等に力 を注

いでお り、元年度において も対前年度同期比8.1%増 と昭和60年 度以降安

定 した伸 びを示 してい る(第1-1-6表 参照)。

イKDDの 経営状況

元年度上半期のKDDの 経営状況は、経常収入は対前年度同期比4.3%

減の1,363億 円、経常費用は同4.4%増 の1,175億 円、経常利益 は同36。9%

減の188億 円 と大幅 な減益 となっている。 これは昭和63年9月 の総額482

億 円(昭 和63年 度通年ベ ース)に のぼ る過 去最大 の国際通信料金の値 下

げの影響が大 きい。

サー ビス別収 入でみ ると、電話収入は この値下げの影響 によ り対前年

度 同期 比5.0%減 となった。 また、テ レックス収 入 は対 前 年度 同期 比

19,7%減 、電報収 入は同6.4%減 となった。これに対 し専用収入は、企業

の専 用 線 を用 いた 国際通信 ネ ッ トワー クの整 備等 に よ り同8.9%増 と

なった。

この結果、電話収入の営業収入に 占め る割合は、前年度 同期 よ り0.3ポ

イン ト減 の79,6%と なって いる(第1-1-7表 参照)。



一10一
第1章 平成元年通信の現況

第1-1-7表 KDDの 経営状況

(単位:億 円)

区 別
1

昭和60年 度 昭和61年 度 昭和62年 度 昭和63年 度 平成元年度
,

経 常 収 入 2,222 2,318 2,561
2,677

(1,424)

一

(1,363)

電気通信事業収 入 2,161 2,225 2,467
2
(1
565
374)

一

(1,310)

電 話 収 入 1,423 1,586 1,901
2

(1
026
098)

一

(1,043)

テ レ ック ス収 入 464 348 259
200

(107) (86)

電 報 収 入 65 52 47
42

(21) (20)

専 用 収 入 97 117 129
152

(76) (83)

データ通信収入 一 32 32

8

34
(17) (19)

データ伝送収入 111 21 25
22

(12) (10)

その他 の収入 67 74
89

(42) (49)

附帯事業営業収益 一 15 17 18
(9) (11)

営 業 外 収 益 61 78 76 94
(41) (42)

経 常 費 用 1,876 2,044 2,207
2,287

(1,125)

一
(1,175)

電気通信事業営業費用

ヨ1鮒

1,965 2,125
2,216

(1,093)

一
(1,144)

附帯事業営業費用 35 40 30
(15) (14)

営 業 外 費 用 22 45 42 41
(18) (16)

経 常 利 益 333 274 354
391

(298) (188)

郵政省、KDD資 料 により作成

(注)1.()内 は上半鶏の実績値である。

2.端 数処理の関係で合計が一致 しないものがある。

3.昭 和60年 度の数値は公衆電気通信法に基づいて作成されたものを組み替えた

ものである。
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ウ 長距離系新 第一種電気通信事業者の経営状況

元年度上半期 の長 距離系新 第一種電気通信事業者の経営状況 は、第二

電電㈱ は、経常収入は399億 円、経常費用は329億 円、日本 テ レコム㈱ は、

経常収入 は348億 円、経常費用は304億 円、 日本 高速通信㈱ は、経常収 入

は110億 円、経常 費用は108億 円であった。

経常利益は、第二電電㈱ は70億 円、 日本 テレコム㈱は44億 円、 日本高

速通信㈱ は2億 円で、3社 とも順調に業績 を伸 ば してお り、前年度は損

失 を計上 した 日本 高速 通信㈱ も元年度上半期 は黒字 に転 じた(第1-

1-8表 参照)。

今 後 とも料 金低廉化 を図 りつつ サー ビス提供 地域 の拡大等、ネ ッ ト

ワー クの整備 ・拡充 を進め、安 定 した経営 に努めてい く必要 がある。

元年度上半期の国内の電話(注)及び専 用線市場は2兆5,323億 円(収 入額

べ一ス)で 、NTTは97.0%の2兆4,574億 円、長距離系新 第一種電気通

信事業者 は2.7%の685億 円、地域系事業者等 は0.3%の62億 円であった。

また、長距離系新第一種電気通信事業者 は、昭和62年 に電話サー ビスを

開始 して2年 経過 したが、NTTと 長 距離系新第一種電気通信事業者の

収入には依然 として圧倒 的 な開 きが ある。

工 地域系新第一種 電気通信事業者の経営状況

元年度上半期の東京通信 ネ ッ トワー ク㈱、大阪 メデ ィアポー ト㈱及び

中部テ レコ ミュニケー ション㈱の地域 系新第一種電気通信事 業者3社 の

経営状 況は、経常収入は対前年度同期 比2.7倍 の56億 円、経常費用 は同1.7

倍の122億 円で、66億 円の経常損失 を生 じている(第1-1-9表 参照)。

オ 自動車電話事業者等の経営状況

元年 度上半期の 日本移動通信 ㈱、関西 セル ラー電話㈱(元 年7月 サー

ビス開始)及 び東京湾マ リネッ ト㈱ の3社 の経営状況は、経常収入は29

(注)自 動車電話、携帯電話、船舶電話 を除 く。
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第1-1-8表 長距離系新第一種電気通信事業者の経営状況

(単位:百 万円)

区 別年 度 経 常 収 入 経 常 費 用 経 常 利 益

」

昭 和61年 度 932 11,697 凸10,765

昭 和62年 度
20,150
(2,739)

38,235
(14,253)

△18 ,085

(・11,514)

昭 和63年 度
81,609

(31,018)

80,547
(32,152)

1,057

(△1,135)

平

成

元

年

度

第 二 電 電 ㈱
一

(39,894)

一

(32,931)

一

(6,963)

日 本 テ レ コ ム ㈱
一

(34,764)

一

(30,430)

一

(4,398)

日本高速通信㈱
一

(11,027)

一

(10,877)

一

(1,502)

計
一

(a5,685)

一

(74,238)

一

(11,511)

郵政省資料により作成

(注)1.昭 和61年 度、昭和62年 度及び昭和63年 度の数値は、第二電電㈱、日本テレコ

ム㈱及び日本高速通信㈱の合計である。

2.()内 は上半期の実績値である。

3.元 年度上半期の日本テレコム㈱の数値は、元年5月 に旧日本テレコム㈱と旧

鉄道通信㈱が合併したため、旧日本テレコム㈱の4月 期決算を含んだものであ

る。

4.端 数処理の関係で合計が一致しないものがある。

第1-1-9表 地域系新第一種電気通信事業者の経営状況

(単位:百 万円)

年 度 経 常 収 入 経 常 費 用 経 常 損 失

昭 和62年 度
1,939
(583)

8,074
(3,056)

6,134
(2,473)

昭 和63年 度
5,263
(2,072)

16,259
(7,321)

10,995
(5,247)

平 成 元 年 度
一

(5,618)

一

(12,211)
一

(6,593)

郵 政 省 資料 に よ り作 成

(注)1.()内 は上 半期 の実 績値 で あ る。

2.数 値 は、 東 京通 信 ネ ッ トワー ク㈱ 、 中部 テ レ コ ミュ ニ ケー シ ョン㈱ 、大 阪 メ

デ ィア ポー ト㈱ の3社 の 合計 であ る。

3.端 数 処理 の 関係 で合 計 が一 致 しな い もの が あ る。
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億円、経常費用 は74億 円であった。元年度上半期の国内の自動車電話、

携帯電話及 び船舶電話市場 は全体 で607億 円(収 入額ベース)で 、NTT

が96.2%の584億 円、 自動 車電話事業者等が3.8%の22.7億 円であった。

NTTの 自動車電話(携 帯電話 を含 む。)収 入は昭和60年 度以降平均年率

50%以 上の高い伸 びを示 してお り、今後 自動車電話事 業等の市場の拡大

が見込 まれ る中で、新事 業者の参入に よる市場 の動向が注 目され るとこ

ろであ る。

力 無線呼 出 し事業者の経営状況

元年度上半期 の無線呼出 し事 業者29社 の経営状況は、経常収入は114億

円、経常費用は110億 円、経常利益 は4億 円であった。昭和63年 度上半期

に比べ事 業者数 は10社 増加 し、経常収入は2.4倍 、経常費用 は1.6倍 になっ

てお り、事業 の拡大が急速に進展 している(第1-1-10表 参照)。

元年度上半期 の国内の無線呼出 し市場は563億 円(収 入額べ一 ス)で 、

その うちNTTが80.2%の452億 円、無線呼出 し事業者が19.8%の112億

円で、昭和63年 度上半期の8.4%に 比べ大 き く伸 びている。

なお、NTTの 元年度上半期 の無線呼 出 し収入は、昭和63年12月 の料

金値下 げの影響 もあ り、対前年度 同期比7.6%減 少 で、額 としては37億 円

の減収 となってい る。

(2)放 送事業者の経営状況

アNHKの 経営状況

昭和63年 度 のNHKの 一般勘定(注)め事 業収入 は対前年度比0.1%増 の

(注)一 般勘定 とは、放送法(昭 和25年 法律第132号)第7条 の目的 を達成するため

にNHKが 行 う同法第9条1項 及び第2項 の業務に係 る経理をいい、事業収入

の主なもの としては、受信料、交付金等があ り、事業支出 としては、放送番組の

制作 ・編集、契約収納等に係 る経費がある。

このほか、同法第9条 第3項 の業務に係る経理については、同法第39条 第2項

の規定に基づ き、受託業務等勘定が設けられ、一般勘定と区分 して整理 されてい

る。
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第1-1-10表 無線呼出 し事業者の経営状況

(単位:百 万円)

年 度 経 常 収 入 経 常 費 用 経 常 損 益

昭 和62年 度 1,147 4,200 △3 ,046

昭 和63年 度
13,393
(4,730)

16,328
(6,678)

△2
.931'(

△1
,947)

平 成 元 年 度
一

(11,439)

一

(10,988)

一

(451)

郵 政 省 資料 に よ り作 成

(注)1.()内 は 上 半期 の 実績 値 であ る。

2.昭 和62年 度 の数 値 は、北 海 道 テ レ メ ッセー ジ㈱ 、宮 城 テ レ メ ッセー ジ㈱ 、東

京 テ レメ ッセ ー ジ㈱ 、 富 山ペ ー ジ ン グサ ー ビ ス㈱ 、福 井 テ レ メ ッセー ジ㈱ 、静

岡 テ レメ ッセ ー ジ㈱ 、㈱ 中部 テ レ メ ッセ ー ジ、 関西 テ レ メ ッセー ジ㈱ 、㈱ 岡 山

テ レ メ ッセ ー ジ、㈱ テ レ メ ッセー ジ広 島、愛 媛 テ レメ ッセー ジ㈱ 、九 州 テ レメ ッ

セ ー ジ㈱ 、 佐 賀 テ レ メ ッセー ジ㈱ 、 ㈱ 九州 ネ ッ トワー クシ ス テ ム及 び㈱ 沖 縄 テ

レ メ ッセー ジの15社 であ る。

3.昭 和63年 度上 半 期 の数 値 は 、上 記 の15社 に福 島 テ レ メ ッセー ジ㈱ 、㈱ 新 潟 テ

レサー ビス 、㈱ 長 野 テ レ メ ッセー ジ及 び長 崎 テ レメ ッセー ジ㈱ の.4社 を加 えた

合 計 で あ る。

4.昭 和63年 度 の数値 は、 上 記 の19社 に群 馬 テ レサー ビス㈱ 、 ㈱ 山梨 テ レ通 信 、

山 ロテ レ メ ッセー ジ㈱ 、 香 川 テ レ メ ッセー ジ㈱ 、㈱ 鹿 児 島 テ レ コー ルの5社 を

加 え た合 計 で あ る。

5.平 成 元年 度 上 半期 の 数 値 は、 上 記 の24社 に 岩手 テ レメ ッセ ー ジ㈱ 、 栃 木 テ レ
サ ー ビス㈱ 、青 森 テ レ メ ッセー ジ㈱ 、秋 田 テ レメ ッセー ジ㈱ 、山 形 テ レ メ ッセー

ジ㈱ の5社 を加 え た合 計 で あ る。

6.端 数 処理 の 関係 で合 計 が一 致 しな い もの が あ る。

第1-1-11表NHKの 経営状況(一 般勘定)

(単位:百 万円)

区 別 昭和62年 度決算 昭和63年 度決算 元年度収支予算 2年 度収支予算

事 業 収 入 354,541 354,780 391,430 484,595

事 業 支 出 348,731 362,785 405,690 448,042

事業収支差金 5,810 △8 ,005 △14
,260 36,553

NHK資 料 により作成



第1節 通信経済の動向 一15-

3,548億 円、事業支 出は同4.0%増 の3,628億 円で、事業収支は80億 円の赤

字であった。また、元年度収支予算の事業収支では143億 円の赤字が見込

まれている(第1-1-11表 参 照)。

NHKは 公共放送 として、視 聴者か らの受信料収 入を主要 な財源 とし

てお り、NHKの 在 り方に対す る視聴 者の理解がその存立の基礎 となっ

てい る。元年度には新 たに衛星受信料 を設けた ところであるが、NHK

自身の経営努力 と併せ てNHKが どのよ うな放送サー ビスを提供すべ き

か等、NHKの 業務 範囲につ いて も検討 を行 ってい く必要があ る。

イ 民間放送の経営状 況

昭和63年 度の民間放送 の収支状況は、広告料収 入の伸びに よ り、総収

入 は対 前年 度比10。4%増 の1兆7,632億 円、総 費用 は 同8.8%増 の1兆

5,835億 円で、税 引 き前利益 は1,797億 円であった。

ウCATV事 業者の経 営状況

営利 を目的 としてCATV事 業 を行 う許可施設の うち81社 の昭和63年

度の経営状況 につ いては、経常収入 は172億 円、経常費用 は207億 円であ

り、経常損失は35億 円であ った。

(3)郵 便事業の経営状況

昭和63年 度 の郵便事業においては、新サー ビスの開発、営業活動 の積

極的推進、好調 な社会経済活動等によ り、引受郵便物数が これまでで最

高の約203億 通(対 前年度比4.6%増)と なった。これに より、昭和63年

度 の郵便事業収益 は対前年度比4.2%増 の1兆5,272億 円、費用が 同5.2%

増の1兆5,133億 円で、差引 き139億 円の利益 となった。

郵便事業経営につ いては昭和56年 度以降8年 連続 して単年度損益 は黒

字 を続 けてお り、昭和62年 度末 には14年 ぶ りに累積欠損金 を解 消 し、昭

和63年 度末 には累積利益金は393億 円 となった。
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なお・元 年度予算の郵便事業損益 は4億 円の利益 を計上 し
、同 じく2

年度には84億 円の利益 を計上 してい る(第1-1-12表 参照) 。

第1-1-12表 郵便事業の経営状況
(単位:億 円)

区 別 昭和62年 度決算 昭和63年 度決算 元年度予算 2年 度予 算一

収 益 14,650 15,272 16,050 17,101

費 用 14,381 15,133 16,046 17,017

利 益 269 139 4 84

郵政省資料により作成

4通 信 関連産業の動向

(1)通 信機器製造業

元年の通信機器 の受注額 は、対 前年比5.4%増 の2兆4,707億 円であ っ

た(第1-1-13図 参照)。

機種別にみ ると、有線通信機器 が対前年比0.9%増 の1兆9,600億 円、

無線通信装 置が同26.6%増 の5,107億 円 であ った。需要先別 にみ るとNT

T関 係が6,661億 円(対 前年比8,8%減)、KDD関 係が115億 円(同20.2%

減)で あった。

(2)通 信ケーブル製造業

通信 ケーブルの うち、元年12月 末現在 の銅線ケーブルの出荷額 は、㈹

日本電線工業会資料 による と、1,476億 円で対前年 同期 比12.8%の 増で

あった。

また、通商産 業省 「資源統計 月報」による と、元年 の電線、 ケー ブル

用光 フ ァイバ製 品の生産量 は、対前年比34.9%増 の117万1千 キロメー ト

ル コアであ り、 この うち光 ファイバケー ブルは対前年 比80.5%増 の74万

2千 キロメー トルコア と増加 してい る。

(3)電 子計算機器製造業

元年 の電子計算機の生産額 は、通商産業省 「生産動態調査」による と、
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対 前年比12.0%増 の5兆6,593億 円であった。

(4)広 告業

元年 の総広告 費は対前年 比14.8%増 の5兆715億 円であった(第1一

1-14表 参 照)。

こ の うち、放 送 系 の広 告 費 は、 テ レ ビ広 告 費1兆4 ,627億 円(対 前 年 比

11.1%増)、 ラ ジ オ広 告 費2,084億 円(同10.9%増)で あ った。 また、 ダ

第1-1-13図 通 信関連産業の動向

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

億
円

5,000

＼

＼

54555657585960616263兀

年 度

通信機械工業会、㈹ 日本電線工業会資料により作成

(注)昭 和54年 か ら昭和62年 までの数値は、通信機器受注額につい
ては年度末受注額、銅線ケーブル出荷額については年度末の出

荷額である。昭和63年 以降の数値は、通信機器受注額について

は年末受注額、銅線ケーブル出荷額にっいては12月 の出荷額で

ある。
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第1-1-14表 メディア別広告費(元 年)

広告費(億 円) シェ ア(%) 対前年増加率(%)

テ レ ビ

ラ ジ オ

新 聞

雑 誌

DM

電 話 帳 広 告 費

ニューメディア広告費

折 込、屋 外、そ の他

14,627

2,084

12,725

3,354

1,828

990

95

15,012

28.8

4.1

25.1

6.6

3.6

2.0

0.2

29.6

11.1

10.9

12.9

13.2

8.4

6.5

21.8

22.9

合 計 50,715 100.0 14.8

「日本の広告費」(㈱電通)に より作成

(注)ニ ューメディア広告費は、CATV、 ビデオテックス、文字放送等のメディアに投

下された広告費である。

イレク トメール広告 費は1,828億 円(同8.4%増)、 電話帳広告費 は990億

円(同6.5%増)、 ニュー メデ ィア広告費は95億 円(同21。8%増)で あっ

た。

(5)新 聞業

㈹ 日本新 聞協会 の会員であ る新 聞社の発行 す る一般 日刊 紙の総 発行部

数 は、元年10月 現在 、前年 同期比0.9%増 の5,106万 部であ った。これは、

1世 帯当た り1.26部 、人 口1千 人当た りでは584部 が読 まれてい ることに

なる。

(6)出 版 業

昭和63年 度 におけ る書籍 及び雑誌の推定実売金額は、対前年度 比3.7%

増の1兆9,504億 円であ った。その内訳は、書籍 の推定発行 部数 が13億

3,969万 部で7,843億 円、雑誌 では月刊誌が22億9,502万 部、週刊誌 が17億

9,383万 部 で合 わせ て1兆1,661億 円であ った。
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第2節 通信サー ビスの動向

元年 におけ る通信分 野は、昭和63年 に引 き続 き順調 に発展 してい る。

ここでは、 国内及び国際通信サー ビスの動 向について概観す る。

1国 内通信サー ビスの動 向

(1)国 内電気通信 サー ビス

元年 は国内電気通信分野 におけ る競争 の在 り方が注 目を集め た年 であ

る。

電話サー ビスについては、新事業者がサー ビスを開始 して2年 を経過

し、元年度上半期 現在、新事業者の契約数 はNTTの 契約数 の1割 に達 し

たが、収入はNTTの 約3%に とどまってお り、競争状態 はそれほど進

展 していなレ㌔

一方、移動 通信サー ビスの分野では、相次 ぐ新事業者の参 入によ り、

自動車電話サー ビス及 び無線呼出 しサー ビスにおいて新事業者 のシェア

が着実 な伸 び を示 したほか、テ レター ミナル システム等の新 しいサー ビ

スが相次いでスター トす るなど、注 目すべ き展開がみ られた。

また、衛星通信サー ビスの分 野で も、初の民間通信衛星が打 ち上げ ら

れ、サー ビスが開始 され るとい う新 たな動 きがあった。

放 送の分野 においては、ニュー メデ ィア を中心 として進 展がみ られた。

衛 星放送 につ いては、本放送 が開始 され、受信契約数 も着実に増加 し

つつ ある。

また、CATVは 、都市型CATVの 施設数に著 しい増加が み られ、

地域の活性化 に貢献す るメデ ィア として成長 しつ つある。

ア 電話サー ビス
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(ア)契 約数及 びサー ビス提供地域

(NTTの 動 向)

NTTの 加入電話等契約数 は、元年9月 末現在5,154万 契約 であ り、対

前年 同期 比で4.1%増 となっている。

加入電話等のサー ビスは、加 入種類 によって一般加 入電話 等(単 独 電

話、共同電話及 び地域 団体加入電話等)と 集団電話(事 業所 集団電話及

び地域集 団電話)に 分 けられ る。

契約数全体 の9割 以上 を占め る一般加入電話 契約 につ いて事務用 と住

宅用 に分 けてみ ると、元年9月 末現在、事務用 の1,595万 契約(対 前年同

期 比5.0%増)に 対 し、住宅用 は3,517万 契約(対 前年同期比3.7%増)で

あ り、昭和61年 度以降事務用の伸び率 が住宅用の伸 び率 を上 回 ってい る

(第1-2-1図 参照)。

事務用加入電話契約数 の伸 びの要因は、近年急速に進みつ つあ るファ

クシ ミリの普及 に伴 う電話 回線の需要 の増加等 に よる もの と考 え られ

る。

第1-2-1図 事務用 ・住宅用一般加入電話契約数の推移
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(新事 業者の動 向)

第二電電㈱、 日本 テレコム㈱ 及び 日本高速通信㈱ の長距離系新第一種

電気通信事 業者3社 の うち1社 以上が全域 または一部 で市外電話サー ビ

スを提供 してい る都府 県は、元年度 中に新たに岩手、秋 田、宮城 、山形

及び福 島の5県 が加 わ り、元年度末現在31へ と拡大 している(第1-2-

2図 参照)。

これに伴い、3社 が提供す る市外電話サー ビスの契約数 は急増 してお

り、元年9月 末現在 の契約数(3社 単純集計)は618万 契約 で前年同期の

約2。2倍 となってい る。

また、地域 系新 第一種電気通信事業者である東京通信 ネッ トワー ク㈱

第1-2-2図 長距離系新第一種電気通信事業者の電話サービス提供地壊

(元年度末現在)

口 提供地域

口 提供碇 鵬
(事業許 可済)

郵政省資料により作成
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は、東 京、神奈川、千葉、埼玉、茨 城、栃木、群 馬、山梨 及び静 岡の9

都 県の一部の地域 でサー ビスを提供 してお り、その電話契約 回線数は昭

和63年 度末の2,352回 線か ら元年9月 末現在2,560回 線 に増加 している。

(イ)ト ラ ピック状況

(距離段階別通話回数及 び通話時間)

昭和63年 度におけ る総通話 回数及び総通話時間(NTT、 第二電電㈱・

日本 テレコム㈱ 、 日本高速通信㈱ 及び東京通信 ネ ッ トワー ク㈱ の5社 合

計)は683億 回及び30億8,600万 時間であ り、1回 当た りの平均通 話時間

は2分43秒 であ った。

また、通話回数及 び通話時間 を距離段階別にみ ると、3分 間10円 の区

域 内通話が469億 回及 び18億9,000万 時間 となってお り、全体 に占め る割

合は通話 回数比 で68.7%、 通話時間比で61.2%と いずれ も60%以 上 を 占

めてい る(第1-2-3図 参照)。

第1-2-3図 電話サービス距離段階別通話回数及び通話時間(昭 和63年度)
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(通話時間別通話回数)

昭和63年 度の通話回数 を通話時間別 にみ ると、1分 以内に完了す る通

話が340億 回で最 も多 く全体の49.7%を 占め てお り、以下、通話時間が長

い通 話ほ ど回数 は少な くなっている(第1-2-4図 参照)。

(時間帯別通 話回数)

昭和63年 度の通話 回数 を1日 の時 間帯別にみる と、午前9時 か ら同10

時の間におけ る通話 回数が65億900万 回で最 も多 く、全体 の9.5%を 占め

ている(第1-2-5図 参照)。

第1-2-4図 電話サー ビス 通話時間別通話回数(昭 和63年 度)
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第1-2-5図 電話サービス 時間帯別通話回数(昭 和63年 度)
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イ フ ァクシ ミリ通信網サー ビス

NTTの ファクシ ミリ通信網サー ビスの契約数は、元年9月 末現在33

万ユ,220契約、対前年 同期比 で30.8%増 となってい る。

しか しなが ら、利用可能 な原稿 サイズをA4版 か らB4版 に拡大す る

な どの機能拡充 を背景 に飛躍的な伸 びを示 した昭和62年 度(対 前年度末

比135.9%増)及 び昭和63年 度(対 前年度末比48.1%増)の 伸 び と比較す

ると、増加傾 向はやや鈍化 してい る(第1-2-6図 参照)。

この要 因 としては、元年2月 か ら一般 の加入電話網に接 続 されたファ

クシ ミリ端末 で もファクシ ミリ通信 網か らの受信が可能 とな ったため、

受信 のみ を目的 とす る契約 の必要がな くなったこ とが挙 げ られ る。
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第1-2-6図 フ ァクシ ミリ通信網サー ビス契約数の推移
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ウ 移動通信 サー ビス

移動通信 サー ビスの分 野 では、無線呼 出 しサー ビス及 び 自動 車電話

サー ビス等において新事業者の参 入及 びサー ビス提供地域 の拡大が相 次

いでいるほか、簡易 陸上移動無線電話(コ ンビニエンス ・ラジオ ・フ ォ

ン)や テレター ミナルシステム等の新 しいサー ビス も開始 されるなど、

サー ビスの幅 も広が りつつ ある。

(ア)無 線呼出 しサー ビス

元年9月 末現在 におけ る無線呼 出 しサー ビスの総契約数(NTTと 新

事 業者29社 の合計)は391万4,219契 約、対前年 同期 比20.7%増 と昭和63

年度の伸 び率(対 前年度末比19.1%増)を 上 回る伸 び を示 してい る(第

1-2-7図 参照)。



一26一 第1章 平成元年通信の現況

第1-2-7図 無線呼出 し契約数の推移
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新事 業者の参入状 況につ いてみ ると、事業者数及びサー ビス提供地域

は昭和63年 度末の24社 、34都 道府県か ら元年度末には30社 、40都 道府県

に拡大 している(第1-2-8図 参照)。

これに伴 い、新事 業者の契約数は著 し く増加 してお り、元年9月 末現

在96万6,326契 約(対 前年度末比41.1%増)と なっている。

一方、NTTの 契約数 は、元年9月 末現在294万7,893契 約(対 前年度

末比4.0%増)と なっている。

この結果、総 契約数 に 占め る新事 業 者の シェアは、昭和63年 度末 の

19.5%か ら元年9月 末現在24.7%に 拡大 してお り、無線呼 出 しサー ビス

分 野では競争導入の効果が あ らわれつつ ある。
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新事業者の無線呼出 しサービス提供地域

(元年度末現在)

欝誉
郵政省資料により作成

ノ
口 提供地域

口 提供碇 地域
〔事業許 可済〕

県域 の 一部 地 域 の場 合 を 含む。

(イ)自 動車電話サー ビス等

NTTの 自動車 ・携帯電話サー ビスの契約数は、元年9月 末現在30万

2,007契 約、対前年 同期比56.4%増 であ り、昭和60年 度以降毎年50%を 超

える高 い伸び を示 している(第1-2-9図 参照)。

一方、新事業者 としては、すでに昭和63年12月 よ りサー ビスを提供 し

てい る日本移動通信㈱に加 え、元年 に入 る と7月 に関西セルラー電話㈱

が近畿地方の2府4県 でサー ビスを開始 したのに続 き、12月 には九州セ

ル ラー電話㈱が福 岡、佐賀及び熊本の各県で、 中国セルラー電話㈱が広

島、岡山及 び山口(岩 国市のみ)の 各県で新 たにサー ビスを開始 した。

また、 日本移動通信㈱ は、元年12月 にサー ビス提供地域 を従来の東京
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23区 内か ら首都 圏及び中部圏の1都7県 に拡大 した。

新事業者の契約数 についてみ ると、2社(日 本移動通信㈱ と関西セル

ラー電話㈱)合 計 で、元年9月 末現在2万1,384契 約 となってお り、昭和

63年 度末の4,243契 約 か ら半年 で約5倍 と急増 している。

このように、元年9月 末 におけ る契約数 に 占め る新事 業者の シェアは、

サー ビス開始以来1年 足 らず とい うこともあ り、6.6%に とどまったが、

その後の新 たな参入が予定 されてい るこ となどか ら、今後 の市場 の動 向

が注 目される ところである。

(ウ)新 しいサー ビスの動向

(マ リネッ ト電話サー ビス)

マ リネ ッ ト電話サー ビスは、大規模港湾地域 の海上運送業、水産流通

第1-2-9図 自動車電話契約数の推移
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業、海上土木業等における利用 を対 象 として実用化 され た移動無線電話

サー ビスであ り、昭和63年9月 に東京湾マ リネ ッ ト㈱が東京湾及びその

周辺海岸部 でサー ビスを開始 したのに引 き続 き、元年12月 に関西マ リ

ネ ッ ト㈱ が大阪湾、播磨灘及びその周辺海岸部 で同様のサー ビスを開始

した。

(簡易陸上移動 無線電話サー ビス)

簡易陸上移動 無線電話(コ ンビニエンス ・ラジオ ・フォン)サ ー ビス

は、 自動 車電話 等の移動通信 サー ビスの提供 が遅れてい る地域 を中心に

導入 し、地域 の振興 を図 ることを目的 として開発 された移動通信 サー ビ

スであ り、移動体 と一般の加 入電話 との通話 を安価に行 えるシステムで

ある。

簡易陸上移動無線電話サー ビスについては、元年11月 に十勝 テレホン

ネッ トワー ク㈱ が帯広市及びその周辺地域 でサー ビスを開始 したほか、

今後㈱ テレコム青森が青森市、 弘前市及 びその周辺地域でサー ビスを開

始す る予定 であ る。

(テレター ミナル システム)

テレター ミナル システムは、都 市内に設置す るテ レター ミナル基地局

(無線基地局)を 通 して、携帯型の端末装置、車両に搭載す る端末装置あ

るいは各種 セ ンサーの端末装 置 と各ユーザの オ フィスや セ ン ター コン

ピュー タの間で双方向のデー タ伝 送 を行 うシステムである(第1-2-

10図 参照)。

元年12月 には、テレター ミナルシステムによ りデー タ伝送サー ビスを

提供す る 日本 シティメデ ィア㈱ が東京23区 内でサー ビスを開始 した。

また、実験局 の予備免許 を申請 していた関西 テレター ミナル システム

推進協議会に対 して、元年11月 に予備 免許が交付 された。
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第1-2一 犯図 テレター ミナルシステムの構成
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コ ン ピ ュー タセ ン ター

群 用線

工 専用サー ビス

専用サー ビスには、一般専用サー ビス、高速デジタル専 用線サー ビス、

映像伝送サー ビス、 テレビジョン放送 中継サー ビス及 び無線専 用サー ビ

ス等が あるが・ ここでは・最 も需要の 多い一般専用サー ビス及び高い伸

びを示 してい る高速デ ジタル専用線サー ビスの動向 について概観す る。

(ア)一 般専用サー ビス

ー般 専用サー ビスの 回線数(NTTと 長距離系及 び地域系新 第一種 電
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気通信事業者7社 の合計)は 、元年9月 末現在78万2,813回 線 であ り、対

前年 同期比 で11.0%増 となってい る(第1-2-11図 参照)。

この うち、長距離系 及び地域 系新 第一種電気通信事業者の契約回線数

は2,168回 線 であ り、全 国シェアは前年 同期の0.2%か ら0.3%に なってい

る。

また、 回線数の推移 を品 目別 にみ ると、帯域品 目では電話網相当の規

格 を有す る3.4kHz回 線及び音声伝送 回線の伸 びによ り回線数が増加 し

ているが、符号 品 目では50b/s、300b/s及 び9,600b/sで わずかに伸びが

みられ るほかは回線数が減少 している。

(イ)高 速デ ジタル専用線サー ビス
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第1-2-11図 一般専用サービス回線数の推移
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64kb/s以 上の高速伝 送が可能 な高速 デジ タル専用 線サー ビスの回線

数(NTTと 長距離系及 び地域系新第一種 電気通信事業者7社 の合計)L

は、元年9月 末現在7,494回 線であ り、対前年 同期比 で36.3%増 となって

いる(第1-2-12図 参照)。

この うち、長距離系及 び地域系新第一種電気通信事業 者の契約 回線数

は1,534回 線であ り、全国 シェアは前年同期 の17.2%か ら20,5%に 拡大 し

てお り、一般専用 サー ビスに比べ高 いシェア となってい る。

箒1-2-12図 高速デジタル専用線サー ビス回線数の推移
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オ デ ジタルデー タ伝送 サー ビス㈱

NTTの デ ジタルデー タ伝送 サー ビス は、 回線 交換 サー ビス及 びパ

ケッ ト交換 サー ビスの回線数 のいずれ もが増加傾向にある(第1-2-

13図 参照)。

第1-2-13図 デ ジタルデータ伝送サービス回線数の推移
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(注)現 在NTTが 提 供 しているデジタルデー タ伝送サービスには、回線交換サー

ビスとパケ ット交換サービスがある。

回線交換サービスは、電話 と同様に発信者が通信相手を呼び出し、デジタル回

線 を設定 してデー タ通信 を行 うサービスで、料金は通信時間に応 じて決め られ

る。

パヶッ ト交換サービスは、伝送するデー タをパケッ ト(小 包)と 呼ばれる一定

のブロックに分割 し、相手の宛て先をつけて伝送する。この方式は、パケッ トが

転送 され るたびに誤 り制御 が行 われ るので高い伝送品質が保たれるこ.と、パ

ケッ トは一旦交換機に蓄積 されてから送 られるので、異なる通信速度の端末間

でも通信ができる等の特徴 を有してお り、料金は送受 したデータの量に応 じて

決められる。
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回線交換サー ビスの回線数は、元年9月 末現在9,099回 線 であ り、対前

年同期 比で19.3%増 であるが、伸 び率 は年々減少の傾 向にあ る。

一方、パ ケ ッ ト交換サー ビスの回線数 は、元年9月 末現在15万5,575回

線 であ り、対前年 同期比で107.9%増 と倍増 している。

特 に、電話網 を介 してパケ ッ ト交換網 にア クセスす る第2種 パ ケッ ト

交換サー ビスの回線数は、ほぼ全国の どの電話 回線か らで もア クセスが

可能 となるパ スワー ド方式が昭和63年7月 に導入 された こ とや 証券会社

のホーム トレー ドの普及等によ り需要 が大幅 に増大 したため、元年9月

末現在11万8,221回 線、(対前年 同期 比162.4%増)と 著 しく増加 している。

カ ビデオテ ックス通信 サー ビス

キャプ テンサー ビス㈱ の提供す るビデオテ ックス通信 サー ビスの利用

契約数 は、2年1月 末現在10万1,125契 約 と提供 開始以来5年 余 りで10万

契約 を突破 し、対前年同期 比で24.3%増 とな っている。

これ を家庭用 と事業所 用に分 けてみ る と、事業所用の利用契約数5万

3,352契 約(対 前年同期 比16。3%増)に 対 して、家庭用の利用契約数 は4

万7,773契 約(対 前年同期 比34.7%増)と なってお り、家庭用 の伸 びが事

業所用の伸 びを上回 っている(第1-2-14図 参照)。

一方、NTTの ビデオテ ックス通信網に接 続 して各種 のサー ビス を提

供 す るIP(情 報提供者)の 動 向についてみる と、 キャプテ ンサー ビス

㈱ の運営す るキャプテ ン情報 セ ンタを利用 す るIPが2年1月 末現在

524契 約 と前年 同期 に比べて66契 約減少 してい るのに対 して、自社 の情報

セ ンタをビデオ テックス通信 網に直接接続 してサー ビスを提供す るIP

は年々増加 してお り、2年1月 末現在109契 約(対 前年同期比17契 約増)

となっている(第.1-2-15図 参照)。



第2節 通 信 サー ビス の動 向

第1-2-14図 ビデ オ テ ッ ク ス 通 信 サ ー ビ ス 利 用 契 約 数 の 推 移
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第1-2-15図 ビデ オ テ ッ ク ス情 報 提 供 者 数 の 推 移
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これは、 自社 の コンピュー タと利用者端末が リアル タイムで通信 でき

る直接型情報 セ ンタの場合 には、座 席予約や 株式売 買 をは じめ ビデオ

テ ックス通信 の特徴 である双方向性 をいか した多様 なサー ビスが提供 し

易 いため と考 えられ る。

また、元年11月 には ビデ オテ ックスを利用 して商 品注文 と資金決 済が

同時に可能 な郵便貯金 の電信振替サー ビスが開始 され、 さらに2年4月

か らは端末 として家庭用 テレビゲーム機の利用 も可能 とな るなど、利用

者の利便性向上 を図った新 しいサー ビス も開始 されてお り、今後 の ビデ

オテ ックス通信 の利用の拡大が期待 され る。

キISDNサ ー ビス(注)

我が国初 のISDNサ ー ビスとして昭和63年4月 にNTTに よ り開始

され た基本 イン タフェー スに よる回線交換サー ビス(INSネ ッ ト64)

の提供 地域 は、政令指定都 市及 び県庁所在地級都市 を中心 として拡大 し

てお り、元年12月 末現在145地 域 で前年同期(28地 域)の5倍 以上 に達 し

ている(第1-2-16図 参照)。

これ に伴 い、INSネ ッ ト64の ユーザ数 及び契約 回線数 も急増 してお

り、元年12月 末現在777ユ ーザ、4,554回 線 で、前年同期 に比ベ ユーザ数

で約4.3倍 、契約回線数 で約5.2倍 とな っている(第1-2-16図 参照)。

また、元年6月 には従来 のINSネ ッ ト64に加 え、テ レビ会議等 の高

(注)現 在NTTが 提 供 しているISDNサ ー ビスには、基本 インタフェー ス及び

1次 群 インタフェースによる回線交換サー ビスがある。

基本インタフェース(2B+D)は2本 の情報チャンネル(Bチ ャンネル:64

kb/s)と1本 の信号チャンネル(Dチ ャンネル:16kb/s)を 有 してお り、情報チャ

ンネルは通信用に、信号チャンネルは通信 を制御する信号のや りとりに使用 さ

れる。

また、1次 群 インタフェース(23B+D)は6本 のBチ ャンネルをまとめてH。

チャンネル(384kb/s)あ るいは24本 のBチ ャンネルをまとめ てH1チ ャンネル

(1,536kb/s)と して高速度の通信に利用す るこ とも可能である。
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速度伝送 も可能 な1次 群 インタフェースによる回線交換サー ビス(IN

Sネ ッ ト1500)の 追加提供が開始 され、ユーザ数及 び契約 回線数 は元年

12月 末現在21ユ ーザ、72回 線 となってい る。

また、2年 度 には全国的な需要に応 じる体制が とられ るとともに、I

SDNに よるパ ケ ッ ト交換サー ビスの提供が開始 される予定であ り、I

SDNサ ー ビスの用途は さらに広が りをみせ る もの と考 えられ る。

第1-2-16図
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ISDNに 対応す るデジタル公衆電脂機

範
雨

用券

、

く

L

ク 衛星通信 サー ビス

我が国の衛星通信サー ビスについては、昭和58年 に打 ち上げ られ た通

信衛星2号(CS-2)を 利用 して昭和59年11月 にNTTに よ り開始 さ

れた。

通信衛星2号(CS-2)の 後継機 として昭和63年 に打ち上 げ られ た

通信衛 星3号(CS-3)は 、現在離 島用及 び市外通話のふ くそ う対策

用の電話 回線等に利用されてい る。

元年 に入 る と、初の民間通信 衛星 として3月 に 日本通信衛星㈱ のJC

SAT-1が 、続 いて6月 には宇宙通信㈱の スーバーバー ドAが 打 ち上

げ られ、両社 は衛星系新 第一種電気通信事業者 としてそれぞれ4月 及 び
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7月 にサー ビスを開始 した。

さらに、2年1月 には 日本通信衛星㈱の衛星2号 機 としてJCSAT

-2が 打 ち上 げられ、2月 にサー ビスを開始 した。

衛星 系新 第一種電気通信事業者2社 は、衛星に搭載 された トランスポ

ンダ(電 波 中継器)の 伝送帯域 をサー ビス品 目として専 用サー ビス を提

供 してお り、放送事業者のサ テライ ト・ニュー ス・ギャザ リング(注》、CA

TVへ の番組配信、企業内通信等 を中心 として その利用が増加 しつつあ

る。

民間の通信衛星打 ち上げによ り、国内の衛星通信用 トランスポンダの

総数 は、従 来の通信衛星3号(CS-3)の24本 か ら、JCSATの64

本及びスーパーバー ドの29本 を合 わせて117本 に増加 してお り、我が国 も

本格的 な衛 星通信 時代 を迎 えた。

ケ 電報サー ビス

NTTの 電報サー ビスの元年度上半期におけ る通数は1,974万 通、対前

年度同期比2,8%増 であった。

これ を一般 ・慶弔別にみ る と、一般電報 の181万 通(対 前年度 同期 比

0.5%減)に 対 し、慶弔電報は1,793万 通(対 前年度同期比3.2%増)で 総

数の9割 以上 を占め ている(第1-2-17図 参照)。

慶弔電報 の通数増加 の要 因 としては、昭和60年 にサー ビスが開始 され

て以来、年 々その慶弔電報 に 占め る割合 が高 くなっている 「メロディ」、

「押 し花」等の付加価値 電報 の通数の伸 びが挙 げられ る。

コ 国内電気通信料金の値下げ

国内の電気通信料金については、通信料金 の低廉化 とい う社会的要請

(注)サ テライ ト・ニュース・ギャザ リング(SNG)は 、移動可能な中継車か ら通

信衛星に電波 を送 り、それを固定の受信局 で受 けるという主 として放送事業者

が利用する通信システムである。このシステムの利用により、従来の放送機材で

は生中継が困難であった離島や山間部などからの放送が可能 となった。
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第1-2-17図 電報通数の推移
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の下 に、昭和55年 度以降NTTの 電話及 び専用サー ビス を中心 とした値下

げが実施 され て きてお り(第1-2-18表 参照)、 元年度 にお いて も各

サー ビス分 野で値下げが実施 され た。

(電話サー ビスの料金値下 げ)

電話サー ビスについては、2年3月 にNTT及 び長 距離系新 第一種 電

気通信事 業者3社 が料金の値下 げを実施 した(第1-2-19表 参照)。

NTTは320キ ロメー トル を超 える遠 距離通話料 金 を約15%値 下 げ し

たほか、市 内及 び60キ ロメー トル以下の近距離区間につ いて も深夜時間

帯 を25%割 引 とす るなど、深夜割引 をすべ ての距離段 階に拡大 した。

一方、長距離系新 第一種電気通信事業者 は、340キ ロメー トル を越え る
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NTTに よ る昭和55年 度以降の電気通信料金の値下げ状況

実施月日 値下げ対象
サービス 値 下 げ 内 容 値下げ規模

昭 和55.11.27 電 話 通話料金の夜間割引制度の拡大及び深夜
割引制度の新設 1,500億 円

昭和56.8.5 専 用 遠距離値下げ 20億 円

昭 和56.8.5

8.9
電 話 遠距離通話料値下げ

日曜 ・祝 日割引制度の新設 1,400億 円

昭和58.7.21 専 用 遠距離値下げ 70億 円

昭 和58.7,21 電 話 遠距離通話料値下げ 1,400億 円

昭 和59.7.19 専 用 中距離値下げ 70億 円

昭和59.7.19 電 話 中距離通話料値下げ 1,400億 円

昭 和60.7.10 自動車電話 基本料金値下げ 60億 円

昭 和61.7.19' 電 話 土曜日料金の値下げ 500億 円

昭 和62.8.1 専 用 中 ・遠距離値下げ 170億 円

昭 和63.2.19 電 話 遠距離通話料及び離島料金の値下げ 800億 円

昭 和63.11,16 船舶 電 話 基本料値下げ 10億 円

昭和63.12.1 無線呼出し 無線呼出し使用料値下げ 100億 円

元.2.1 電 話 遠距離通話料、近距離通話料及び離島通
話料

900億 円

一
兀.3.1 自動車電話 基本料値下げ 70億 円

一
兀.5.1 専 用 回線専用料値下げ 180億 円

2.3.1 電 話 付加機能使用料値下げ 120億 円

2.3.1 専 用 回線専用料および回線終端装置専用料の
値下げ

120億 円

2.3.1 無線呼出し 無線呼出し使用料値下げ 110億 円

2.3.19 電 話
遠 距離 通 話料 値 下 げ市 内 ・近 距離 及 び 中 距離 へ の深 夜割 引の

,導 入
1,100億 円

(注)値下げ規模は実施年度の通年べ一スの金額である。
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第1-2-19表NTT及 び新事業者の電話料金の値下げ状況

改 定 前 の 料 金

距離段階
NTT 新事業者3社 ・

昼 間1夜 間i深 夜 昼 間 夜 聞1深 夜

区域内
10円

(180秒)

50円

(63秒)

40円

(90秒)

隣接一20㎞
20円

(90秒)

20㎞～30㎞
50円(
38秒)

30㎞ ～40㎞
60円

(30秒)

40㎞～60㎞
90円

(21秒)

60㎞ ～80㎞
120円

(15.5秒 〉 90円

伽 秒)

80円

(32秒)

50円

(60秒)

80㎞～100㎞
140円

(13.5秒 〉

100円

(25.5秒)

60円

(50秒)

100㎞ ～160㎞
180円

(10,5秒)

100円

(18.5秒)
140円

(16秒)

70円

(42秒)

160㎞ ～170㎞

260円

(7秒)

150円

(12.5秒)

170㎞ ～320㎞

200円

(10.5秒)

110円

(2L5秒)
320㎞ ～340㎞

330円

(5,5秒)

190円

(9.5秒)

180円

(10秒)

340㎞ 超
280円

(7秒)

150円

(14秒)

140円

(15秒

⇒

改 定 後 の 料 金

NTT 新事業者3社

昼 間1夜 間 深 夜 昼 間 夜 間

10円

α80秒)

10円

(240秒 〕

50円
(63秒)

40円

〔150秒)

20円

(90秒)

20円

(120秘

50円

(38秒)

40円

(50秒)

60円

(30秒)

50円

(40糊

90円'

(21秒)

70円

(28秒)

120円

(15.5秒)
90円

(21秒)

80円

(22.5秒)

80円

(32秒)

50円

(80秒)

140円

(13.5秒)

100円

〔25.5秒)

50円

(70秒)

180円

(10.5秒)

10D円

(18.5秒)

90円

(20秒)
140円

(16秒)

70円

(44秒)

260円

(7秒)

150円

(12.5秒)

140円

(13柳

200円

(10.5秒)

100円

(25秒)

280円

〔6,5秒)

180円

(105秒)

150円

q2秒)
240円

〔8.5初

120円

(18.5秒}

(注)1.金 額 は3分 間通話した場合の料金を示す。

2.()内 の数字は10円 で通話可能な秒数を示す。

3.[=コ の部分はNTT及 び新事業者が料金を改定した距離段階を示す。

4.NTTの 料金の 「昼間」は平日午前8時 ～午後7時 、「夜間」は平 日午前6時
～8時 と午後7時 ～11時(改 定前は午後7時 ～午後9時)及 び土曜 ・日曜 ・祝

日、「深夜」は午後11時 ～翌朝6時(改 定前は午後9時 ～翌朝6時)を 示す。

5.新 事業者の料金の 「昼間」は平日午前8時 ～午後7時 、「夜間」はそれ以外の

すべての時間帯を示す(改 定前の 「深夜」は 「夜間」に統合する)。

6.新 事業者の料金には両端のNTT市 内通話料金(20円)を 加算している。

遠距離通話料金を約18%値 下げしたほか、すべての距離段階で夜間、土

曜日、 日曜 日及び休 日の料金を値下げした。
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(専用サー ビスの料金値下げ)

専 用サー ビスについて も、元年度中に相次 いで値下 げが実施 され た。

NTTは 、元年5月 に一般専用サー ビス及 び高速デジタル専用線サー

ビスについて平均8.7%の 値下 げ を実施 したのに続 き、3月 には一般専用

サー ビスにつ いて20キ ロメー トルを超 える区間を平均4%、 高速デジタ

ル専用線サー ビスにつ いて も64kb/s品 目の平 均26%を 最 高 と してすべ

ての品 目の値下 げ を実施 した。

一方、新事業 者につ いては、元年7月 に長距離系新第一種電気通信事

業者3社 が一般 専用サー ビスにつ いて平均3.4%、 高速デ ジタル専用線

サー ビスについて平均7.7%の 値下げを実施 したほか、元年8月 に東京通

信ネ ッ トワー ク㈱ が一般専用サー ビスについて平均7,5%、 高速 デジタル

専用線サー ビスについて平均9,8%の 値下げ を実施 した。

(無線呼 出 しサー ビスの料金値下 げ)

無線 呼出 しサー ビスについては、NTTが2年3月 に端末機 の月額使

用料 を機種 に より10%か ら12%程 度値 下げ したほか、新事業者において

も元年度 中に16社 が7%か ら17%程 度の値下 げを実施 した。

(2)放 送の動 向

ア 放送時間の動 向

元年10月 か ら12月 の1日 当た りの総放送時 間についてみ ると、テレビ

ジョン放送は2,088時 間(対 前年 同期比4.7%増)、 ラジオ放送は1,828時

間(対 前年同期 比10.6%増)で あ り、いずれ も増加の傾 向が続いている

(第1-2-20図 参照)。

イ 衛星放送及びハ イビジ ョン放送の動向

衛星放送 につ いては、元年6月 より放送衛星2号 一b(BS-2b)

によ り2つ のチ ャンネルの本放送が開始 され、8月 か らはNHK受 信契

約 に衛星契約が導入 された。
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第1_2-20図 テ レビジョン放送及び ラジオ放送の総放送時間(1日 当た り)
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(注)1.昭 和61年 度 までの 総放 送 時 間 は各 年 度 に お け る平

均 値 で あ る。

2.昭 和62年 度 か ら平 成 元年 度 まで は10～12月 期 の 平

均 値 で あ る。

衛星放送の受信世帯数 につ いては、元年度末現在約236万 世帯(対 前年

度末比約1.7倍)と なっている(第1-2-21図 参照)。

また、放送衛 星2号(BS-2)の 後継機 とな る放送衛星3号(BS-

・3)と して、2年 度夏期 には放送衛 星3号 一a(BS-3a)が 、3年

度夏期には放送衛星3号 一b(BS-3b)が それぞれ打 ち上げ られ る

予定 であ り、NHKの ほか新 たに民間放送事業 者が参 入 して有料放送等

を行 う予定 とな っている。
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第1-2-21図 衛星放送受信世帯数の推移
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また、放送衛星3号(BS-3)に よる実 用化 を 目指 しているハ イビ

ジョン放送については、元年6月 か ら放送衛星2号 一b(BS-2b)

を使用 してNHKに よる定時実験放送が実施 されて いる。

3年 度夏期 打上 げ予定の放送衛星3号 一b(BS-3b)で は、 トラ

ンスポンダ1本 がハ イビジョン専用チ ャンネル として確保 され、ハイ ビ

ジ ョン放送の普 及促進が図 られる予定 となっている。

ウCATVの 動 向
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CATVの 受信契約数 は、 昭和63年 度末現在577万4,868契 約 、対前年

度末比7.4%増 であった。

これ を規模別にみ ると、 引込端子数50以 下の小 規模施 設の受信契約数

が45万4,587契 約(対 前年度末比0.5%減)と 減少 してい るのに対 して、

引込端子数501以 上の許 可施設 の受信 契約数 は168万9,629契 約(対 前年度

末比17.7%増)と 大 きな伸 びを示 してい る。

また、引込端子数が1万 以上、 自主放送5チ ャンネル以上 で幹線の一

部若 し くはすべ てに双方 向性 を有す る、いわゆ る都市型CATVの 施設

数の伸 びは著 しく、元年度末現在58事 業者、63施 設が許可 を受 け(対 前 ●

年度末比で25事 業者、25施 設増)、 その うち35事 業者、40施 設が開局 して

お り、 さらに新 たな事業計画 も全国各地 で進行 中である。

工 民間テ レビジ ョン放送 及び民間FM放 送 の拡充

(民間テ レビジ ョン放送)

民間テ レビジ ョン放 送につ いては、全国各地域 において最低4チ ャン

ネルの放送 を受信 できることを 目標に周波数 の割 当てが行 われて きてい

る。

元年5月 に2地 域(福 岡県及 び長崎県)に 、2年1月 に5地 域(石 川、

山 口、愛媛、大分 及び宮崎の各県)に それ ぞれ テレビジ ョン放送用周波

数 の追加割 当てが実施 され た。

その結果、民間テ レビジ ョン放送につ いて4チ ャンネル以上 の周波数

が割 り当て られている地域(未 開局の もの も含 む。)は、2年3月 末現在

30都 道府県に達 している(第1-2-22図 参照)。

また、元年10月 には山形県(3局 目)、 熊本 県(4局 目)及 び北海道(5

局 目)の3地 域 でそれぞれ新 しい民間テレビジ ョン放送局 が開局 した。

(民間FM放 送)

民 間FM放 送については、その全 国普及 を図 ることを目標 として周波



1-2-22図 民間テ レビジョン放送用周波数割当ての現状
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(注)1.茨 城 及 び栃 木 は、6局 目未 置局 であ る。

2.福 岡 は、5局 目未 置局 であ る。

3、 長 野 は、4局 目予備 免許 中 で あ る。

4.石 川 、長 崎 及 び鹿 児 島 は、4局 目未 置局 であ る。

5.岩 手 及 び富 山は 、3局 目予備 免許 中 であ る。

6,秋 田 、 山 口、愛 媛 、 大分 及 び宮 崎 は、3局 目未置 局 で あ る。

7。 徳 島 は、2局 目未 置 局 であ る。

(平 成2年4月1日 現在)
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第1-2-23図 民 間FM放 送 用周波数割当ての現状
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郵政省資料により作成

(注)1.兵 庫 及 び大 分 は 、 予備 免 許 中で あ る。

2.福 島 、京 都 、 奈 良 、 岡 山、 徳 島 、 高知 、 鹿 児 島 は未 置 局

(予 備 免 許 ま で至 ら な い もの)で あ る。

(平 成2年4月1日 現 在)



第2節 通信サービスの動向 一49一

数の割 当てが行 われて きてい る。

2年3月 末現在、東京都 及び大阪府の2地 域 で聴取可能 なチ ャンネル

数が2チ ャンネル となってい るほか、1チ ャンネルの周波数が割 り当て

られてい る地域(未 開局の もの も含む。)は39道 府県に達 している(第1-

2-23図 参照)。

また、元年 中には4月 に山形県(1局 目)、6月 に大阪府(2局 目)、

10月 に千葉県(1局 目)で それぞれ新 しい民間FM放 送局が開局 した。

(イベ ン ト用放送局)

イベ ン ト用放送局 は、博 覧会 等の開催期 間中に一時的に開設 される放

送局 であ る。

元年中には、福 岡市のア ジア太平洋博覧会 をは じめ として姫路市、鹿

児島市、横浜市 及び名古屋市で開催 され た博覧 会並 びに神戸市及び神奈

川県葉 山町で開催 され たスポーツ大会 で運用 された。

また、2年 中には国際花 と緑の博覧会(大 阪市)及 び相模湾 アーバン

リゾー トフェスティバ ル(神 奈川県相模湾沿岸13市 町村)等 で運用が予

定 されている。

(3)郵 便 の動 向

ア 郵便物数 の動 向

元年度の総 引受郵便物数 は215億 通(個)で あ り、対前年度比5.7%増

となって いる(第1-2-24図 参照)。

年賀郵便 の取扱通数は、前年度 に比べ4億3千 万通、前々年度に比べ

5千 万通増加 して34億3千 万通 となって いる。

また、元年度 の小包郵便物 は3億 個 であ り、前年度に比べ26.6%増 加

している。

イ 郵便料金の値下げ

通常郵便物については、元年4月 に重量が500グ ラムを超える定形外郵
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第1-2-24図 引受郵便物数の推移

(昭和54年度=100)

140

120

100

80

60

40

20

(

指
数

メ!＼ 年。鞭

,/＼ 小。郵便

545556575859606162631

年度

郵 政 省 資料 に よ り作 成

便物の値 下げが実施 された。

また、市内特別郵便物について も、取扱重量 の最大限が100グ ラムか ら

250グ ラムに、大 きさの最 大限がB5版 か らA4版 に拡大 され る ととも

に、郵便局長が指定 す る方法 によ り区分す る等一定の条件 を満 た して同

時 に1,000通 以 上差 し出 され る ものにつ いては一般 の市 内特別郵 便物 の

料金 よ り20～30%割 安 な特別料金が設定 された。

小包郵便物 につ いては、元年7月 に6キ ログラムを超 えるものの値下

げが実施 され るとともに、料金後納 とす る等一定の条件 をみ たす もの を

対象 に月間割引の制度が新設 された。
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ウ 多様化する郵便サービス

(カタログ小包郵便物制度の新設)

近年における通信販売の成長にかんがみ、一定の条件の下に大量に差

し出されるカタログを内容 とする小包郵便物について低廉な料金で郵送

できるカタログ小包郵便物の制度が元年9月 に新設された。

(聴覚障害者用小包郵便物制度の新設)

聴覚障害者の福祉の増進に資するため、聴覚障害者と聴覚障害者の福

祉の増進を目的 とする施設との間で発受されるビデオテープを内容 とす

る小包郵便物にっいて低廉な料金で郵送できる聴覚障害者用小包郵便物

の制度が元年11月 に新設された。

(荷物に添付できる添状の範囲の拡大)

近年、流通一般の変革や通信販売の普及により個人あて荷物が増加 し

てきてお り、荷物に簡単なあいさつ状や請求書などを添付するニーズが

高まってきている。

このような状況を踏まえ、元年5月 か ら荷物を送付するために従 とし

て添えられる次の ものは荷物に添付 してよいこととなった。

① 荷物の処理に関する簡単な通信文(ポ スターの掲出依頼、送付物品

の配布先の指示等)

② 荷物の送付目的を示す簡単な通信文(物 品を送付 した趣旨、書籍の

発行趣旨等)

③ 荷物の授受 または代金に関する簡単な通信文(荷 物の代金支払い指

示 ・支払方法、納品書 ・請求書等の定型的書類)

④ 荷物の送付に関して添えられるあいさっのための簡単な通信文(香

典返しに添えられるあいさつ状、贈答品に添えられるメッセージ等)

⑤ その他荷物に従 として添えられる通信文であって・上記①から④に

掲げる事項に類するもの
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(特急郵便 サー ビスの実施)

超特急郵便サー ビスは、電話あるいは郵便局 の窓 口での申 し込み によ

りあ らか じめ定め られた一定の時間帯 に郵便物の集荷 が行 われ、おおむ

ね1時 間以 内にあて先へ配達 され るサー ビスであη、東京23区 内、大 阪

市内 と隣接の11都 市及 び名古屋市内の各地域で提供 されてい る。

これに加 え、福 岡市 内(島 しょを除 く。)及 び札幌市 内(南 区の一部地

域 を除 く。)を対象 に、同様 の システムでおおむね2時 間以内に配達 され

る特急郵便サー ビスが元年6月 に開始 された。

工 郵便サー ビスの地域社会への貢献

(ふ るさ と切手の発行)

「地方切手」 は、地 方の活性化 を図 り、地域 に密着 した郵便 サー ビス

を提供す るため、全 国各地の名所、行事 、風物等 を題 材 とした地 方色豊

かな切手 として元年度 中に20件 発行 され、それ ぞれの地方 で販売 された。

2年 度 において も、名称 を 「ふ るさと切手」 と改めて発行 され る予定

である。

(ふみ カー ドの発行)

郵便切手や郵便葉書 な どの購 入が カー ドで行 えるよ う、「全 国版 ふみ

ヵ一 ド」(プ リペ イ ドカー ド)が発行 され、元年4月 に東京23区 内、政令

指定都市及 び郵 トピア構 想モデル都 市で販売が開始 されたのに続 き、8

月には、購入者が 自分 の好 きなデザ インを手書 きなどす ることので きる

「ふみカー ド(ホ ワイ ト版)」 の販売が同地域 で開始 された。

また、ふ るさ との風景 等をあ しらった 「地方版ふみ カー ド」の販売 が

元年11月 に東京都 ほか21道 府県(北 海道 は4支 庁)内 全域及 びその他 の

地域 の うち26都 市で開始 された。 さらに2年3月 には 「ふ みカー ド」 の

販売地域が全国 に拡大 されたこ とに よ り、全国 どこで も全 国版 及びその

地方 の地方版ふみ カー ドが購入 できることとな り、あわせ て 「国際花 と
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緑 の博覧会記念ふみカー ド(イ ベ ン ト版)」 及 び 「地方版ふみ カー ド(沖

縄版)」 が発行 された。

(4)通 信設備の動向

国内の主 な通信設備 には郵便局のほか、放送局、陸上移動局等の無線

局、CATV施 設等がある(第1-2-25図 参 照)。

(郵便局数)

元年度末現在 の郵便局数 は2万3,994局 であ り、前年度末に比べ108局

の増 となってい る。

400

300

200

100

指
数

第1-2-25図 通 信設備数の推移
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(注)1.無 線 局数 は放 送局 数 を除 いた 数値 であ り、 元年 度 は12月 末 の デー タ であ る。

2.CATV施 設数 は昭 和63年 度 末 までの デ ー タ であ る。
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(放送局数)

元年度末現在の放 送局数 は3万2,276局 であ り、前年度末に比べ597局

の増 とな っている。

CATV施 設数は、昭和63年 度末現在4万5,190施 設 であ り、昭和62年

度末 に比べ1,057施 設、2.4%の 増加 であった。

規模別 では、引込端子数501以 上の許可施 設数 の伸 びが最 も大 き く、対

前年度末比16.5%増 の826施 設 に増加 してい る。

また、自主放 送 を行 うCATVの 施設数 は、昭和63年 度末現在237施 設、

対 前年度末比24.1%増 であった。

(無線局数)

無線局数(放 送局数 を含む。)は、元年12月 末現在542万4,386局 であ り、

対前年同期 比12.3%増 となってい る。

2国 際通信 サー ビスの動向

(1)国 際電気通信サー ビス

元年の国際電気通信 においては、国際化 の進展に伴 う国際通信需要増

に支 え られ、前年 に引 き続 き国際電話の取扱数 ・専用回線数等 は高い水

準 で推移 した。 また、新 国際第一種電気通信事業者2社 が新 たにサー ビ

スを開始 したことによ り従来か らのKDDを 含め3社 に よる競争状態 と

なった。

ア 国際電話サー ビス

元年度上半期 の国際電話の取扱数(発 着信及び中継信の合計)は 、1

億5,446万 回で、対 前年度 同期 比29.2%増 と、 この10年 間で ほぼ16倍 に

なって いる(第1-2-26図 参照)。

国際電話の取扱数 がこの ように急速 に伸 びた要 因は、我が国の国際化

と通信 技術 の進展 を背景に、 国際電話 回線 を利用 したファクシ ミリ通信
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第1-2-26図 国際電話取扱数の推移
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5354555657585960616263

年度

KDD資 料 に よ り作 成

あるいはデー タ伝送が広 く普及 したこ と、国際 自動 ダイヤル通話が我が

国の開発途上 国 を中心 とした技術協力な どによ り多 くの国 との間で可能

になった こと(昭 和48年3月 サー ビス開始 当初 は4地 域、2年4月 現在

ユ83地域)等 による。

元年10月 には 日本国際通信㈱及び国際デ ジタル通信㈱ が国際電話サー
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第1-2-27表 国際第一種電気通信事業者の電話料金
(単位:円)

事業者
対 地 KDD

日本国際通信㈱

(ITJ)
国際デジタル通信㈱
(IDC)

米国 680 680 680

韓国 700 (680) (680)

台湾 760 750 750

英国 1,050 1,040 1,040

香港 760 750 750

フ ィ リピ ン 840 840 830

シ ンガ ポー ル 840 840 830

西独 1,050 (1,040) (1,040)

オース トラリア 860 (840) (830)

タイ 860 (840) (830)

中国 760 (750)
"(750)

フ ラ ンス 1,050 1,040 (1,040)

カナダ 860 (840) 840

イン ドネ シア 860 (840) (830)

マ レイ シア 860 (840) 830

イ タ リア 1,070 (1,040) (1,040)

ス イ ス 1,070 (1,040) (1,040)

オランダ 1,070 1,040 1,040

ベ ル ギー 1,070 (1,040) (1,040)

郵政省資料により作成

(注)1.表 中料金は昼間時間帯に3分 間使用した場合である(2年4月1日 現在)。

2.()内 は、今後、サービス提供の予定されている地域の料金(2年4月1日

現在)。

ビスを開始 した。両社のサー ビスは国際 自動 ダイヤル通話のみ で、米国、

台湾、香港 等、我が国 との通話数が多い地域か ら参 入 してお り、両社 のサー

ビス提供地域 は2年4月1日 現在10地 域 となってい る。両社 は国際 自動
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ダイヤル通話 の料金 をKDDよ り平均約23%低 く設定 してサー ビスを開

始 した ことな どか ら、KDDは 元年11月 及 び2年4月 に値下 げを行い、

我が国の国際電話料金は世 界的 に も相 当低 い水準に達 している(第1-

2-27表 及 び第1-2-28表 参照)。

イ 国際専用 回線サー ビス

元年9月 末現在の国際専用回線の回線数(KDDと 新事業者の合計)

は1,498回 線であ り、対前年同期 比で3.6%増 に とどまっているが、種類

別にみ る と中高速符号 品 目は66.5%増 と大 幅 な伸 び を示 してい る(第

第1-2-28表 国際電話の主要国との料金水準比較

取扱地 域 KDD
日本国際通信㈱

(ITJ)
国際デジタル通信㈱
(IDC)

米 国 138 138 138

韓 国 152 (155) (155)

台 湾 131 131 132

香 港 68 68 69

中 国 146 (146) (147)

シ ン ガ ポ ー ル 93 93 94

フ ィ リ ピ ン 138 137 139

オー ス トラ リア 94 (96) (97)

英 国 117 118 117

西 独 90 (90) (90)

フ ラ ン ス 160 161 (161)

郵 政 省 資料 に よ り作 成

(注)1.KDD、ITJ及 びIDCの それ ぞれ の 日本 側 料金 水 準 を100と した場 合 の相 手

国側 料 金水 準 の指 数 で あ る。

国際 電 話(自 動 ダ イヤ ル通 話)の 料 金 は 、昼 間 、夜 間 、 深夜 と料 金 が 異 な る

た め、 それ ぞれ の通 話 回数 比に よ り加 重 平均 して 比較 して い る。

2.相 手 国 側料 金 の 円換 算 に 当 た っては 、2年2月 か ら同年4月 までの 初 日為 替

相 場 の平 均 を用 い た。(1$=152.47円)

3.昭 和63年 度 の 平均 通 話 分数(3.6分)で の 比較 で あ る。

4.()は サー ビス の開 始 され て い ない 地域(2年4月1日 現 在)。
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第1-2-29図 国際専用回線数の推移
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郵政 省 、KDD資 料 に よ り作成

1-2-29図 参照)。

日本国際通信㈱ は元年4月 に、国際デジ タル通信㈱ は元年5月 に国際

専用 回綬 サー ビスの提供 を開始 してい る。 国際専用回線 も、 国際電話 と

同様 に新事業者 の参入 によ り料 金の低廉化及びサー ビスの多様化が進展

してい る。

ウ 国際デー タ伝送サー ビス

KDDの 国際デー タ伝送サー ビスのパ ケ ッ ト交換サー ビスには国際公

衆 デー タ伝送(VENUS-P)と 国際高速デー タ伝送(VENUS一
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LP)が あ る。

国際公衆 デー タ伝送の元年度上半期の取扱数(発 着信 及び中継信 の合

計)は184万 回であ り、対前年度 同期比 で7,4%減 となっている。それに

対 して、契約数 は、元年9月 末現在、約1万6,300契 約(対 前年同期比6.5%

増)と 着実 に増加 している。契約数が増加 しているに もかかわらず取扱

数が減少 しているのは、一般 ・小 口利用者が増 えた こと及 び企業 ・大 口

利用者 が専用線等の利用 に切 り換 えたこ と等 による。

国際 高速 デー タ伝 送 は、G4フ ァ クシ ミリ機 の普 及 に対 応 してG4

ファクシ ミリの利用や 大量 デー タの ファイル転送 等 を効率 的 に行 うた

め、国際公衆 デー タ伝送に比べ てよ り高速のパ ケッ ト伝送サー ビスを提

供す るための ものであ る。国際 高速デー タ伝送の元年 度上半期 の取扱数

(発着信 の合計)は2万5,000回 であ り対前年度同期 比21.4%増 となって

いる。

工 国際 テレックスサー ビス及び国際電報サー ビス

国際テ レックスの元年 度上半期 の取扱数(発 着信及び中継信の合計)

は1,132万 回で、対前年度同期 比で21.9%の 減 となって いる。国際テレッ

クスの需要 は、昭和59年 度 の5,210万 回をピー クに年々減少 の道 をた どっ

ている。

また、国際電報の元年 度上半期の通数(発 着信及び中継信の合計)は

36万通 で、対前年度同期 比で14%の 減 となっている。昭和63年 度の通数

は80万 通 で、これは ピー クだった昭和44年 度 の602万 通 と比べて約8分 の

1に な っている。

我が国の国際電気通信 の中心で あった国際電報 が ピー クか ら減少に転

じた ときにその地位 に取 って代 わったのが国際テレ ックスであった。現

在、国際テ レックスか ら、電話回線 を利用 したファクシ ミリの他、専用

回線及びデー タ伝 送等、 よ り大量 ・迅速 ・正確 で しか も廉i価な通信手段
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へ の移行 が進 んでい る。

オ 国際テレビジ ョン伝 送サー ビス

国際テ レビジ ョン伝送の元年度上半期 の伝送時間 は63万 分 で対前年度

同期比2。2%増 となっている。また、国際 テレ ビジ ョン伝送サー ビスの利

用 は昭和63年12月 か ら利用者 の資格が特 に制 限 されていない一般用サー

ビスが開始 され、元年4月 か ら12月 の利 用者数 は8件 であった。

力 国際電気通信料 金の低廉化

国際電 気通信料金にっ いては、元年度 は新事業者の参 入及 びKDDの

昭和54年 度以降第10次 の料金値下げによ り、料金の低廉 化が一段 と進展

した。

日本 国際通信㈱ は元年4月 に、 国際デ ジタル通信㈱ は元年5月 に、国

際専用線サー ビス をKDDに 比べ 平均20%低 い料金 で、 国際電話サー ビ

スを両社 とも元年10月 に、KDDに 比べ平均23%低 い料金 で開始 した。

一方、KDDは 元年8月 に国際専用回線について平均17.0%、 同年10

月に海事衛星通信 について平均25.0%、 同年11月 に国際電話 について平

均14.3%、 国際 ファクシ ミリ通信 について平均15.1%、 総 額261億 円(元

年度通年べ一ス)に のぼる値下げ を行 った(第10次 値下げ)。

なお、KDDは2年4月 に国際電話につ いて平均7.7%、 総額97億 円(2

年度通年べ一 ス)の 第11次 値下げ を行 った(第1-2-30表 参照)。

(2)国 際郵便 の動向

ア 国際郵便物 の動向

元年度の国際郵便物数 は、対 前年度比5.8%増 の2億9,164万 通(個)

で増加傾 向 を維持 した。差立 は、対 前年 度比3.5%増 の1億2 ,144万 通

(個)、 到着は同7.5%増 の1億7,020万 通(個)で あ り、昨年 と同 じく到

着 の増加傾 向が 目立 っている。
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第1-2-30表 KDDの 昭和54年10月以降における国際電気通信料金の

値下げ状況

実施期 日 対 象 業 務 対 象 地 域 値下げ率 値下げ総額 備 考

昭和
54.10.1

国際専用回線 全取扱地域 10.0% 10億 円

第1次 値下げ昭和
54.12.1

国際電話
国際テレックス

環太平洋地域の一部
アジア ・北米 ・大洋州地域の全部

8.0～25.0%

17.0%

97億 円
63億 円

昭和
55.7.1

国際電話
国際専用回線

ヨー ロッパ ・中近東の一 部

全地域
10.0～25.0%
平 均20,0%

36億 円
22億 円

第2次 値下げ昭和
55,10.1

国際テレビジョン伝送
国際デーテル

遠距離地 域
ア メ リカ本土 、 カナ ダ、 オース トラ

リア

14.0～22.0%

44.0%

1億 円
1億 円

昭和

56.4.1

国際テレックス
国際専用回線
国際電話

南米 ・アフ リカ以外全地域
全地域
番号通話料金制新規及び既導入地域

10.0～17.0%

平 均25.0%

0.0～55,0%

63億 円
24億 円

2億 円
第3次 値下げ

昭和
57.5.1

国際テレックス
国際電話

全地域
ほ とんどの地域

8.0～14,0%

1.0～39.0%

47億 円

102億 円
第4次 値下げ

昭和
59.4.1

国際テレックス
国際電話
国際専用回線国際
テレビジョン伝送

全地域
欧州 ・南米 ・アフ リカを除 く全地域
全地域
全地域

3.0～7,0%

1.0～26.0%

5.0～40.0%

20.0%

25億 円
76億 円

21億 円
2億 円

第5次 値下げ

昭和

60.4.1
国際テレックス国際
電話
その他
(主な項目)
国際専用回線
国際テレビジョン伝送
国際公衆データ伝送

国際金融情報伝送
テレックス端末等

使用料

全地域
ほとんどの地域

欧州 ・中南米 ・アフリカ
全地域
全地域

全地域

7.0～21,0%

2.0～14.0%

4.0～11.O%

11,0～44.0%

時 分 料11.0%

伝 送 料20.0%

40.0%

19%、22%

54億 円
135億 円
16億 円

第6次 値下げ

昭和
61.9.1

国際テレックス国際電話

国際専用回線

全地域全
地域
全地域

平均19.6%平均
10.5%

平均30.9%

69億 円

173億 円
34億 円 第7次 値下げ

昭和
61,12.26

国際専用回線 全地域(高 速符号品目のみ) 平均37.4% 1億円

昭 和

62,12.31

海事衛星通信 全地域 平均28,0% 11億 円

第8次 値下げ
昭和
63,1.1

国際専用回線
国際公衆デー タ伝送

全地域
全地域

平均22.0%
平均10.0%

32億 円
3億 円

昭和
63.9.15

国際電話
国際テレビジョン長期
国際ファクシ ミリ通信

全地域
茨城衛星通信所経由のもの
全地域

平均21.1%
平均13.6%
平均14,7%

480億 円

0.9億 円
0,5億 円

第9次 値下げ

一
兀.8.1 国際専用回線 全地域(低 速符号品目を除 く〉 平均17.0% 22億 円

第10次値下げ元.10.1

元.11.1

海事衛星通信
国際電話
国際ファクシミリ通信

全地域
18地域(割 引時間帯の変更を含む〉
全地域

平均25.0%平 均
14.3%

平 均15.1%

7.6億 円
231億 円

0.3億 円

2。4.1 国際電話 31地 域 平 均7.7% 97億 円 第11次値下げ

KDD資 料により作成
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イ ・国際郵便料金の引下 げ

国際電子郵便(イ ンテルポス ト)に ついては、元年10月 か らアジア ・

オセアニア ・中近東及 び北米あてが約16.7%、 ミニインテル(世 界均一

料金)に ついては約8.3%引 き下げ られ た(第1-2-31表 参 照)。

国際 電子郵便料 金は、昭和63年 に も国際電 話料金 の引下 げ に伴 い引

き下 げ られたが、今 回の引下 げ も、国際電話料 金の低廉化 の進行 に より

国際 通信経 費の負担が軽減 す るこ とか ら料金 の改定 となった もの であ

る。

(3)国 際放送

元年度の国際放送 は、21言 語に より1日 延べ43時 間、全世 界に向けて

実 施 された。 また、元年度 の放 送番組 比率 は、ニュー ス等報 道番 組が

66.1%、 国情紹 介番組が26.4%、 娯楽番組が7.5%で あった。2年 度 は、

放 送時間 を1.5時 間拡大 して1日 延べ44.5時 間、使用 言語 は元年度 と同様

に21言 語 によ り国際放送が実施 されている。

第1-2-31表 国際電子郵便料金引下げの概要

(単位:円)

1枚 目 追 加 の1枚

地 域 旧 料 金 新 料 金 旧 料 金 新 料 金

アジア

オセアニア

中近東

北米

1,800 1,500 600 500

ヨー ロ ツパ

ア フ リカ

南 米

2,100 900

(注)ヨ ー ロ ッパ、 ア フ リカ、 南 米 あて の 料金 は変 更 が ない。

ミニ イ ンテ ル

旧 料 金 新 料 金

1,200 1,100
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国際放送 は、国内送信所(茨 城県、八俣送信所)か ら放送 を行 ってい

るほか、 ガボン、 カナダ及び南米仏領 ギアナか らも中継放送 を行 ってい

る。

元年度 は、ガ ボン中継局か ら欧州 ・中東 ・北ア フ リカ向けに1日9時

間、アフ リカ南部向けに1日1時 間、南米 向けに1日2時 間、カナダ中

継局か ら北米向 けに1日4時 間、 ギアナ中継局か ら中 ・南米向けに1日

6時 間の放送が行 われた。

2年 度 は、 ガボン中継局 か ら欧州 ・中東 ・北ア フ リカ向けに1日10.5

時間、アフ リカ南部 向けに1日1時 間、南米 向けに1日0.5時 間、カナ ダ

中継局か ら北米 向け に1日4時 間、ギアナ中継局か ら中 ・南米向けに1

日7.5時 間の放送が行 われてい る。2年 度 中には、南西ア ジア地域の受信

状況の改善 を図 るため、新 たにス リ ・ランカか らの 中継放送 を1日10時

間実施す る予定 となってい る。

(4)国 際通信設備の状 況

我が国の元年9月 末現在 の国際通信 回線数 は対前年同期比15.5%増 の

1万2,862回 線であった(第1-2-32図 参 照)。

我が国の国際通信 回線は、衛星及 び海底ケーブルが 中心 となってお り、

元年9月 末現在 では衛星が63.7%、 海底 ケーブルが36。3%を 占めている。

現在 、我が 国に陸揚げ されている国際海底 ケーブルは9本 あるが、 そ

の うち元年4月 に運用 を開始 した第3太 平洋横断 ケーブル(TPC-3)

と2年5月 に運用開始 を予定 している香港 ～ 日本 ～韓 国ケーブル(H-J

-K)は 光 ケー ブル方式 を採用 している
。また、2年12月 に運用開始 を予定

している北太平洋 ケーブル(NPC)及 び4年10月 に運用 開始 を予定 して

い る第4太 平洋横 断ケーブル(TPC-4)も 光ケーブル方式 を採用す

る。海底 ケーブルは需要の多い2地 点間の通信に適 しているが、従来の

アナ ログ海底ケーブルでは、 コス ト面か らテレビジ ョン伝送等高速 ・大



一64一 第1章 平成元年通信の現況

第1-2-32図 対 外回線数の推移
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郵 政省 資 料 に よ り作 成

容 量の通信 には適 していなか った。 しか し、光ケーブルを使用す るこ と

で この欠点が克服 され、 また、光 ケーブ ル方式は衛星 の ようにタイム ラ

グを伴 わないこ と、太陽黒点の活動の影響 を受けないこ とな どの利点 を

持 ってい る。

また、 日本 国内で国際電話等の国際通信 にかかわ る設備 は、国 内通信
'

網 との接続部分設備 と国際間を結ぶ伝送路との接続部分設備に大 きく分

けられる。前者が国際交換局であり、後者には衛星通信所及び海底線ケー

ブル陸揚局等が該当する。国際交換局は、国際間の回線の設定、相手国
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との間で必要な制御情報の授受等 の機能 を有 し、円滑な国際通信 を実現

す る上で中枢 的役割 を果た している。

KDDの 国際電話にかか わる国際交換局 は、元年度末現在、東京国際

通信 セン ター(東 京都)、 小 山国際通信 センター(栃 木県)、 大阪国際通

信 センター(大 阪府)の3か 所が設置 されている。 また、衛星通信所 は

茨城県及 び山口県の2か 所 に、海底線ケーブル陸揚局 は千葉県及び神奈

川県等の6か 所 に設置 されてお り、 これ らの局が相 互にKDD独 自の伝

送路及びNTT等 の伝送路で結ば れてい る。

また、 日本 国際通信㈱ の国際通信設備 は、千葉衛星通信局(千 葉県)

と東京通信 センター(東 京都)が 元年4月 に、上山 口衛星通信局(山 口

県)が 元年9月 に運 用 を開始 した。

同様 に国際デ ジタル通信㈱の国際通信設備 として、千葉 衛星地球局(千

葉県)と 横浜国際通信 センター(神 奈 川県)が 元年5月 に、山口衛星地

球局(山 口県)が 元年7月 に運用 を開始 してい る(第1-2-33図 参照)。

国際通信網管理システム

㍊__,一 ノ/ !歪r
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事業者が複数の局 を設置 しているのは、万一の事故・災害等 を想定 し、

障害等が発生しても他の局へ振 り分けることにより支障な く国際通信を

運営す るためである。

第1-2-33図 我が国の国際通信設備の状況
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第3節 情報化の動向

社会 経済の発展に伴 って、社会 のあらゆ る側面で、情 報化が進展 して

お り、情報 に対す るニー ズ も高度化 ・多様化 してきてい る。

情報化 の状況 を定量的に とらえるため、ここでは、我が国の情報化 を

情報流通 の動 向、家庭の情報化、産業 の情報化、地域の情報化 及び国際

情報流通の動 向のそれ ぞれにつ いて概観す る。

1情 報流通の動向

流通 す る情報量の把握に よる情報化の定量的な分析 として、郵政省 で

は 「情報 流通 センサ ス」 を昭和49年 度以降毎年実施 してい る。

今年度は、近年の情報通信 メディアの変化 にかんがみ、情報流通 セン

サスの計量対象 メデ ィア を従来 の42メ デ ィアか ら34メ ディアに整理 した

(付表1参 照)。

また、新 しい試み として、情報の流通過程 を明 らかにす ることを目的

として、原発信情報量及 び発信情報量の計量 を行 うとともに、情報量 を

総合的に把握 するこ とを目的 として、蓄積 情報量の計量 も行 った(付 表

2参 照)。

供給情報量及び消費情報量によ り、昭和50年 度 を基準 とする昭和63年

度 までの情報化 の進展状 況 を見 たのが、第1-3-1図 である。

総供給情報量 の伸 び(年 平均 伸び率6。3%)は 著 しく、その伸 びは実質

国民総生産 の伸 び(同4.4%)を 大 きく上 回っている。特 に、昭和59年 度

以降の伸 びが顕著 であ り、情報化の テンポが近年加速 していることが分

か る。一方、消費情報量の伸 び(年 平均伸 び率1.7%)は 低 く、昭和50年

度に対 して もほ とん ど伸 びてお らず、情報流通量にみ られる情報化は供
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第1-3-1図 供 給情報量等の推移
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給面 で進展 している。

(1)供 給情報量

昭和63年 度1年 間 に供給側が受信側に対 して消 費可能な状 態で提供 し

た情報の総量で ある総供給情報量 は4.14×1017ワ ー ドで、前年 度 に比べ

7,3%増 加 し、昭和50年 度 の2.20倍 であ った(第1-3-2図 参照) 。

メデ ィア グループ別 に対 前年度伸 び率 を見 ると、電気 通信系7 .4%増

(対昭和50年 度比2.21倍)、 輸送系は5.6%増(同1.73倍)、 空 間系 は2.5%

増(同1.24倍)で あ った。

昭和63年 度 の総供給情報量の メデ ィアグループ別構成比 は、電気通信

系が全体の98.9%、 輸送系が0.5%、 空 間系が0.6%と なってお り、電気
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第1-3-2図 供 給情報量の推移
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通信系が圧倒 的に高 い割合 を示 している。中で も、 テレビジ ョン放送 の

占め る割合 は高 く、総供給 情報量 の78.6%を 占めてい る(第1-3-3

図参照)。

また、総供 給情報量 をマ ス ・メデ ィアに より供給 されている情報量 と

パー ソナル ・メディアによ り供給 されている情報量 に分けてみる と、マ

ス ・メデ ィアによ り供給 されてい る情報量は全体 の99。3%と 、情報の大

部分 を占めている。
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第1-3-3図 供給情報量の構成比
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CATV自 主
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(2)消 費情報量

昭和63年 度1年 間に情報の受 け手が実 際に消費 した情報の総量 であ る

総消費情報量 は1.99×1016ワ ー ドで、前年度 に対 し2.4%増 加 し、昭和50

年度の1.24倍 となった(第1-3-4図 参照)。

メデ ィアグループ別 に対前年度伸び率 を見 ると、電気通信系は2.1%増

(対昭和50年 度 比1.24倍)、 輸送系 は5.2%増(同1.42倍)、 空間系 は2.8%

増(同1.24倍)と なってお り、輸送系が最 も高い伸 びを示 して いる。

昭和63年 度 の総消費情報量の メディアグループ別構成比 は、電気通信

系が全体 の62.2%、 輸送系が3.7%、 空間系が34.1%と なってお り、消費

情報量 において も、電気通信系 の 占め る割合 が最 も高 くなってい る(第

1-3-5図 参照)。

また、消費情報量 につ いてはマス ・メディアか ら消費 している情報量

は全体 の62.5%で 、 その割合 はマス・メデ ィアの供給情報量 に比べ低 く、

しか も、伸 び率 ではパー ソナル ・メディアか ら消費 してい る情報量が昭
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第1-3-4図 消 費情報量の推移
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和50年 度の1.36倍 とマス ・メディアか ら消 費 している情報量の1.18倍 を

上回 ってお り、情報の消費面 では、パー ソナル化 が進展 している。

(3)情 報消費率

情報消費率 は、供給 された情報量 の うち、 どの程度の情報が実際 に消

費されたか を示す指標 であ り、総消費情報量/総 供給情報量で計算され

る。

情報消費率 は年 々低下す る傾 向にあ り、昭和63年 度 は前年度 に対 し0.2

ポイン ト低下の4.8%(対 昭和50年 度 比3.7ポ イン ト低下)で あった。 し

か し、近年 その低 下傾 向は鈍化 して きてお り、消 費面、つ ま り、利用面

におけ る情報化 も進展 しつつ あることが うかが える(第1-3-6図 参

第1-3-6図 情 報消費率の推移
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照)。

情報消費率 をメデ ィアグループ別 に見 る と、電気通信系が前年度に対

し0.2ポ イン ト低下の3.0%(対 昭和50年 度比2.4ポ イン ト低下)、 輸送系

が前年度 に対 し0.1ポ イン ト低 下の34.9%(同7.6ポ イン ト低下)、 空間系

は前年度 に対 し0.7ポ イン ト向上の296.5%(同0.2ポ イン ト向上)と なっ

てい る。

(4)情 報流通距離量

昭和63年 度の総情報流通 距離量(消 費情報量 ×流通距離)は6.84×1017

ワー ド・キロメー トルで、前年度に対 し6.2%増 加 し、昭和50年 度の1.47

倍 となった(第1-3-7図 参照)。

メデ ィアグループ別 に対前年度伸 び率 を見 ると、電気通信系 は7.8%増

(対昭和50年 度 比1.62倍)、 輸送系が1.1%増(同1.10倍)、 空間系が2.1%

第1-3-7図 情 報流通距離量の推移(50年 度=100)
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増(同1.13倍)と なってお り、昭和59年 度 以降の電気通信系の伸びが顕

著 であ る。

これは、専用線サー ビスにおけ るデー タ通信 の伸 びによる もの であ り、

各企業が業務の合理化 ・省力化 を図 るとともに、高度化 ・多様化す る消

費者ニー ズに対 応するため、各部 門、企業間 を結ぶ情報 通信 ネ ッ トワー

クを構築 してい るこ とが要因であ る。

(5)情 報流通 コス ト

昭和63年 度の総 情報流通 コス ト(情 報 を発信 点か ら受信 点 まで伝達す

るために必要 な経 費の総計)は44兆6千 億 円で、前年度 に対 し3.0%増 加

し、昭和50年 度の2.43倍 であった(第1-3-8図 参照)。

第1-3-8図 情 報流通 コス トの推移
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メデ ィアグループ別に情報流通 コス トの伸び を見 る と、各 メディアグ

ループでほ とんど差 がないのが特 徴であ る。

また、主要 なメデ ィアにつ いて、昭和50年 度か ら昭和63年 度 までの情

報流通 距離量 と情報流通単位 コス ト(情報流通 コス ト/情 報流通距離量)

の関係 を見 たのが第1-3-9図 であ る。

ほとん どの メディアの配置が図の左上 か ら右下に並ん でお り、情報流

通 距離量 の大 きい メデ ィアほ ど情報流 通単位 コス トが安 い こ とが分か

る。 また、情報流通距離量が大 き く変化 しているメディアの動 きも図の

右下か ら左上 に移動 してお り、情報においても量の増加が単位 コス トを

下 げる働 きが あることが分か る。

18且8

第1-3-9図 情 報流通単位 コス トと情報流通距離量
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第1-3-10図 原発信情報量の推移
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(6)原 発信情報量、発信情報量及び蓄積情 報量

ア 原発信 情報量

昭和63年 度 の新 たに作成 されたオ リジナルな情報の総量 であ る総 原発

信情報量は2.98×1015ワ ー ドで、前年度 に対 し5.1%増 加 し、昭和50年 度

の1.59倍 であった(第1-3-10図 参 照)。

メデ ィア グループ別に対前年度伸 び率 を見 ると、電気通信系 は14.9%

増(対 昭和50年 度比38.46倍)、 輸送 系は11.4%増(同2.08倍)、 空間系 は

2.5%増(同1.24倍)と なってお り、昭和59年 度以降の電気通信 系の伸 び

が顕著である。 この伸びの要 因は、情報流通距離量 と同様に、専用サー

ビスのデー タ通信 の伸びに よるものである。

昭和63年 度 の総原発信 情報 量のメデ ィア グループ別構 成比は、電気通
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第1-3-11図 原 発信情報■の構成比

輸送系0.2%

信系が全体 の23.0%、 輸送系 が0.2%、 空間系が76.8%と なってお り、空

間系が最 も大 きな割合 を占めてい る。特 に、対話 は1つ の メディアで全

体の70.1%を 沽 めてお り、新 たに作成 され るオ リジナルな情報の大部分

を対話が生み出 してい るこ とが分 か る(第1-3-11図 参照)。

イ 発信情報量

昭和63年 度1年 間に各 メデ ィアの発信者が送 り出 した情報の総量であ

る総発信情報 量は5.07×1015ワ ー ドで、前年度 に対 し5.1%増 加 し、昭和

50年 度の1.64倍 となっている(第1-3-12図 参照)。

メディアグループ別 に対前年度伸 び率 を見 ると、電気通信系 は15.5%

増(対 昭和50年 度比30.18倍)、 輸送系 は4.7%増(同1。70倍)、 空間系は

2.5%増(同1.24倍)で あった。

昭和63年 度の総発信情報量の メディア グループ別構成 比は、電気通信

系が全体 の14.1%、 輸送系が40.8%、 空間系が45.1%と 、原発信情報量

に比べ、輸送系の 占め る割合が大 きいのが特徴 であ る(第1-3-13図

参照)。
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第1-3-12図 発信情報量の推移
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第1-3-13図 発信情報量の構成比
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ウ 蓄積情報量

昭和63年 度 に情報 の保存及び将来的な再利用 を意 図 して1年 以上保存

されている情報 の総 量である総蓄積情報 量は1 .71×1015ワ ー ドで、前年

度に対 し3.3%増 加 し、昭和50年 度 の1.32倍 となった(第1-3-14図 参

照)。

メデ ィア グループ別に対 前年度伸び率 を見 る と、電気通信系は25.7%

増(対 昭和50年 度比7.95倍)、 輸送系 は2.0%増(同1.24倍)、 空間系は1.3%

減(同1.10倍)と なった。

電気通信系の伸 びの原因は、VTRの 普 及に伴 う、テ レビジョン放 送

の録画が増加 したため である。

第1-3-14図 蓄積情報量の推移
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また、蓄積情報量 を発信側 と受信側 に分 けてみる と、発信側蓄積 情報

量は9.74×1013ワ ー ド、受信側蓄積情報量は1.62×1015ワ ー ドと受信側 が

全体 の約95%を 占めている。 しか し、対前年度伸 び率 を見 る と、発信側

は6.2%増(対 昭和50年 度比1.82倍)、 受信側 は3.2%増(同1.30倍)と 伸

び率 は発信側 が高 くなって いる。

昭和63年 度 の総蓄積情報量 のメデ ィア グループ別構成比 を見 る と、電

気通信 系が全体 の6.9%、 輸送系 が93.1%、 空 間系が0.03%と なってお り、

輸送系の割合 が圧倒的に多 くなっている。特 に、書籍 は総蓄積情報量の

82.9%を 占め ている。

書 籍33.1%,

第1-3-15図 蓄 積 情 報 量 の 構 成 比

総 蓄積情報 量

その他3.0%「 空間系0.03%

手交文書7.2%

発信側蓄積情報量

γ6'9%

賦 継 多2二%

受信側蓄積 情報量

その他2.9%空 間系0.03%

手交文書4.0%

/7'2%'

轡籍85・9鳩
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第1-3-16表 家庭の情報化指標の内容

指 標 名 指 標 の 内 容

情報装備指標 家庭において情報を入手するための手段の多様化の推移を表す指標。

情報通信機器の保有及び情報ネットワークへの加入により構成。

・情報通信機器の保

有

カラー テ レ ビ、VTR、 ラジ オ カセ ・ソ ト、 ス テ レ

オ、 プ ッシ ュホ ン、 パ ソコ ン とい った情 報通 信 機

器 の保 有 数 の 推移 を表 す。

・情 報 ネ ッ トワー ク

へ の 加 入

加入電話、衛星放送、ビデオテックス通信網といっ

た情報ネットワークへの加入数の推移を表す。

情報利用指標 家庭における情報の利用状況の推移を時間により表す指標。
テレビジョン放送とラジオ放送の視聴時間及び新聞 ・雑誌 ・書籍等の閲読

時間により構成。

情報支出指標 家庭における情報に関連する支出の消費支出全体に占める割合の推移を表

す指標。

情報通信機器支出、情報ネットワーク支出及び情報ソフトウェア支出によ

り構成。

・情報通信機器支出 ラ ジオ、 テ レ ビ、 ステ レオ、 テー プ レ コー ダー、

VTR、 パ ソ コン ・ワー プ ロ とい った情 報 通 信機

器 の購 入 に伴 う支 出の 推移 を表 す。

・情 報 ネ ッ トワー ク

支 出

郵便料、電話通信料、受信料といった情報ネット

ワークの使用に伴う支出の推移を表す。

・情 報 ソ フ トウェ ア

支 出

新 聞 、雑 誌、週 刊 誌 、他 の書 籍 、他 の印 刷物 、フ ィ

ル ム、 レ コー ド、 テー プ とい っ た情 報 ソフ トウ ェ

ア の購 入 に伴 う支 出 の推 移 を 表す 。

情報提供指標 家庭に対し提供された情報量の推移を表す指標。 、

印刷系、放送系及びパッケージ系により構成。

・印 刷 系 家庭に対し、新聞、書籍、週刊誌及び月刊誌といっ

た紙に印刷された形で提供された情報量の推移を

表す。

・放 送 系 家庭に対し、テレビジョン放送及びラジオ放送と

いった放送メディアを通じ提供された情報量の推

移を表す。

・パ ッ ケ ー ジ 系 家 庭 に対 し、 カセ ッ トテー プ 、 レ コー ド、CD、

ビデ オ カセ ッ ト及 び ビデ オデ ィ ス ク といっ たパ ッ

ケー ジの 形 で提 供 され た 情報 量 の推 移 を表す 。

(注)情 報装備指標及び情報提供指標は年度のデータであるが年で統一して記述する。
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これ を、発信側 と受信側 で見 る と、輸送系 の割合が高 い点 では 同様で

あるが、発信側 で、 ワー プロ文書及び手書文書 等の手交文書が高 い割合

を 占めているのが特徴 である(第1-3-15図 参照)。

2家 庭の情報化

今 日、家庭 においてはライフ スタイルの多様化、所得水準の向上等に

よ り情報 に対す るニーズは急速に高 まって きている。 また、技術革新に

伴 い衛 星放送及びパ ソコン等の新 しいサー ビス及び機器 も提供 されてお

り、家庭 にお いて も情報化が進展 して きている。

ここでは、家庭におけ る情報化の進展状況 を、情報装備指標(情 報通

第1-3-17図 家庭における情報化の進展状況
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(注)昭 和50年 を100と して表示。

情報利用指標の昭和63年 の値は平成元年を使用。
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信機器 の保 有状況等)、 情報利 用指標(時 間に より表 した情報の利用状

況)、 情報支出指標(情 報 に関連す る支 出状況)及 び情報提供指標(家 庭

に対す る情報の提供状況)の4つ の指標 によ り概観 する(第1-3-16

表参照)。

家庭 における情報化 は、情報提供指標 及び情報装備指標では進展 して

いるが、情報利用指標及び情報支 出指標 ではあま り進展 しておらず、家

庭 におけ る情報化 は情報 の装備 面及 び提供 面で進展 してい る(第1-

3-17図 参照)。

(1)情 報装備指標

家庭において情報 を入手す るための手段 の多様化 の推移 を表す情報装

備指標は、昭和50年 を100と す ると昭和63年 は185。3で 、対前年比13.3ポ

イン トの伸 び となった(第1-3-18図 参照)。

これ を情報 通信機器の保 有 と情報 ネッ トワー クへ の加 入に分 けてみ る

と、1世 帯 当た りの情報通信機 器の保有数は、昭和63年 には5。1台 と、対

前年比9.8%増(対 昭和50年 比2.1倍)と なった。 うち、最 も高い伸び を

示 したのが、VTRで 、対前年比25.2%増 となってお り、 この10年 間で

も約38倍 の伸 び となった。

昭和63年 において最 も保 有数 の多い機器はテ レビジ ョン受信機 で、1

世帯当た り2.0台 と情報通信機器全体 の38。4%を 占めてい る。しか し、そ

の全体 に 占め る割合 を昭和50年 と比較す る と、10.2ポ イン ト低下 してお

り、情報通信機器の保有 は多様 化 とい う形で進展 している。

また、郵政省 の調査(付 注1参 照)に よると、家庭 において一般的に

所有 されているテレビジョン受 信機 及び電話機 等の11種 類の情報通信機

器 についての個 人所有化率㈲を見 る と、テレビジョン受信機及 びVTR

(注)こ こでの個 人所有化率 とは、各情報通信機器について所有 している家庭の う

ち個人で所有 している割合 を示す。
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第1-3-18図 情報装備指標の推移

(50年=100)
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!情 報装備指標

,情報 ネ ッ トワー クへ の加入数

指
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1繭5と ぎ,ぎ65》 ぎ、ぎ96b616263

年

(注)1.情 報通信機器の保有数は、「家計消費の動向」(経 済企画庁)に より作成。

2.情 報ネットワー クへの加入数はNTT、NHK、 キャプテンサービス㈱の資

料及び 「住民基本台帳に基づ く全国人口 ・世帯数表」(自治省)に より作成。

といった画像系 の機器 は約3割 、ステレオ、 レコー ドプ レーヤー、 テー

プ レコー ダー といった音声系の機器 は約4割 と画像系の機器 に比べ、個

人所有化率 が高 くなってい る。また、パ ソ コン、ワープ ロ といったニュ_

メデ ィア機器 は5割 を超 え・個 人所有化 率が高 くなってい る。一方、最

も個 人所有化 が遅れてい るのが電話機 で個 人所有化率が12%に とどまっ

て いる(第1-3-19図 参 照)。

1世 帯当た りの情報ネ ッ トワー クへの加 入数は昭和63年 には0.90加 入

と、対前年比5.9%増(対 昭和50年 比1.6倍)と なった。情報ネ ッ トワー

クへの加入は、大部分 を占め る加入電話がほぼ各家庭 に普及 したこ とに
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第1-3-19図 情報通信機器の個人所有化率
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伴い、伸 びが鈍化 していたが、昭和61年 以降、衛星放送の受信契約数の

急速な増加 に伴 い、 その伸 びが再 び高 くなって きている。

今後、民間の衛星放送 も開始 され る予定であ り、衛星放 送の契約数 は

さらに増加す ることが期待 され る。

(2)情 報利用指標

家庭 に おけ る情報 の利用状 況 の推移 を時 間に よ り表す情報 利用指 標

は、昭和50年 を100と す る.と元年は104,3と な ってお り、昭和60年 に比べ 、

13.7ポ イ ン トの伸び となった。

元年 の家庭 内におけ る国民1人 当た りの1日 平均 のマ ス ・メディアの

情報利用時間(平 日、土曜 日及び 日曜 日の加重平均)は4時 間28分 であ

り、昭和60年 に比べ36分 増加 してい る。 その伸 びは、 テレビジョン放 送

の視聴時間 と新聞 ・書籍 ・雑誌等の閲読時間の増加に よるものであ る。

また、元年 におけ る情報利用時間の各 メデ ィアごとの 占め る割合 を見
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る と、テ レビジ ョン放送 の視聴時 間はマ ス ・メデ ィアの情報利用時 間全

体 に占め る割合 を昭和60年 の76.8%か ら、元年には72.0%と4.8ポ イ ン ト

減少 させ、新 聞 ・書籍 ・雑誌等の閲読 時間はその 占め る割合 を3.3ポ イン

ト増加 させてい る(第1-3-20図 参照)。

また、元年におけ るパ ソコン及び電話の利用 時間等 を加 えた総 庸報利

用時間は5時 間8分 とな ってお り、 テレビジ ョン放送 等のマス ・メデ ィ

アが87.0%を 占めてい る。

マ ス ・メデ ィア以外の情報利用 時間の うち最 も利用 時間が長い メディ

アがVTRの13分 であ り、次 いで、 レコー ドの聴取時 間及 び電話の利用

時間の10分 となってい る。

情報利用における特徴 として、 テレビジ ョン受信機が、 テ レビジ ョン

第1-3-20図 情報利用時間の推移

郵便接触時間

ケーム用 コンピュータ利 用時間

電話利用時 間一

日
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VTR視 聴 時間

新 聞 ・書籍 ・雑誌等 の
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(注)1.昭 和50年 、55年 、60年 は 「国民生活時間調査」(NHK)に よ り作成。元年は

郵政省資料により作成

2.「 国民生活時間調査」(NHK)は マ ス・メディアのみの調査である。郵政省

調査はマス ・メディア以外の項目についても調査している。
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放送のための利用か らVTR及 びゲー ム用 コンピュー タの端末 として も

利用 され るなど、テ レビジ ョン受信機 につ いての多 目的利用が進展 して

い る 。

郵政省 の調査 によれば、個人特性別 の情報利用時間において、最 も情

報利用時間が長 いのは、子供が独立 した後のい わば成熟期にある世代 で

あ り、特 に、 テレビジョン放送及び新 聞の利用時間が長 くなっている。

反対に、情報利用時間が少ないのは、学生期及び独身期 といった比較

第1-3-21図 個 人特性別情報利用時間
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大学生、専修学校 ・各種学校生等で未婚の者

大学生、専修学校 ・各種学校生等以外で未婚の者

子供のいない既婚者

就学前の子供を持つ者

就学後の子供を持つ者

子供が独立した者
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的若い世代 であ り、 これ らの世代 につい ては、 テレビジョン放送 の視聴

時間が少 な く、 その他 の メディアの利用時間が多 くなってい る。 おおむ

ね、利用における多様化 は これ らの比較 的若 い世代 で進展 している とい

えよう(第1-3-21図 参照)。

(3)情 報支出指標

家庭におけ る情報 に関連す る支 出の消費支 出全体 に 占め る割合 の推移

を表す情報支 出指標 は、昭和50年 を100と す ると昭和63年 は109.9で 、前

年 に比べ ると2.1ポ イン トの減少 となった。

全国、全世帯 の情報 に関連す る1世 帯当た りの総支 出は昭和63年 は15

万6,119円 と、対前年比1.7%増 であった。一方、昭和63年 の1世 帯 当た

第1-3-22図 情報に関連する総支出等の推移
(50年=100)

情報に関連する総支出200

001

'
一

指
数

、全消 費支 出

5051525354555657585960616263

年

(注)1.「 家 計調 査 」(総 務 庁)に よ り作成 。

品 目名 につ い て は第1-3-16表 参 照 。

2.情 報 に 関連 す る総 支 出 は 、情 報通 信 機 器 支出 、情 報 ネ ッ トワー ク

支 出 及 び情 報 ソ フ トウエ ア 支 出 の合 計 で あ る。
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りの全消費支出は349万3,468円 と、対前年比3.6%増 と全消 費支出の伸 び

が上回った。 これは、全体 の約4割 を占め る電話通信料 が通話料金 の値

下げに伴 い、支出の伸 びが鈍化 したこ とが主な原 因であ る(第1-3-

22図 参照)。

しか し、昭和50年 か らの伸 びを見 ると、情報 に関連す る総支出は、2.0

倍、全消費支 出は1.8倍 の伸 び となってお り、情報 に関連す る総支出の伸

びが上 回っている。これに伴 い、家庭 におけ る全消 費支出に 占め る情報

に関連す る総支 出の割合 も昭和50年 の4.1%か ら昭和63年 には4。5%へ と

増加 している。

情報 に関連す る総支 出を情報通信機器支出、情報 ネ ッ トワー ク支 出及

第1-3-23図 情報 に関連 する支出の項 目別構成比の推移

情報通信機器 情報ネットワーク 情報ソフトウェア

50年■ ■ 匿========コ==========コ

51■ 團■[==========工=========コ

52圏===========工======コ

53馴 ■匿==========コ======コ

54 -■■■一 「 一 一一一一「

55■ ■國[=============[=====コ

56■ ■[==========1========コ

57國■■【============コ=======コ

58一

59膿 ■ 量

60團 ■[==========[=====コ

61■ ■【==============[=====コ

62

63

02040 ,6080

(注)「 家 計 調査 」(総 務 庁)に よ り作成 。

品 目名 に つ い ては 第1-3-16表 参照 。

100%
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び情報 ソフ トウェア支 出に分けてみ ると、 昭和63年 における構成比は情

報ネ ッ トワー ク支 出が最 も高 く1世 帯 当た り7万6,829円 で情 報 に関連

す る支 出全体 の49.2%を 占めてい る。 しか し、昭和60年 に比べ るとその

占める割合 は4.5ポ イン ト低下 した。

一方、情報通信機器支 出は1世 帯当た り2万6,548円 で、情報 に関連す

る支 出全体 の17.0%と 割合は小 さい ものの、昭和60年 以降の伸 びが高 く、

その占め る割合 は4.4ポ イン ト上昇 した。これは、近年 のVTR、 パ ソコ

ン及び ワー プロ といった新 しい機器の普及及 びテ レビジ ョン受信機の個

人所有の進展が主 な原因 と考 え られ る(第1-3-23図 参照)。

また、メディア ご との支 出状況 を見 ると、電話通信料が6万2,996円(情

第1-3-24図 情報提供指標の推移

240 パ ッケー ジ系'

'

'

'

'

'

ノ

!!

!

情報提供指 標

ノ、・}/陶'『'♂

,放 送系

ノ ニニニ〆 印刷系

一__...づ ノ"脚

指
数

5051525354555657585960616263

年

(注)郵 政省 資料 、 「住 民基 本 台帳 に基づ く全 国 人 口 ・世 帯 数 表」(自 治 省)、 「新 聞

年 鑑 」(日 本 新 聞協 会)、 「出版 指 標 年 報 」(出 版科 学 協 会)、 「日本 レ コー ド産

業 」(日 本 レ コー ド協 会)、 「日本 ビデ オ協 会 統 計調 査 報 告 書 」(日 本 ビデ オ協

会)、 「日本 民 間 放 送年 鑑 」(民 放 連)に よ り作 成。
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報に関連す る支出全体の40.4%)と 最 も多 く、次 いで、新 聞の購読 費の

2万8,820円(同18.5%)、 テレビジョン受信機 の購入費及び受信料 の合

計の1万9,649円(同12.6%)と なっている。特 に、電話通信料は、情報

の利用時間全体に 占め る割合(総 情報利用 時間の3.2%)と 比較す ると高

い割合 となってい る。

(4)情 報提供 指標

家庭 に対 し提供 された情報量の推移 を表す情報提供指標 は昭和50年 を

100と す る と、昭和63年 は170.4と 、対前年比17.7ポ イン トの伸び となっ

た(第1-3-24図 参照)。

第1-3-25図 印刷系提供部数の推移

250

200

150

100

新聞

書籍50

週刊紙

億
部 月刊紙

5051525354555657585960616263

年

(注)「 新 聞年 鑑 」(日 本新 聞協会)、 「出 版指 標年 報 」(出

版 科 学協 会)に よ り作成 。
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昭和63年 に家庭に対 し提供 され た情報量 を、 印刷系、放送系及びパ ッ

ケー ジ系 に分け てみ ると、パ ッケー ジ系 が特 に高い伸 びを示 した。

昭和63年 の印刷系 の総提供部数 は、約242億 部 で、対前年 比1.9%増(対

昭和50年 此1.3倍)と なった。 全体の約4分 の3を 新 聞が 占め ているが、

伸 び率で見 ると、 月刊誌が対前年比7.3%増(対 昭和50年 比約2倍)と 高

い伸 びを示 している。この伸びは、発行種類 の増加(対 昭和50年 比1 .5倍)

が主 な原因である(第1-3-25図 参照)。

昭和63年 の放送系の総提供 時間 は、約140万 時 間で、対前年比3.3%増

(対昭和50年 比1.4倍)と なった。 この伸 びは、衛星放 送の開始等に よる

チ ャンネル数の増加 に よるもの であ り、昭和63年 は15,9チ ャ ンネルで、

第1-3-26図 放送系提供時間の推移
150

100

万
時
間

50

ラ ジオ放送

テレビ ジョン放送

0

年

(注)郵 政省資料、「住民基本台帳に基づ く全国人口・世帯数表」

(自治省)、 「日本民間放送年鑑」(民放連)に よ り作成。
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昭和50年 の11。5チ ャンネルの1.4倍 となった。また、提供時 間の構成 を見

ると、テレビジ ョン放送が全体 の54%と 占め る割合は高 くなってい るが、

伸 び率 では、 ラジオ放送の伸び(対 昭和50年 比1.5倍)が 高 くなっている

(第1-3-26図 参照)。

昭和63年 のパ ッケー ジ系の総提供時間は、約213百 万時間で、対前年比

23.9%増(対 昭和50年 比2,4倍)と 高 い伸 び を示 した。全体 の約8割 をレ

コー ド及びCD等 の音声系が 占め るが、 ここ5年 間の伸 び率では、 ビデ

オ カセ ッ ト、 ビデオディスクといった画像系 の伸 びが高 く、昭和58年 か

らの5年 間で約12倍 の伸び となった(第1-3-27図 参照)。

第1-3-27図 パッケージ系提供時間の推移

250

200

150

100

百
万
時
間

50

画像系

音声系

5051525354555657585960616263

年

(注)「 日本 レ コー ド産 業」(日 本 レ コー ド協 会)、 「日本 ビ

デオ協 会 統 計調 査 報告 書 」(日 本 ビデ オ協 会)に よ り作

成 。
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以上見て きた ように、家庭 におけ る情報化 は、情報通信機器の保有 を

中心 とした装備 面 と家庭に対す る情報の提供面 で進展 している。

一方、情報 の利用面では、昭和50年 以降、 テ レビジ ョン放送 を中心 と

したマ ス ・メデ ィアの利用時間が大部分 を占め てお り、ほ とん ど進展が

み られ ない。

この よ うな一般的 な動向のほか、近年の家庭 の情報化の特徴 は、装備

面 ではVTR及 び衛星放 送の普及、利用面ではゲー ム用 コン ピュー タ等

の端末 としてのテレビジ ョン受信機の 多 目的利用 とい う形 で、装備 面及

び利用面で多様化が進展 している。

一方、テ レビジ ョン受信機 と同様に家庭 にほぼ行 き渡 ってい る電話は、

まだ、利用時間が それほ ど多 くな く、また、パ ソコン通信及 び ビデオテ ッ

クス通信 といった電話の多 目的利用の面 も遅れ ている。

今後、電話それ 自体 の利用及び電話の多 目的利用が進展 してい く上 で、

現在 の通話 を中心 とした料金体系の多様化及び低廉化が検討 され るこ と

も家庭の情報化 の進展の一助 とな ると考 えられ る。

3産 業の情報化

近年、各企業はその活動の中で盾報を有効に活用するため、情報を処

理 ・伝達する手段である通信回線や情報通信機器を積極的に装備 し、利

用している。

ここでは、産業の分野における情報化の進展状況 を、装備 ・利用の二

っの側面の進展状況か らとらえるため、通信回線装備指標(通 信回線の

保有状況)、情報通信機器装備指標(コ ンピュータ機器及び非 コンピュー

タ機器の保有状況)、通信回線等利用指標(通信回線及び郵便等の支出状

況)及 び精 報通信機器利用指標(コ ンピュー タ機器及び非 コンピュータ

機器の利用時間)か らなる産業の情報化指標により分析する(第1-3
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第1-3-23表 産業の惰報化指標の内容

情

報

国内通信回線 国内通信回線の装備状況を表す指標で、公衆回線 と専用回線の通

装備指標 信容量からなる。

公衆回線 各種の中低速回線(事 務用加入電話、移動体電話、無

通信容量 線呼出し、ファクシミリ通信網回線、ビデオテックス

通信網回線、回線交換、パケット交換等)及 び高速回

線(ISDN等)の 通信容量

専用回線 各種の中低速回線(帯 域品目、符号品目)及 び高速回

通信容量 線(高 速デジタル、衛星デジタル回線等)の 通信容量

国際通信回線 国際通信回線の装備状況を表す指標で、公衆回線と専用回線の通

装備指標 信容量からなる。

公衆回線 各種の中低速回線(テ レックス、パケット交換、回線

通信容量 交換等)、高速回線(ISDN等)の 通信容量

専用回線 各種の中低速回線(音声級、電信級、中速符号伝送等)

通信容量 及び高速回線(高 速デジタル回線等)の 通信容量

コンピュータ コンピュータ機器の装備状況を表す指標で、

機器装備指標 ピュータ端末機器の保有台数からなる。

非コンピュー

タ機器装備指

標

国内通信回線
等利用指標通

信

コンピュータ 大 型 コン ピュー タ、中 型 コ ン ピュー タ、小 型 コ ンピュ ー

保 有 台 数 タ及 び超 小 型 コン ピュ ー タの保 有 台 数

端末機器 汎用端末装置(複 合端末装置等)、専用端末装置(PO

保有台数S端 末装置等)の 保有台数

非 コンピュータ機器の装備状況を表す指標で、非動画機器と動画

機器の保有台数からなる。

非動画機
器保有台
数

動画機器
保有台数

音声機器(電 話機、無線呼出し端末等)及 び文字 ・静
止画機器(フ ァクシミリ、ビデオテックス及びテレッ

クス端末等)の 保有台数

テレビ会議システム等の保有台数

国内通信回線等の利用状況を表す指標で、輸送系通信、公衆回線

及び専用回線の利用支出からなる。

輸送通信 郵便(内 国通常普通及び特殊)

利用支出 用支出

公衆回線

利用支出

専用回線
利用支出

各種の中低速回線及び高速回線の利用支出

各種の中低速回線及び高速回線の利用支出
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指 標 名 指 標 の 内 容

利

用

通
信
回
線
等

国際通信回線
利用指標

国際通信回線の利用状況を表す指標で、輸送系通信、公衆回線及
び専用回線の利用支出からなる。

公衆回線
利用支出

各種の中低速回線及び高速回線の利用支出

専用回線

利用支出

各種の中低速回線及び高速回線の利用支出

情

報

通

信

機

器

コンピュータ

機器利用指標

コン ピュー タ機 器の 利 用状 況 を表 す指 標 で、 コ ン ピュー タ と コン

ピュー タ端 末 機器 の利 用 時 間か らな る。

コンピュータ

利 用時 間

大 型 コン ピュー タ、中型 コン ピュー タ、小 型 コン ピュ ー

タ及 び超 小 型 コ ンピ ュー タ の利 用 時 間

端末機器
利用時間

汎用端末装置、専用端末装置の利用時間

非コンピュー

タ機器利用指

標

非コンピュータ機器の利用状況を表す指標で、非動画機器 と動画

機器の利用時間からなる。

非動画機
器利用時
間

音声機器及び文字・静止画機器の利用時間等について、

電話機 との処理能力比から電話機の利用時間に換算し

た上で集計した利用時間

動画機器
利用時間

テレビ会議システム等の利用時間について、電話機と

の処理能力比から電話機の利用時間に換算した上で集

計した利用時間

一28表 参照) 。

また、産業の分野 におけ る情報化の特徴的 な事象 としてデー タ通信の

ネ ッ トワー ク化 を取 り上げ、郵政省 の調査(付 注2参 照)を 基 に、企業

におけるネッ トワー ク化の進展状況 について概観す る。

(1)産 業の情報化の進展状況

ア 装備面か らみ た情報化の進展状況

装備 面か らみ た産業の分野 におけ る情報化の進展状況 を表 したのが 第

1-3-29図 である。

また、各装備指標につ いて、 その対 前年度伸 び率 の推移 を示 したのが

第1-3-30図 であ る。
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(注)1.通 信回線装備指標及び非コンピュータ機器装備

指標については郵政省、NTT、KDD、 新事業者

資料により作成。

2.コ ンピュータ機器装備指標については 「電子計

算機納入下取調査」(通商産業省)及 び「周辺端末

装置に関する市場調査報告書」(日本電子工業振興

協会)に より作成。

(ア)通 信 回線装備指標

通信 回線装備指標 につ いて、昭和55年 度 を100と した昭和63年 度 の値は

129.2へ と伸 びている。

また、通信 回線装備指標 の昭和55年 度か ら昭和63年 度にかけての伸 び

率の推移 をみ る と、昭和60年 度か ら昭和62年 度にかけて大 き く上昇 し、

昭和63年 度 にはやや下降 してい る。

通信回線装備指標の うち、国内通信回線装備指標 についてみる と、専

用 回線 の装備の伸 びが大 きく、昭和55年 度の従業員1万 人当た り345.4
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第1-3-30図 装備指標の伸 び率の推移
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kb/sか ら昭和63年 度には1,961.2kb/sに なっている。これは、企業が装

備す る回線数全体の増加 に加 え、昭和59年 度 か らサー ビスが開始 された

高速デジタル 回線の装備率が増加 した ことによる。 その結果、専 用回線

の平均 回線容量(総 容量/回 線数)は 昭和55年 度 の3.3kb/sか ら昭和63年

度には11.4kb/sに な り、回線の高速化 が進 んだこ とがわか る(第1-3

-31図 参照) 。

一方、国際通信 回線装備指標 につ いてみ る と、専 用回線 の装備 が昭和
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第1-3-31図 専 用回線の平均容量の推移

40

30

20

10

kb/s/回 線

555657585960616263

年 度

55年 度の従業員1万 人当た り0,3kb/sか ら昭和63年 度には12 .7kb/s、 公

衆 回線 につ いては同 じく0.9kb/sか ら18.Okb/sと いず れ も急激に伸 び

ている。 これ は、専 用回線 につ いては高速 デジタル回線が、公衆回線に

ついてはパケ ッ ト交換が急速に伸びたため であ り、従来の テレックス中

心の国際通信 回線の装備が、デー タ通信の増加 によって質 的に転換 して

きたこ との現 れである。その結果、専用回線 の平均回線容量(総 容量/

回線数)は 昭和55年 度の1.2kb/sか ら昭和63年 度には37.8kb/sに 高速化

している。
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(イ)コ ンピュー タ機器装備指標(付 注3参 照)

コンピュー タ機器装備指標 につ いて、昭和55年 度 を100と した昭和63年

度 の値 は868.0へ と大幅に伸 びている。

また、昭和55年 度か ら昭和63年 度にかけての伸 び率 の推移 をみ ると、

特 に昭和59年 度 に平均伸 び率 を大 き く上回 る上昇 を示 して ピー クに達 し

たが、昭和60年 度以降は次第に伸 び率 が減少 してい る。

コンピュー タの装備 は昭和55年 度の従 業員1万 人当た り23.1台 か ら昭

和63年 度には106,2台 に伸 びている。コンピュー タの中では特 に超小型 コ

ンピュー タの伸 びが著 し く、昭和55年 度の従業員1万 人 当た り12.8台 か

ら昭和63年 度 には82,9台 に増加 してお り、 コンピュー タ総 台数の約8割

を占めている。

一方
、端末機器については昭和55年 度の従業員1万 人当た り91.0台 か

ら昭和63年 度 には883.8台 とコン ピュー タを上 回る伸び をみせて いる。

この経果、大型及び中型 コンピュー タ1台 当た りの端 末機 器の台数 は

昭和55年 度の27.3台 か ら昭和63年 度には136.5台 に増加 してお り、ホス ト

コン ピュー タ と端末機 器に よるネ ッ トワー ク化 が進 展 した こ とがわ か

る。

(ウ)非 コン ピュー タ機器装備指標

非 コンピュー タ機器装備指標 について、昭和55年 度 を100と した昭和63

年度の値 は125.2へ と伸 びている。

また、昭和55年 度か ら昭和63年 度にかけて の伸び率 の推移 をみ ると、

昭和58年 度か ら昭和62年 度 にかけて順調 に上昇が続いたが、昭和63年 度

には下降 に転 じてい る。

非 コンピュー タ機器 の中では、ファクシ ミリ端末の著 しい増加 に伴 い、

文字 ・静止画機器装備指標 が昭和55年 度か ら昭和63年 度 にかけて約5.6倍

と大 きく伸 びている。
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イ 利用面か らみた情報化の進展状況

利用面か らみた産 業の分野におけ る情報化の進展状況 を表 したのが第

1-3-32図 である。

また、各利用指標 について、その対前年度伸 び率 の推移 を示 したのが

第1-3-33図 である。

1,100

900

コ

ン

ピ700
ユ

1
タ
機
器500
利
用
指
標

300

指
数

100

第1-3-32図 利用指標の推移
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1.通 信 回 線等 利 用指 標 及 び非 コ ン ピュー タ機 器 利 用 指標 につ い ては郵 政 省 、N

TT、KDD、 新 事 業 者 資料 に よ り作 成。

2。 コン ピュー タ機 器利 用 指標 につ い て は、 「情報 処 理 実態 調 査」(通 商産 業 省)

及 び 「技 術革 新 と労 働 に 関す る調査 」(労 働 省)に よ り作 成。
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第1-3-33図 利 用指標の伸び率の推移
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(ア)通 信 回線等利用指標

通信 回線等利用 指標 につ いて、昭和55年 度 を100と した昭和63年 度 の値

は145.7へ と伸 びている。

また、昭和55年 度か ら昭和63年 度にかけて の伸 び率 の推移 をみ ると、

昭和57年 度にマイナスに落 ち込んだ後、昭和60年 度にやや上昇 がみ られ

るが、全般的には伸 び率 の変動 は比較 的小 さい。

通信 回線等利用指標 の うち、国内通信 回線 ではパ ケッ ト交換及び回線

交換のデ ジタルデー タ伝送 回線の利用指標が著 しい伸 び をみせ てい る。
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これ らは、 国内通信 回線利用指標全体 に占め る割合 は昭和63年 度におい

て1%以 下 と小 さい ものの、昭和55年 度か ら昭和63年 度にかけて400倍 以

上に伸 びてお り、 さらに通信 回線等利用指標全体 の伸 び率 が減少傾向に

ある中で、昭和63年 度 には伸 び率が上昇に転 じているこ とか ら、今後 も

利用の増加が続 くもの と考 えられ る。

また、国 内郵便の利用指標 は、昭和55年 度か ら昭和63年 度 にかけて約

L5倍 の伸 びを示 してお り、国内通信 回線等利用指標 に占め る割合は昭和

63年 度 にお いて約25%と なっている。

国際通信 回線では、電話 の利用指標が昭和55年 度か ら昭和63年 度にか

けて約2.5倍 に伸 びてい る一方 で、テ レックスの利用指標 は逆 に約0,3倍

に落 ち込ん でお り、利用面 で もその国際通信 における地位 が低下 しつつ

ある。

(イ)コ ンピュー タ機器利用指標

コンピュー タ機器利用指標 について、昭和55年 度 を100と した昭和63年

度の値 は1008,0へ と大 幅に伸 びてい る。

また、昭和55年 度か ら昭和63年 度にか けての伸 び率の推移 をみ ると、

コンピュー タ機器装備指標 の伸び とほぼ 同様の傾 向で推移 してお り、昭

和59年 度 の顕著 な伸 び をピー クに、昭和60年 度以降は伸 び率の減少が続

いている。

コンピュー タ機器利用指標の うち、 コンピュー タの利用指標 について

み ると、昭和55年 度か ら昭和63年 度 にかけて約3.8倍 に伸 びてお り、特 に

超小型 コンピュー タにつ いては約5.5倍 の伸び を示 している。

一方、端末機 器の利用指標 について も、装備の伸 びに伴 って昭和55年

度か ら昭和63年 度にかけて約10倍 に伸 びている。

(ウ)非 コンピュー タ機器利用指標

非 コン ピュー タ機器利用指標について、昭和55年 度 を100と した昭和63
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年度の値 は283.2へ 伸 びてい る。

また、昭和55年 度 か ら昭和63年 度にかけての伸 び率 の推移 をみ る と、

昭和61年 度 まで上昇 が続 いたが、昭和62年 度以降、下降 に転 じて いる。

非 コン ピュー タ機器 の中で著 しい伸 びを示 しているのが文字 ・静止画

機器 のファクシ ミリ端末 で、利用指標 は昭和55年 度か ら昭和63年 度にか

けて約7倍 に伸 びている。

(2)ネ ッ トワーク化の進展状況

ここでは、郵政省 の調査(付 注2参 照)を もとに、企業におけ るデー

タ通信の ネッ トワー クの構築状況 を概観 する。

ア ネッ トワー ク化指標

ネ ッ トワー ク化 の進展度合い を把握す るため、五つ のネ ッ トワー ク化

指標 につ いて昭和63年 度 の値 をみ る と、全 国の事 業所 の うちで ネ ッ ト

ワー クを利用 してい る事業所 の割合(普 及率)は12.84%(対 前年 度比

11.1%増)、 ネ ッ トワー クを利用 してい る事業所 の業務 の うち、 ネ ッ ト

ワー クで処理 している業務 量の割合(業 務処理率)は16.85%(対 前年度

比9.6%増)、1事 業所 当た りの 回線容 量(ネ ッ トワー ク情報量)は43.7

kb/s(対 前年 度比7.6%増)、1業 務 当た りの接続相手企業数(対 外接続

度)は20.26社(対 前年度比12.2%増)、 常勤従業員1人 当た りの端末 台

数(端 末装備率)は0.29台(対 前年度比7。4%増)と 各指 標 とも前年度 に

比べ て増加 してお り、 引 き続 きネッ トワー ク化が進展 してい ることがわ

か る(第1-3-34図 参照)。

イ 業種別ネ ッ トワー ク化の進展状 況

業種別 のネ ッ トワー クの進展度 について、装備面の進 展度(事 業所 外

とのデー タ通信の普及率 ×情報量)及 び利用 面の進展度(普 及率 ×業務

処理率)か らみる と、昭和60年 度か ら昭和63年 度 におけ る産業分野全体

の平均値 はいずれ も上昇 してお り、装備 面、利用面 ともに進展 している
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ネ ッ トワーク化指標(昭 和63年 度)

(注)()内 の数値は対前年度伸び率である。

指 標 名 定 義

A 普 及 率
全国の事業所のうちで、ネットワークを利用している事業所の

割合

B 業務処理率
ネットワークを利用している事業所の業務のうち、ネットワー

クにより処理される業務の割合

C
ネ ッ トワー ク

情 報 量
ネットワークを利用している1事 業所当たりの回線容量

D 対外接続度
ネットワークを利用している企業の1業 務当たりの接続相手企

業数

E 端末装備率
ネットワークを利用している事業所の従業貝(常 勤)1人 当た

りの端末台数

ネットワーク化推進会議資料による。

こ とがわか る(第1-3-35図 参照)。

特に、金 融 ・保険業におけるネッ トワー ク化の進展が装備 面、利用面

ともに顕著である。
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第1-3-35図 業種別ネッ トワーク化進展度

金融・保険
!×
!!

商社 ・卸 ノノ×

製造 ・加工

//x

製造.素材轡 ア瀦 他
蘇 均

運輸.倉 庫/62年 度)× サー ビス

亀 ボ 平均臓
平均(60年 度)

!!

ノ'

,'

4000 8000

装備 面の進展度

12000 1600b/s

指 標

業 種

利用面の進展度 装備面の進展度

62年 度 63年 度 62年 度 63年 度

平均 1.78 2.16 3,825 4,903

建設 ・設備業 0.36 1.03 515 1,112

製造業(素 材型) 1.36 2.19 1,229 2,574

製造業(加 工型) 2.06 2.68 2,510 6,178

商 社 ・卸 2.04 2.94 1,848 3,245

小売業 1.68 2.12 2,549 2,623

金融 ・保険 3.24 3.53 12,370 13,683

運輸 ・倉庫業 1.07 1.31 511 301

サー ビス 業 1.19 1.73 5,050 5,750

その他 1.03 2.07 3,923 6,518

ネットワー ク化推進会議資料による。
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ウ 業務別 ネ ッ トワー ク化 の進展状 況

ネ ッ トワー ク化 されてい る業務の中でのネ ッ トワー クによる処理の割

合 は第1-3-36図 の とお りである。

第1-3-36図 ネ ッ トワークによる処理の割合

020406080

平 均(62年度)

平 均(63年度)

受発注・商品管理

生産 ・資材管理

販売 ・在庫管理

物 流 管 理

技 術情 報 管 理

経理 ・財務管理

人事労務情報管理

経営 情 報管 理

金融取引情報管理

保険取引情報管理

証券取引情報管理

運 送 管 理

レジヤー情報管理

その他業界特有

家庭向け情報管理

情 報 検 索

そ、 の 他

100%

58.67

58.72

68.51

68,40

ネ ッ トワー ク化 推進 会 議 資料 に よる。
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平均値 でみ ると、昭和62年 度 の57.2%か ら昭和63年 度 は60.2%に 上昇

してお り、 ネッ トワー クによる処理 が必要不可決 な もの にな りつつあ る

こ とが わか る。

第1-3-37表 ネ ッ トワーク化の 目的 と効果

(注)上 段:目 的
下段:効 果

効果

業種

事務処理業務

処理の
省力化

迅速正
確なデ
ータ処

理

デー タ
の有効

活用

資金決済迅速

化 ・資金運
用

効率化

顧 客サ
ー ビス

の改善
・充実

サー ビ
ス地域
・時間

の拡大

拡張

顧客確
保取引
拡大

ニ ュ ー

ビジネ
スの実
現

企業競
争力の
強化

経営戦
略決定
の迅速
化 ・正
確化

その他

全 体
27.7

26.8

19.3

22.6

3.9

6.0

0.6

}

8.9

8.6

一

〇.3

2.4

1.8 =
7.4

2.7

2.7

1.5

0.9

1.2

建 設 ・ 設 備
23.7

18.4

18.4

15.8

5.3

7.9 =
2.6

2.6 = = =
5.3

一

2.6

2.6

2.6

5.3

製造業(素材型)
20.7

13.8

31.0

34.5

6.9

一 二
2.6

13.8 =
一

3.4 二
6.9

3.4

6.9

6.9 =

製造業(加工型)
29.8

29.8

21.1

31.6

5.3

L8 =
7.0

8.8 = = =
15.8

5.3

3.5

1.8 =

卸 売 業
17.6

23.5

20.6

29.4

一

2.9

2.9

一

2.9

一 =
5.9

2.9 =
2.9

2.9 =
2.9

2.9

小 売 業
33.3

48.7

18.5

25.9

3.7

11.1

3.7

『

3.7

一 = = =
7.4

3.7

3.7

一 =

金 融 ・保 険 業
39.7

34.5

13.8

13.8

3.4

1.7 =
12.1

13.8 =
3.4

3.4 =
1.7

1.7 = =

運 輸 業
23.1

28.1

5.1

10.3

一

2.6 =
20.5

17.9 =
10.3

5.1 =
10.3

5.1 = =

サ ー ビ ス 業
25.8

25.8

16.1

16.1

6.5

16.1 =
9.7

3.2

一

3.2 = =
9.7

一

9.7

3.2

3.2

3.2

そ の 他
26.1

17.4

23.5

34.8

4.3
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エ ネ ッ トワー ク化の 目的 と効果

企業 におけ るネ ッ トワー ク化 の 目的 とその効 果について表 したのが第

1-3-37表 であ る。

全体 でみ ると、 目的・効果 ともに 「事務処理 ・業務処理の省力化」、「迅

速 ・正確 なデー タ処理」の順に高い率 を示 してい る。

(3)産 業 の情報化の特 徴

産業 におけ る情報化の特徴 として、企業におけ るネ ッ トワー ク化は引

き続 き進展 してい るが、やや落 ち着 きをみせてい るこ とが挙げ られ る。

ネ ッ トワー ク化指標か ちみ る と、企業 におけ るネ ッ トワー ク化 は進展

しつつ あ り、昭和63年 度 において も普 及率 は引き続 き対前年度比11.1%

増 と伸 びているが、その伸 び率は前年度(12.5%)に 比べ て減少 してお

り、ネ ッ トワー ク化 の伸 びはやや落 ち着 きをみせ てい る。

また、企業におけ るデー タ通信のネ ッ トワー ク化 の進展 を産 業の情報

化指標 におけ る装備指標の伸び率の推移か らみ ると、昭和57年 度か ら昭

和60年 度 にかけての コン ピュー タ機器装備の伸 びを受 ける形で昭和60年

度か ら昭和62年 度にかけて高速デ ジタル回線 を中心 とした通信回線装備

の伸 び率が大 き く上昇 しているこ とか ら、この時期 にネ ッ トワー ク化が

急速に進展 したことが うか がえる。

一方、昭和63年 度 にサー ビスが開始 されたISDNサ ー ビスの提供地

域の拡大に伴 い、 これ を装備す る企業 も急速 に増加 していることな どか

ら、今後 もネ ッ トワー ク化 を中心 とした産業 の情報化の進展は続いてい

くもの と考 えられ る。

4地 域の情報化

郵政省では全国を対象 とした 「情報流通センサス」 と並行 して、昭和

62年度から都道府県別の情報流通量の調査(以 下 「地域別情報流通セン
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サ ス」 とい う)を 実施 してい る(注1)。

以下、 この地域別情報 流通 センサ スの結果 を用 いて地域 の情報化 の現

状 を概観す る(昭 和63年 度の総発信情報量、総供 給 情報 量、総 消費情報

量(注2)は付 表4～6参 照)。

(1)昭 和63年 度 の地域の情報化の特徴

昭和63年 度の地域 の情報化の特徴 は、第一 に、総供 給1青報量でみ ると・

情報は依 然 として東京圏に集 中 してお り、情報 の地域間格差の拡大は落

ち着いた動 きとなっている ものの、依然 として地域間格 差 は大 きい状 況

にあ る。第二 に情報発信 の地域格差は、県 内総生産 よ り大 きく、昭和50

年度か ら一貫 して拡大の傾 向にあることがあげ られ る。

(2)供 給情報量

ア 総供給情報量

昭和63年 度の総供給情報量は第1-3-38図 の とお りであ る。

昭和63年 度の総供給情報量の上位3県 は昭和62年 度 と同 じく東京、神

奈川、大 阪の順 である。全 国に 占め る割合 は、東京14.4%(昭 和62年 度

は142%)、 神奈川8.8%(同8.6%)、 大阪7.4%(同7.6%)で3県 合 わ

せて30.6%(同30.4%)で あった。

昭和60年 度以降の動 きをみ ると東京、神奈 川はわずか なが ら増加 して

いるが、大 阪は減少傾 向にあ る。

昭和63年 度 の東京 圏(東 京、神奈川、埼玉 及び千葉)、 大 阪圏(大 阪、

兵庫及 び京都)及 び名古屋圏(愛 知及 び三重)の 三夫都市 圏の全 国に 占

(注1)調 査対象メディアについては付表3を 参照。

(注2)「 発信情報量」は各県内の情報発信者から県内外に発信された情報量の合

計、「供給情報量」は各県内の情報の受け手に対して県内外から提供された情

報量の合計、「消費情報量」は各県内で実際に消費した情報量の合計及び 「蓄

積情報量」は将来の再利用を目的として、各県内で保存されている情報の合計

をいう。
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地域別総供給情報量
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め る割合 をみ る と、東京 圏が34.7%(昭 和62年 度 は34.5%)、 大 阪圏が

14.4%(同14.6%)、 名 古屋 圏が7。1%(同7.1%)で あ り、三大都市圏で

全国の総供 給情報量 の半分 以上 を占め てい る。

人 口の全 国に 占め る割合 は東 京圏25.2%、 大阪 圏13,5%、 名 古屋 圏

6.8%で いずれの都市圏 でも、人 口の割合以上に供給情報量が集 中 してお

り、特に東 京圏につ いては3分 の1以 上 と情報の集 中が著 しい.

地域別供給情報量の地域間格差 を変動係数㈱の推移 でみ る と、昭和63

年度 は1.27(昭 和62年 度は1。26)と なってお り特 に拡 大傾 向はみ られな

いが、引 き続 き高 い水準 を維持 してお り地域 間格差は大 きい。

(注)変 動係数は各量の標準偏差 を平均値で割 ったもので、データの散 らば り具合

を数値化するための指標 である。 この値が大きいほど地域聞の格差が大 きいこ

とを表 している。
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イ 県民一 人当た りの供 給情報量

昭和63年 度 の県民一人当た りの供給 晴報量の上位3県 は東京、神奈川、

群 馬の順で ある。 以下7位 まで千葉、埼玉、栃木、茨城の関東各県が上

位 を占め てお り、東京 を中心 とす る首都 圏へ の情報 の集 中が引 き続 き著

しいこ とがわか る。

(3)消 費情報量

昭和63年 度の総消費情報量は第1-3-39図 の とお りであ る。

昭和63年 度 の総消費情報量 の上位3県 は昭和62年 度 と同 じく東京、大

阪、神奈 川の順 である。全 国に 占め る割合 は、東 京9.4%(昭 和62年 度 は

9.4%)、 大 阪7.1%(同7.2%)、 神奈川6.2%(同6.1%)で あって、昭和

62年 度 とほ とん ど変化はみ られない。

変動係数 の推移 をみて も昭和63年 度は0.90(昭 和62年 度 は0.90)で 安

第1-3-39図 地 域別総消費情報量
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定 してお り、 また県民一 人当た りの消費情報量の変動係数の推移 も昭和

50年 度か ら昭和63年 度 まで0.1と 低 い水準 で変化がな く、地域 間格差はほ

とん どないことが分 か る。

(4)供 給 ・消費情報量か らみた各県の状況

ここでは 「県民一 人当た りの供給情報量及び消費情報量」 を用いて地

域 の特色 を分析 す る。

第1-3-40図 は全国平均 を基準に各県 を 「多供 給 ・多消費」、「多供

給 ・小消費」、 「小供給 ・小消費」、 「小供 給 ・多消費」の4グ ループに分

類 し、その分布 を示 した ものである。

① 「多供給 ・多消費」 一人 当た りの供給1青報量、消費情報量 ともに

全国平均以上の地域。北海道、群 馬、栃木、京都、広島な どの地域 で

ある。

② 「多供給 ・小消 費」 一人当た りの供給情報量は全 国平均以上だが、

消費情報量は全 国平均に満たない県。東京、千葉、三重、神 奈川 など

大都 市圏の県に多い。

③ 「小供給 ・小消費」 一 人当た りの供給 情報量、消費情報量 ともに

全国平均以下の県。沖縄、佐賀 、宮崎、島根、 山梨な どの県である。

④ 「小供給 ・多消費」 一人当た りの供給情報量は全 国平均に満 たな

いが、消費情報量 は全 国平均 を上回 る県。秋 田、富山、愛媛、青森 な

どの県であ る。

今後、地域 の情報化施 策 を進め るに当たっては③、④ につ いては民間

テレビジョン放送局の全 国最低4局 化 を推進す るな ど、供給情報量 を増

大 させ情報の地域間格差 を縮め ることが必要であ る。

(5)情 報量 と県内総生産の地 域間格差の比較

地域 におけ る情報発信 ・供給力 と経済活動の地域における格差 を比較

す るために総発信情報量、総供給 情報量、総消費情報量 の各情報量及び



第1-3-40図 一 人当りの供給情報量 と消費情報量 による分類
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県 内総 生 産 の変 動 係数 の推 移 を示 した の が 第1-3-41図 で あ る。

第1-3-41図 各情報■ と県内総生産の地壊格差の比較
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発信情報量 は、県内総生産 と比較す ると地域間格差が大 き く、年度に

よる変化 を見 る と県内総生産 の格差はほぼ横 ばいであるのに対 し、総発

信情報量の格差は昭和61年 度以降は拡大傾 向がやや頭打 ちにな りつつあ

ると見 られ る ものの、長期的 には緩やかなが ら拡大傾 向にあ るこ とが分

かる。

一方、供給情報量、消 費情報量では県内総生産 よ り地域間格差が小 さ

くなってお り、情報の供給、消費についてはよ り格差 は小 さ くなってい

る。

なお、供給情報量の格差 は昭和58年 度 までは一貫 して縮小 してお り、

この時期に情報供給 の平準化 が進んだこ とを示 している。 また、消費情

報量の格差 は低 い水準 で安定 してお りほ とん ど変化 は見 られない。

(6)地 域情報 圏の形成

地域 における広域情報圏の形成 とその進展 を図 るために必要 な拠点 と

なる地域 の中核都 市におけ る情報通信基盤の整備の必要性 については元
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年通信 白書(第2章)で 述べ たが、地域相互 間の加入電話の通話状 況か

ら、広域 情報圏の現状 につ いて分析す る。

昭和63年 度の加 入電話発信 回数 をみ ると、全通話量678億 回中県内通話

が481億 回 と7割 余 りを占めてお り、県外 向け通話は197億 回 と3割 に満

たないこ とが分 か る。

全 国の47都 道 府県 にっいて県外 向け通話 の通話先 の上位3県 をみ る

と、東京が36県 、大阪が20県 と群 を抜 いてい る。続 いて福 岡の8県 、埼

玉、神 奈川の7県 、宮城、愛知 の5県 、京都 、兵庫、広島の4県 、千葉、

香川、熊本の3県 の順 となっている。

試みに東京、大阪、宮城、愛知、広島、香川、福 岡の各 県につ いて、

これ らの各県 を通 話先 とす る都 道府 県の分布 を地図上 に示 した のが第

1-3-42図 であ る。

例 えば、東京が通話先 として上位3位 以 内 となってい る都 道府県の分

布 を示 した図が右上 の図 である。 この場合 に、東京 を県外通話の主な相

手 とす る各県は、電話 とい うメデ ィアに関 しては、東京 を中枢 とす る一

定の広範 な情報 圏を形成 してい ると考 え られ るか ら、 この図は東 京の情

報圏の広が りを表現 して いる。

東京 の情報 圏の広 さは一 目瞭然 で、北海道 か ら沖縄 まで ほぼ全 国 に

渡 っている。特に関東地方 では神奈川、埼玉、千葉の三県の東京向け通

話量が群 を抜いて大 き く、全 国の東京向け通話の実に6割 近 くを占めて

お り・東京 を中心 とする関東4県 は密度の 高い情報圏 を形作 ってい る。

大 阪の情 報圏 は近 畿地方 は もとよ り中部 地方 か ら中国地方 のほぼ全

域・瀬戸内海 を渡 って四国地方の全域及 び沖縄、北海道 をも範 囲 として

お り・大阪が関西 以西 での重 要な情報拠点 となっている現状が分か る。

北海道は近 隣の宮城の情報圏ではな く、東京、大 阪の情報 圏に直接に接

続 してい るのが特徴的であ る。



第1-3-42図 地域の情報中枢県 と情報圏
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宮城 の情報圏 は東北地方の5県 に広 がっている。愛知の情報 圏は中部

地方の主たる地域 と近畿 の一部 を含むが 日本海側 には及ん でい ない。香

川 の情報圏は四国地方全域、広 島の情報 圏は中国地方全域 を 占めて いる。

福 岡の情報圏は沖縄 を含 む九州地方全域 及び山口に及んで いる。九州地

方 に限 ってい うと県外向け通話量の うち福 岡向けの通話が全体の4割 を

占めてい る。

以上の ように加入電話の通話実態か ら見 る と、東京 は全 国的 な情報圏

を形成 してお り、大阪は北海道 と九州 を除いた西 日本 を情報圏 としてい

る。 また、その他の宮城、愛知、広 島、香川、福 岡は比較 的近 隣の数 県

か らなる情報 圏を形作 ってお り、 その広が りは従来の地方ブ ロックであ

る東北、中部 、中国、四国、九州 とほぼ重なっているが、福岡の 山口や

愛知の長野の ようにブロックを超 えた情報圏 もみ られ る。

5国 際情報流通 の動 向

国際情報流通は、「情報流通セ ンサス」の計量手法に基づ き、 国際郵便

物数、 国際電話取扱数、 国際 テレックス取扱数、国際電報通数及 び国際

テ レビジ ョン伝 送時間の送受信量か ら我が国の国際情報流通状況 を把握

す るものである。

昭和63年 度 におけ る送受信状況は、送信 量2.45×1011ワ ー ド(対前年度

比10.9%増)、 受信 量3.11×1011ワ ー ド(同10.3%増)で あ り、送受信量

全体 の うち送信が44.1%、 受信が55.9%を 占め、前年度 とほぼ同様 の入

超傾 向を示 してい る。 また、昭和53年 度か ら昭和63年 度 までの送受信量

は、我が国の国際化 の進展 に伴 い送受信量 とも増加 してお り、昭和53年

度 に比較 して送信量が1.5倍 、受信 量が1.6倍 、送受信 量全体 で1.6倍 に

な っている(第1-3-43図 参照)。

国際郵便、国際電話等のパー ソナルな通信 メディア と国際テ レビジョ
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国際情報流通量の推移
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ン伝 送 の マ ス系 の通 信 メデ ィア に分 け て送受 信 量 をみ る と、パ ー ソナ ル

ま通信 メデ ィア の 送受 信 量 につ い て は 、昭 和53年 度 の3.59×1011ワ ー ド

)・ら昭 和63年 度 に は そ の1.5倍 の5.54×1011ワ ー ドにな って い る。昭 和63

羊度 のパ ー ソナ ル な通 信 メ デ ィ ア の送 信 量 は2.45×1011ワ ー ド、受 信 量

ま3.09×1011ワ ー ドで、 送 受 信 比 率 は 送 信 が44.2%に 対 し て 受 信 が

15.8%で 前 年 度 とほ ぼ 同 様 の 入 超 傾 向 を し て い る(第1-3-44図 参

環)。

メデ ィ ァ別 内 訳 をみ る と、 昭和63年 度 の 国際 郵 便 の送 信 量 は 前年 度 比

1.6%増 の1.76×1011ワ ー ド、受 信 量 は 同7.2%増 の2.38×1011ワ ー ド、国

祭電話 の送 信 量 は 同29.6%増 の6.43×1010ワ ー ド、受 信 量 は同27.7%増 の
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第1-3-44図 パ ーソナル な通信メデ ィアの送受信量

及び送受信比率の推移
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6.54×1010ワ ー ドであった。 これ に対 して国際 テレッ クスの送信 量は 同

25.5%減 の4.4×109ワ ー ド、受信 量は同18.2%減 の6.5×109ワ ー ド、国際

電報 の 送信 量 は 同17.7%減 の2.5×109ワ ー ド、受信 量 は 同17.3%減 の

2,6>≦109ワ ー ドであ った。

昭和53年 度 か ら昭和63年 度 までの、 国際郵便、 国際電話、 国際 テレ ッ

クス及び国際電報 のメデ ィアの内訳 の推移 を示 したのが第1-3-45図

である。国際郵便及 び国際電話 に よる情報量の送受 は年々増加 してい る

ものの、情報量 に 占め る割合 か らみ る と、情報の送受に は国際電話 を利

用す る傾 向が増大 してい る。 これは、 よ り簡便 ・迅速 な情報伝達手段 と

して電話が利用 され ているため と考 え られ る。
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国際 テ レビジョン伝送 のマ ス系通信 メデ ィアの送受信量 につ いては、

昭和53年 度 の5.02×107ワ ー ドか ら昭和63年 度 の1.54×109ワ ー ドと30。7

倍 になってい る。送信量につ いては昭和53年 度 の5.43×106ワ ー ドか ら昭

和63年 度の8.30×107ワ ー ドと15.3倍 に、受信量については昭和53年 度 の

4.47×107ワ ー ドか ら昭和63年 度の1.45×109ワ ー ドと32.5倍 に大 き く伸

びてい る。昭和59年 度 にKDDが 専用線 形態 の国際 テ レ ビ ジョン長期

サー ビス を開始 し、昭和59年 度の受信量は前年度 に比べ て約7倍 に伸び

た。マ ス系通信 メデ ィアの送受信 比率 は送信 が5.4%、 受信 が94.6%で 、

受信 が送信の約18倍 と格差が大 きい。マ ス系通信 メデ ィアの受信 量が飛

躍的 に増大 してい るのは、我が国 の国際 化 の進展 に伴 い国 内の テレビ

ジョン放送におけ る海外情報 に対す る需要が高 まってい るため と考 えら

第1-3-46図 マス系通信メディア送受信量及び送受信比率の推移
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れ る。一方、送信量 は伸 びてはいるが、受信 量 と比べて低 い値 に とどまっ

てい る。 日本の現状 をよ り多 く世 界の人々に認識 して もらうために も、

マス系 メディア を通 した海外への情報発信量 をよ り一層増大 させてい く

必要があ るだろ う(第1-3-46図 参照)。
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第4節 通信政策の動向

1情 報通信の一層の発展のために

(1)90年 代の通信政策 ビジ ョンの策定

今後の10年 間において、社会経 済の情報化 の均衡 あ る発 展 を図 ってい

くため には、国際社会、産業経済、地域社会 、国民生 活の各分 野 を視野

に入れた総合 的 な通信政策の立案 が必要 とな る。

このため、郵 政省 は、90年 代 における通信政 策の検討 に資す るため、

88年11月 か ら「通信政策懇談会」(郵 政大 臣の懇談会 、座長:斎 藤 英四郎

経済団体連合 会会長)を 開催 し、各分野の有識者による検討 を重 ねてき

た ところ、今般 、「90年代 の通信政策 ビジ ョン」としてその最終報告が郵

政大 臣に提 出 された。

本報告は、「第1部90年 代 の基本的潮流」、「第2部90年 代の情報通信」

及 び 「第3部90年 代の通信政策 ビジ ョン 」の3部 構成 となっている。

第1部 では、90年代 を新世紀へ 向けての変革 の時代 と位置付け、グロー

バル ・イ ンテグ レー シ ョンの進展、情報流通 を核 に したネッ トワー ク型

産業構 造の形成、首都 圏機 能の拡大 と地方 との格差 の拡大、 ライフスタ

イルの変化 の4つ が90年 代 の基本的潮流 であ るとしている。

第2部 では、AI技 術 等の情報通信関連技術 を活用 したインテ リジェ

ン ト化 ・マルチメデ ィア化等 のネ ッ トワー ク機能の高度化 、「いつで も、

どこで も」 アクセスす ることが可能 なパー ソナ ル ・ネ ッ トワー クの形成

が進展 し、新 しい情報通信サー ビスが 多数 開発 され る としてい る。

第3部 では、90年 代において、情報通信 はあ らむ る産業経済活動の中

枢機能 として、欠 くべか らざる役割 を果 たす ものであ り、21世 紀の社会

に向けて社会経済全体 の情報化 による均 衡あ る発展が最重要課題であ る
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との基本視点に立って、以下の具体的 な政策が示 されている。

(主要政策)

ア 国際政策

① 基幹 グローバル ・ネッ トワー クの構築

従来 の米国 を軸に形成 されて きた国際通信網 の再構築 を図 るため、現

在衛星のみに よって結ばれ てい る日欧 間を基幹光 ケーブルによってネッ

トワー ク化 し、地球 を周 回す る大容量 の基幹 グローバル ・ネッ トワー ク

を形成すべ きであ る。

また、 国際通信網 を二分 してい るインテルサ ッ トとイ ンター スプー ト

ニクとの連携 も考慮すべ きであ る。

② 情報通信 市場 の共通化

国際 間の情報 の円滑な流通 と各国の情報資源保護のため、各国の通信

主権 を尊重 しつつ、可能 な分 野、範囲か ら各 国国内通信 市場の統合化 を

推進すべ きであ る。

③ アジア ・太平洋地域の情報通信基盤の充実

ア ジア・太平洋諸 国にお ける一体 的経 済発展 を促進す るため、域 内ネ ッ

トワー クのISDN化 を促進す るとともに、ア ジア ・太平洋衛星構想、

アセアン ・テ レポー ト計画 を推 進すべ きであ る。

イ 国内政策

① 新 しい情報 流通産業の創出

企業活動 の効率化や快 適 な家庭生活 を実現す るため、 多様 な情報の生

産 と円滑 な情 報の流通に資す る新 しい情報流通産業 を創 出する必要 があ

る。

この ため、新 しいサー ビス提供事業者に対する企業化 情報の提供体制

の整備、情報通信産業の先端 性に対応 した資金調達 手段の改善 等の公的

支援措 置を講 じるべ きであ る。
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② 新 しい電波産業の創出

レジャー分野等における新 しい電波産業の形成等を促進するため、長

期的かつ総合的な視野に立った電波資源の開発 ・利用の指針を策定すべ

きである。また、今後の営利事業目的の電波資源の需要にこたえるため、

社会的 ・経済的価値 を評価 し、電波資源の最適配分が可能 となるような

制度を検討すべ きである。

③ 地方におけるアメニティの創生

東京一極集中を是正するため、生活利便性、文化的充足等都市生活に

おけるアメニティを地方にも創生することが必要である。

このため、高度情報通信機能 を有するア メニティ都市の建設 とその

ネットワーク化を図 り、情報入手においてコス ト面 も含めて東京 とホモ

ジニアスな環境を地方に創生すべ きである。

また、全国の郵便局を結ぶ衛星通信ネッ トワー クの構築による地域間

情報交流の促進や住民票、パスポー トの交付等の郵便局における公的住

民サービスの拡充を図るべ きである。

④ ゆとりある高齢社会への移行

急速な社会の高齢化が進展するなかで、今後は、技術 ・知識等の能力、

意欲、体力等を有する高齢者が増加する。

このため、就業、ボランティア活動等の面での高齢者の社会参加 を促

進するための高齢者の社会参加ニーズ情報の広域的流通を可能とする社

会 システムの開発、簡易に利用できる端末規格の策定等を行 うべ きであ

る。

(2)NTTの 在り方の見直 し

ア 背景

第2次 臨時行政調査会は、第3次 答申(昭 和57年7月30日)中 で、電

電公社について、
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① 電電公社の経営合理化 ・民営化

② 競争導入 による独 占の弊害除去

③ 経営管理規模の適正化

の3点 をあげ、 その経営状態の変更については、中央会社 と複数の地方

会社に再編成す ることを提言 したが、昭和60年4月 の電気通信制度改革

に際 しては、電電公社 は1社 体制の まま民営化す るこ ととされ、 日本電

信電話株式会社法の附則第2条 に見直 し規定 を設け、NTTの 在 り方 に

っいては5年 以内に再検討 す るこ ととされた。

同条は、「政府は、会社 の成立の 日か ら5年 以内に、この法律 の施行 の

状況及びこの法律の施行後 の諸事情の変化等 を勘案 して会社 の在 り方に

ついて検 討 を加 え、 その結 果に基づ いて必要 な措 置 を講ず る もの とす

る。」 と規定 してお り、2年3月 末が この期 限に当たって いた。

イ 電気通信審議会の答申

郵政 大臣は、昭和63年3月 、電気通信審i議会に諮問 を行い、2年 間五

十数 回にわたる審議 を経て、2年3月2日 、「日本電信電話株式会社法附

則第2条 に基づ き講ず るべ き措置、方策等の在 り方」につ いて答申を受

けた。その概要 は次の とお りである。

① 移動体通信業務 を一両年 内に分離 し、完全民営化す る。

② 長距離通信業務 を7年 度 を 目途に完全分離 し、完全民営化 する。

③ 長距離通信業務の分離 に当たっては、株主、債権者の権利の確保に

十分 配慮 す る。

④ 市内通信会社の在 り方 は今後の検討課題 であるが、当面1社 とす る。

⑤ 事業部制 の徹底、デジタル化の前倒 し、接続の円滑化等、公正有効

競争の実現 、NTTの 経営 の向上等 を図るための所要の措置 を講ず る。

ウ 政府の措置

政府 は、NTTの 在 り方 について検討 を加 えた結果、公正有効競争条
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件の整備、NTTの 経営の向上等を図るという電気通信審議会の答申の

精神を生かし、同年3月30日 、「日本電信電話株式会社法附則第2条 に基

づ き講ずる措置」を決定した。その概要は次のとお りである。

① 公正有効競争を促進するため、NTTが 長距離通信事業部、地域別

事業部制 を導入 ・徹底 してその収支状況 を開示するよう措置するとと

もに、移動体通信業務 を一両年内を目途にNTTか ら分離して完全民

営化する。また、接続の円滑化、内部相互補助の防止、情報流用の防

止、デジタル化の前倒 し等についても所要の措置を講ずる。

②NTTに おいて、徹底 した合理化案 を自主的に作成し、これを公に

し実行することとする。また、政府は、国民、利用者の利益の一層の向

上及び電気通信事業の一層の活性化 を図るために必要な規制緩和につ

いて実施す るとともに、NTTが 行 う株主への利益還元について十分

配慮する。

③ ①及び②の措置の結果 を踏まえ、NTTの 在 り方について7年 度に

検討を行い、結論を得 る。

④NTTの 研究開発の推進及び標準化活動への寄与について、一層積

極的な対応 を促進するとともに、我が国の電気通信の発展を図るため

の総合的研究開発体制の確立について検討する。また、電気通信の安

全 ・信頼性の向上のため、電気通信事業者による中央安全センタの設

立について、具体策を検討する。

⑤ 上記の諸措置を講ずるに当たっては、必要に応 じ、電気通信審議会

に所要の諮問を行 うこと等により、その着実な推進を図る。

(3)特 定通信 ・放送開発事業の推進

「地域の情報化 と情報機能の地方分散に資す る施策」について、民間

及び地方行政の有識者による 「地域の情報化 と情報機能の地方分散に関

する研究会」(元年5月 ～11月)を 開催 し、この検討結果等を踏まえて、
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2年 度より、情報の円滑な流通の促進に寄与する通信 ・放送開発事業を

支援するための予算措置等を講ずることとした(特 定通信 ・放送開発事

業実施円滑化法案)。

技術革新及び情報ニーズの増大を背景 とする社会経済の情報化の進展

に伴い、産業経済活動、国民生活において必要 とされる多種多様な情報

を入手 ・活用できるような高度かつ多様な情報流通手段に対する要請が

高まってお り、また、東京への情報機能の集中により東京 と地方の情報

格差が拡大 しているため、特に地方における情報流通を促進することが

喫緊の課題となっている。

このような要請にこたえるためには、情報の流通機能を担 う通信 ・放

送分野における高度かつ多様な事業の開発 ・普及(「特定通信 ・放送開発

事業」)を支援することによって、全国及び地域における情報の円滑な流

通を促進することが必要である。

この構想は、特定通信 ・放送開発事業の実施に当たっての阻害要因と

なる 「新規性」によるリスクの高さ、資金及び情報の不足等を改善する

ため、通信 ・放送衛星機構 を通 じた出資、債務保証、利子補給、情報提

供等による支援 を行 うものである。

特定通信 ・放送開発事業は、通信 ・放送新規事業(新 たな役務を提供

する事業又は新技術を用いて役務の提供方式を改善する事業、事業例:

ファクシミリ放送)、地域通信・放送開発事業(地 方において行われる電

気通信の高度化に資する事業、事業例:都 市型CATV)、 通信・放送共

同開発事業(高 度な電気通信技術の企業化 を共同して行う事業又は企業

化に必要な需要の開拓の事業[一 体的に行われる企業化のための共同利

用施設を整備する事業を含む。]、事業例:広 帯域ISDNサ ービス)の

3つ の類型から構成される。

(4)大 深度地下における通信施設の整備
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大都市の幹線系通信ケーブルは、私有地の地下利用が因難なため、ほ

とんどが道路の地下を利用 して建設されている。 しか し、近年、道路地

下利用の輻鞍の進展により、通信ケーブルの地中化が困難 となって きて

いる。また、大都市部の郵便輸送は、道路交通事情の悪化により輸送速

度が低下するとともに不安定 となっている。

このような状況に対処するためには、土地所有者等が通常使用 しない

大深度地下を利用 して、電気通信ケーブル、CATVケ ーブル等の電気

通信施設の整備 を進めるとともに、大都市部の主要郵便局間を大深度地

・下で結ぶ郵便輸送施設を建設する必要がある。

このため、郵政省は、大深度地下の利用に関 し、制度面、技術面、経

済性等の検討を行ってきたが、これ らの成果を踏 まえ、大深度地下にお

ける通信施設の構築を実現す るための大深度地下利用に関する法制度に

ついて検討 を進め、効率的な通信施設の整備 を推進することとしている。

2電 気通信振興のための環境整備

(1)2年 度税制改正

電気通信分野に関する2年 度の税制改正については、まず、最近の無

線通信需要の著 しい増加に伴 う電波資源のひっ迫に対処するため、「電波

有効利用促進税制」が創設された。また、CATVが 地域の情報化に果

たす役割の重要性にかんがみ、第3セ クターであるCATVに っいて、

固定資産税の軽減措置が新たに認められた。既存税制については、それ

ぞれ延長が認められるとともに、中小企業新技術体化投資促進税制(メ

カ トロ税制)に 「デジタルファクシミリ」及び 「海上無線印刷電信装置」

が、基盤技術研究開発促進税制(ハ イテク税制)に 「ミューズ試験信号

発生装置」等が追加 された。このほか、特定通信 ・放送開発事業の推進

のための基金に対す る負担金の損金算入等が認められた(第1-4-1



第4節 通信政策の動向 一131一

表参照)。

第1-4-1衷2年 度税制改正の概要

区 分 内 容

1電 気通信 ・放送事

業の振興

(1)新 第一種電気通信事業者の事業用設備に係る固定資産税の

課税標準の特例の適用期限の延長(2年 間)

② 一般放送事業者に対する事業税の軽減措置の適用期限の延

長(1年 間)

(3)CATV事 業用設備に係る固定資産税の軽減措置の創設

(4)電 線類地中化投資促進税制の適用期限の延長(国税1年 間、

地方税2年 間)

2電 波資源の有効利

用

電波有効利用促進税制の創設(対 象設備…MCA、AVM)

3通 信機器の普及 (D中 小企業新技術体化投資促進税制(メ カ トロ税制)の 適用

期限の延長(2年 間)と 対象設備の拡充(デ ジタルファクシ

ミリ、海上無線印刷電信装置を追加)

(2)エ ネルギー環税変化対応投資促進税制(エ ネ環税制)の 創

設

4電 気通信研究開発

の促進

(1)増 加試験研究費税額控除制度の適用期限の延長(3年 間)

② 基盤技術研究開発促進税制(ハ イテク税制)の 適用期限の

延長(3年 間)と 対象資産の拡充(広 帯域波長可変レーザー

発生装置、光スペクトラムアナライザー、ミューズ試験信号

発生装置を追加)

5国 際化の促進 (1)製 品輸入促進税制の創設

② 技術等海外取引特別控除制度の適用期限の延長(2年 間)

6地 域の情報化促進 (1)民 活税制の適用期限の延長(2年 間)

(2)特 定通信 ・放送開発事業の推進のための基金に対する負担

金の損金算入

(3}特 定通信 ・放送開発事業の債務保証文書に係る印紙税の非

課税
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(2)2年 度電気通信関連財政投融資

2年 度の電気通信に関連する財政投融資については、既存対象事業に

加え、新たに「電波地下利用普及基盤施設整備」、放送事業の整備 として

「FM放 送」、「通信新技術開発促進」及び 「共同役務開発提供基盤施設」

が 日本開発銀行等の出融資の対象 となった(第1-4-2表 参照)。

また、特定通信 ・放送開発事業 として通信 ・放送衛星機構への産業投

資特別会計の出資5億 円及び日本開発銀行の出資25億 円が新たに認めら

れた。

(3)地 域における社会資本としての情報通信基盤の整備

地方公共団体の出資又は拠出に係 る法人(第3セ クター)が 行 う民活

法対象事業等に対 して行われる無利子融資(Cタ イプ)に ついては、既

存対象事業に加え、新 たに以下のものが加えられた。

① ふるサットセンター施設整備事業

② 共同役務開発提供基盤施設

また、過疎地域活性化特別措置法の成立により、過疎債の起債対象が

「有線電気通信設備」、「無線電話」から 「電気通信に関する施設」に拡充

されたことに伴い、テレビジョン放送中継局等が新たに起債対象 となっ

た。

(4)ハ イビジョンの普及のための基盤整備

ハイビジョンの普及促進のために、通信 ・放送衛星機構が行 う衛星所

有業務に対す る産業投資特別会計の出資15億 円が認められた。

(5)基 盤技術研究促進センターの出融資

基盤技術研究促進センターは、民間活力を最大限に活用 して民間にお

いて行われる基盤技術に関する試験研究を推進するための機関であ り
、

民間が行 う試験研究に必要な資金を供給するために出資事業や融資事業

を行 うほか・国立試験研究機関と民間とが行 う共同研究のあっせん、海
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第1-4-2表 2年度情報通信分野における日本開発銀行等の
財政投融資枠の概要

対 象 事 業 金利及び融資比率 出 資 ソフ ト リー ス

1電 気通信基盤整備

(1)第 一種電気通信事業用通信システム

無線呼出し 県域超

県域内

(2)第 二種電気通信事業用通信システム

県域超

県域内

県域超 ・安信付き

(3)放 送型CATVシ ステム

放送型CATV施 設

CATV番 組供給施設 通信衛星利用

その他

(4)放 送事業の整備(テ レビジョン ・FM)一
⑤ 文字放送設備の整備

特利(5)、40%

特利(5)、40%

特利(4)、40%

特利(4)、40%

基 準 、40%

特利(5)、40%

特利(4)、40%

特利(5)、40%

特 利(4)、40%

特利(3)、40%

特利(4)、40%

=

=

一

〇

一

=

=
一

〇

〇

=

=
一

〇

〇

〇

〇

2電 気通信利用高度化促進

(1)電 気通信システム設計

② 衛星通信 ・衛星放送施設等整備

衛星通信施設

衛星放送施設

衛星管制施設
眠間及び第三セクター)

衛星放送受信システム

(3)周 波数の有効利用促進

㈲ 都市受信障害解消の促進

電波吸収体

(5)デ ータ通信バックアップセンター

㈲ 電気通信安全管理システム

(7)電 波地下利用普及基盤施設の整備促進

特利(3)、40%

特 利(5)、40%

特 利(5)、40%

特利(5)、40%

基 準 、40%

特利(4)、40%

特利(3)、40%

特利(4)、40%

特 利(4>、40%

特利(3)、40%

特利(4)、40%

○

=
}

二

=
一

=

○

=
一

=

=

○

○
一

一

〇

〇

一

〇

〇

=

=

Ω

特利(4>、40%

特利(4)、40%

特 利(4)、40%

一

〇

一

○

○

○

〇

二

3放 送高度化基盤整備事業

(1)ハ イビジョン ・システム地域整備事業

(2)ハ イビジョン放送普及促進センター

(3)放 送番組普及センター施設整備事業

4情 報処理 ・通信システム化促進

(1)い わゆるVAN及 び情報処理型CATV

いわゆるVAN県 域超 特 利(4)、40%

一 一 ○
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対 象 事 業 金利及び融資比率 出 資 ソフ ト リー ス

県域内

県域超 ・安信付き

情報処理型CATV

② ビデオテックス事業関連システム

(3)地 域振興情報処理 ・通信システム
(テレトピア)

(4)電 磁環境整備促進

基 準 、40%

特 利(5)、40%

特 利(4)、40%

特 利(4)、40%

特 利(4)、40%

特 利(3)、40%

=

一

○

○

一

○

○

一

5地 域高度情報通信基盤整備

(1)電 気通信研究開発促進施設整備事業

(テレコム ・リサーチパーク)

② 電気通信高度化基盤施設整備事業
(テレコムプラザ)

(3)多 目的電波利用基盤施設整備事業
(マルチ.・メディア ・タワー)

(4)テ レポート及びこれと一体的に設置され
るインテリジェントビル整備事業

⑤ 特定電気通信基盤施設及びこれと一体的
に設置されるインテリジェントビル整備
事業

特 利(5)、50%

特 利(5)、50%

特 利(5)、50%

特 利(5)、50%

特 利(4)、50%

○

○

○

○

○

一

一

一

『

一

一

一

『

一

一

6共 同役務開発提供基盤施設 一
Ω

一 『

7通 信新技術開発促進 特 利(5)、50% 『 Ω Ω

8電 気通信分野の国際協調の推進

(1)通 信衛星の輸入促進

(2)通 信機器の輸入促進

(注1)

6.0%、70%

6.0%、70%

(注)1.金 利 は、2年4月2日 現 在 の もの 。

2.下 線 は 、2年 度 に認 め られ た もの で 、融 資 要件 の 細 目は今 後検 討 され る。

外の研究者の招へい、その他民間において行われる基盤技術に関する試

験研究を促進す るために必要な業務を行っている。

元年度における新規採択案件に対する出資は、7件1億 円と決定され

た。この うち、電気通信関係の新規採択案件は、大規模通信 システムの

高信頼化 と最適運用に関する基礎研究、パブ リック ・パーソナル移動通

信システムの試験研究2件 、テレトピア推進法人の試験研究1件 、計3

件5千 万円と報道発表された(第1-4-3表 参照)。
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第1-4-3表 基 盤技術研究促進セ ンターの元年度新規出資採択案件(
電気通信関係)

(単位:百 万円)

テ ー マ 名

元 年 度
セ ン タ ー

出 資 額
会社名 概 要

大規模通信システムの

高信頼化 と最適運用に

関する基礎研究

18.0

㈱高度通信

システム研

究所

21世 紀の高度情報社会の中で最も重

要となる高度な大規模通信システムを

構築するための総合技術、特に大規模

通信 システムの統一的な高信頼化技

術、高度運用技術の研究開発

パ ブ リッ ク ・パ ー ソナ

ル移 動 通信 シ ス テム の

試 験研 究

26.6

移動通信 シ

ステム開発

㈱

多数の利用者の加入が可能で、周波

数の利用効率が高く、携帯可能で多様

なサービスに対応できる大容量のパブ

リック・パーソナル移動通信システム

を実現するため、基盤となる通信方式

技術、高能率音声符号化技術、デジタ

ル変復調技術、高速データ伝送技術の

研究開発

コンピュータマッピン

グによる雪総合情報シ

ステムに関する試験研

究

5.4
㈱情報セン

ター上越

豪雪地帯における生活の利便性、安

全性の向上及び地域産業の活性化を目

的として、センサー等から収集した雪

に関する各種の情報を統合し、かつ視

認性に優れた形で雪総合情報の提供を

可能とするコンピュータマッピングに

よる雪総合情報システムの研究開発

また、基盤技術の試験研究を行 う企業等に対する新規採択案件の融資

は、26件3億 円で、電気通信関係の新規融資案件は、15件1億5千 万円

と報道された。

3地 域情報化政策の展開

(1)テ レトピア指定地域の追加指定

元年度は名古屋市(愛 知県)、船橋市(千 葉県)及 び佐伯市(大 分県)

の3地 域を 「テレトピア指定地域」 として追加指定した。
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第1-4-4表 テ レ トピア追加地域の計画概要

地域名 テ ー マ タ イ プ 構築予定システム 主なメディア

名古屋市

(受知県)

21世 紀 に 向けて

「世界に開かれた

活力ある都市」、

「いきいきと暮ら

せ るまち」、「感性

豊かな都市」の建

設を目標 として名

古屋の新たな飛躍

を目指す。

先端産業型

物流 ・商流型

国際交流型

コミュニティタウ

ン型

①地域産業情報シ

ステム

②国際交流支援情

報システム

③ コ ミュニ ティ

ネットワークシ

ステム

デー タ通 信

カ ラー フ ァ ク シ ミ

リ

CAD、VRS

テ レ ビ会 議

CATV

ビデ オ テ ッ クス

船 橋 市

(千葉県)

「豊かで住みよい

近代都市」を目標

とし、新旧住民そ

して老若男女との

間のコミュニケー

ション の和 を結

び、個性的で魅力

あるスポーツ・文

化 ・都市環境を市

民すべてで創造す

る市民総参加型地

域社会の実現を目

指す。

コミュニティタウ

ン型

都市問題解消型

物流 ・商流型

①ケープルネット

ワークコミニニ

ケーションシス

テム

②新防災指令シス

テム

③空き駐車場表示
一

シスァム

④河川水害予防警

報システム

⑤パス総合表示シ

ステム

⑥産業交流パソコ

ン通信システム

CATV

無線 ファクシミリ

データ通信

CATV

ビデ オテックス

パソコン通信

佐 伯 市

(大分県)

ハイテク産業 と心

のや さしい まち

が、調和のとれた

まちづ くりを推進

し、「豊かな心、豊

かな福祉、豊かな

郷土」の実現を目

指す。

伝 統地 域 型

福祉 ・医 療 型

コ ミュ ニ テ ィタ ウ

ン型

観 光 ・レ ク リェー

シ ョン型

①産業支援情報シ

ステム

②在宅ケアサポー

トシステム

③保健 ・医療情報

システム

④ニューライフ支

援情報システム

⑤観光情報システ

ム

パソコン通信

多機能電話

データ通信

オフ トー ク通信

ビデオテックス



第4節 通信政策の動向 一137一

今 回の指定 に よ り、指定地域 は全国で73地 域 とな り、2年1月 末現在

で、62の 地域 において システムが稼働 している(第1-4-4表 参照)。

また、民活法に基づ く特定施設整備事業について も、元年度に新 たに、

東京 テレコム リサーチパー クとテレコムプ ラザ松江を認定 した。

4通 信産業設備投資等実態調査(元 年9月 調査)の 実施

電気通信事業者(第 一種、第二種事業者)及 び放送事 業者(有 線テ レ

ビジ ョン放送事業者 を含 む)全 事 業者 を対象に、今後の設備投資等の動

向を把握す るために元年9月 に初 めて 「通信産業設備投資等実態調査」

を実施 した(資 料3-41～3-43を 参照)。

① 概要

電気通信事業(NTT、KDDを 除 く)及 び放送事 業(NHKを 除 く)

全体の設備投資計画(工 事ベー ス)は 、総額5,407億 円で、前年度比19.5%

増加の高い伸 び を示 している。

NTT,KDDを 除 く第一種 電気通信事業 つ まり新規参 入事業では、

総額2,329億 円で前年度比21.3%の 増加 とな っている。また、第二種 電気

通信事業 は、総額1,553億 円で前年度比24.0%の 増加 とな っている。

放送事業(放 送及びCATV)は 、総額1,526億 円で前年度比12.9%の

増加 となってい る。うち放送事業(NHKを 除 く民間放送)は 、総額1,096

億円で前年度比6.3%の 増加 となってい る。また、CATV事 業は、総額

430億 円で前年度比34.4%の 大幅増加 となっている。

また、全体 の約3割 が投資 を追加 する可能性がある としてお り、特 に、

CATV事 業では約4割 が追加投資 を検討 中である。

② 目的別設備 投資計画

目的別 設備投資計画 をみ ると、電気通信事業 では、「需要増加 に対処」

す るため のサー ビス供給能力拡大のための投資の構成比、伸びが高い点
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が特徴 となっている。

第一種 電気通信事業では、 「安全 ・信頼 性の向上」の ための投資が前年

度比294.1%増 加 と非常 に高 くなってお り、特別 第二種電 気通信 事業 で

は、 「海外需要増加 に対処」す るための投資の伸 びが前年度 比39.1%の 増

加、構成比 も16.7%と 高 くな っている。 また、一般第二種 電気通信事業

では、特別第二種電気通信事 業に比べて 「維持 ・補修 」、「合 理化 ・省力

化」 のための投資の伸 びが高 くなっている。

放送事業 では、放送番組の充実 を図 るための 「スタジオ設備」、「建物

(局舎等)建 築」の投資が約5割 を占めてい る。 また、送受信 施設充実の

ための 「伝送路、アンテナ 」の投資が高い伸 びを示 してい る。

一方
、CATV事 業 については、サー ビス提供 エ リア拡大の ための、

「伝 送路、 アンテナ」の投資が約8割 を占め、高い伸 び を示 している。 ま

た、「建物(局 舎等)建 築」、「ス タジオ設備 」のための投 資の伸 び も高 く'

なっている。

5電 波利用の促進

(1)地 域振興のための電波利用の促進

(地域振興のための電波利用プロジェク ト)

多極分散型国土を形成するにあたって、情報通信基盤の整備にかけら

れる期待には大きいものがある。なかでも電波施設は、設置の簡便性、

使用の経済性等に優れ、使い勝手の良いメディアとしてその役割が再認

識されている。

このため郵政省では、地域特有の電波利用ニーズに即応した電波シス

テムの導入を通 じ、地域住民の生活向上、地域の社会経済活動の活性化

等に資するため、全国に11あ る地方電気通信監理局ごとに、管内1な

いし2の モデル地域を選定 し、地元自治体関係者、利用者、 メーカー等
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か らなる調査研究会 を設置 し、 当該 モデル地域 におけ るニー ズ調査、 シ

ステムの技術 的実験等 を行 ってい る。

現在、検討 されてい るもの として、スキー場 ・観光地等 リゾー トエ リア

における電波利用 システム、過疎地域活性化に資す るこ とを目的 とした

防災行政無線 を応用 した電波利用 システム、農 業 ・漁業等地元活性化 の

ための電波利用 システム等があ る。

(周波数 の割 当てに関す る事務 の分 掌)

これ まで、地方におけ る周波数管理は、全 国一律に行 うこ とを原則 とし

て きたが、今 後、各地域の地理 的条件、経済的諸条件等に沿 った柔軟か

つ 多様 な電波利用 を促進 し、 もって地域社会の活性化に積極的に貢献 し

てい くためには、従来の方式 を改め、各地方 ご とに異なる多様 な周波数

割 当て を実現す ることが必要 である。こ うした観点に立 ち、郵政省 では

元年9月 以降、各地方電気 通信監理局において、地域 の実情に即 応 した

周波数割当ての 「基本計画」 を策定 ・変更で きることとした。

今後 は、各地 方局 ご とにそれぞれの管内に特有 な電波利用ニーズを踏

まえて策定 した基本的計画に基づ く柔軟な周波数管理 が実現 し、電波の

公平かつ能率 的 な利用 を促 進す るこ とに よって地域の活性化の進展が期

待 され る。

(2)レ ジャー分野における電 波利用の促進

週休二 日制 の普及等に より労働 時間の短縮化 が進め られ、 自由時間が

増大 した ことか ら、国民生活においてレジャー志 向は ます ます高 まる傾

向にある。

一方、電波の利用は、近年一般 の人々 にご く身近に感 じられるまでに

普及 して きてお り、 レジャー分 野においても、現在一部でアマチ ュア無

線 な どが用い られてい るが、今後 は さらに必要不可欠 な役割 を担 ってい

くと考 えられ、その需要 は著 しく増大 してい くもの と予想 され る。
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このため、郵政省では、 レジヤー分野 におけるニー ズに応 えた適正 な

電波利用の確立 に資す ることを 目的 として、元年8月 か ら 「レジャー分

野 におけ る電波利用に関す る調査研 究会」 を開催 し、利用 者の意向 を反
　

映した需要の発掘と、将来動向の把握を行い、これに対応 した周波数の

供給および電波利用の可能性について検討 し、2年6月 にその結果につ

いてとりまとめることとしている。

また、特にマ リンレジャー ・スポーツの分 野について も 「マ リンレ

ジヤー'ス ポーツにおける通信手段の確保に関する調査研究会」を開催

し、2年3月 に報告が出されたところであり、この分野における電波利

用の促進を図ることとしている。

(3)高 度防災通信網の整備

災害多発国である我が国においては、非常時における正確かつ迅速な

情報の収集・伝達の手段 として電気通信は必要不可欠である。このため、

耐災害性に優れた衛星通信、移動通信等を積極的に活用 し、中央防災無

線、防災行政無線等の各種防災通信網の相互接続等防災通信網の高度化

を促進 し、防災のための情報通信機能の一層の強化を図っていくための

開発調査を2年 度から実施することとしている。

この構想を推進 しようとしていたところ、自治省が地域の情報化の観

点及び地方公共団体等における防災情報通信機能の拡充 ・高度化の観点

から通信衛星の共同利用構想(地 域衛星通信ネットワーク整備構想)を

打ち出したので、通信衛星の共同利用の点で整合を図 り、その推進母体

となる財団法人自治体衛星通信機構 を郵政省及び自治省共管法人として

2年2月 に設立認可した。

(4)無 線従事者制度の改革

最近における無線通信技術の進歩に対応 し、電波利用の一層の促進 を

図るため、無線従事者制度に関し、元年11月 に電波法の一部 を改正 した。



第4節 通信政策の動向 一141一

その概要 は、以下の とお りであ る。

① モー ルス通信や船舶 ・航空機 の遭難安全に係 わる無線設備 の操作な

どを除いて、十分 な能 力を有す る無線従事者の監督の下において無線

局の無線設備の操作 を無資格者が行 うこ とを認め るこ ととし、無線従

事者資格 を原則的に必置 資格 に移行す る。

② 資格取得 を容易にする観点か ら、現在の資格体系 を、陸 ・海 ・空の

利用分野 による区分 を基本 とす る体系 に改め る。

③ 無線従事 者国家試験事務の段 階的な民間委譲 を進め、行政事務の一

層の簡素合理化 を図 るため、指 定試験機関の指定 に係わ る試験事務 の

範囲を弾力的に拡大 で きるよう規定の整備 を行 う。

(5)航 空衛星通信 システムの導入

航空分 野においては、現在、VHF帯 及びHF帯 の電波 を用 いて航空

交通管制、運航管理通信 等が行 われてい るが、①VHF帯 につ いては通

信範囲が見通 し距離に限 られるこ と、②長 距離通信に用 い られ るHF帯

につ いては、電離層伝搬に より通信が不安定、低品質であるこ と、③ グ

ローバル な航 空衛星通信 を実施す るためには既存の空対 地の通信 システ

ムでは制約 があるこ と、な どか ら、航空衛星通信の実用化 に対す るニー

ズが強 く出て きている。

また、国内外 の航空会 社か ら、長距離国際線 での公衆 電話サー ビスの

提供、航空機 の安全運航 のため のデー タ通信の導入 を目的 として、衛星

通信 による高品質 な通信回線の提供 を求め る声が高 まってお り、航空衛

星通信 システムの確立に向け各 国 ・諸機 関にお いて検討が進め られてい

る。一方、 こうした動 きを受け、 インマルサ ッ トでは、昭和60年 に航空

通信サー ビスも提供 できるように条約 改正 を行 い、元年10月 に発効 した

ところである。

この ような状況の もと、郵政省通信総合研究所、 日本航空㈱、KDD
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等が中心 となって昭和62年10月 か らインマルサ ッ ト衛星 を使 った世界初

の航 空衛星通信 実験(電 話の通信実験及びデモ ンス トレー シ ョン)を 数

次にわた り行 い、昭和63年3月 に終 了 した とこ ろであるが、引 き続 き実

用化 のための さらに詳細な実験 を2年 か ら行 う予定 である。

郵政省では、これ らの実験結果 を もとに、 また、世界的 な技術 基準策

定等の動 きを配慮 しつつ、我が 国に航空衛星通信 システムの導入 を図 る

ため、元年11月 に電波法 の一部改正 を行 うとともに、元年12月 に関係省

令の改正 を行 った。 これに より、2年10月 頃か ら航空衛 星通信 サー ビス

が開始 される予定であ る。

(6)航 空機衝 突防止装置(ACAS)の 導入

ACASは 、電波 を利用 して航 空機 の衝突 を回避す る もので、ACA

Sを 搭載 した航空機 は、周辺のATCト ランスポンダ(自 動応答装置)

を搭載 した航空機 に対 して質問信号 を送信 し、相 手機か らの応答信号 を

受信 ・解析 して相 手機の 距離、高度及 び方位 を測定す る。 これ によ り衝

突の可能性の有無、衝突 までの時間、高度差等 を計算 し、パ イロ ッ トに

音声等で警報 を与え適切 な回避 情報 を提供す るものである。

米国では、昭和62年12月 にACAS一 皿の装備 の義務化等の ための連

邦航 空法が改正 されたのに伴ない、元年2月 、航 空機の搭載の ための具

体 的な内容 を規定 した連邦航空規則が発効 した。

ICAO(国 際民間航 空機関)に おいて も昭和58年5月 か ら国際標準

等の原案作成のため検討 を始めてお り、元年4月 に世界 的運用評価 を行

うため の中間SARPs(標 準及び勧告方式)が 作成 された。 また、国

内では、2年6月 か ら運用評価のため の実験 を開始す る予定 である。

郵政省 では、ACASの 導入 を図 るため検討 を進め、2年3月 に電気

通信 審議会か らその技術 的条件についての答 申を受けた。 また、2年5

月に本装 置の導入の ための関係 省令の改正 について電波監理審議会 に諮
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問す る予定 であ る。

(7)成 層圏無線中継 システム

成層圏無線 中継 システムは、高度約20kmの 成層圏に無線中継器 などを

搭載 した無 人の飛行体 を長期 間無着陸で滞空 させ、 これ を無線 中継基地

として利用す るこ とに より、直径100㎞ ～300km程 度 の地域 をサー ビスエ

リアとして簡易 な端末に よる安 定 した通信サー ビスの提供 を実現 しよう

とす るものであ る(第1-4-5図 参照)。

また、 このシステムは、太陽の観測 及び地球環境 の監視、不法無線局

の高精度の探索等種々の分 野に応用で きるほか、高高度 に位置す るため

第1-4-5図 成層圏無線中継システムの概念図
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広い範囲 を低コス トでカバーでき、山岳等の陰になる地域が少ないこと

か ら、地方都市や過疎地域での利用も期待 されるなど、広範な社会的要

請に応えうるものである。

このため、郵政省では、元年9月 から 「成層圏無線中継システム研究

会」を開催 し、利用形態、要素技術、既存システム及び環境への影響な

どの事項について調査研究を行い、実用化の可能性の検討を行 う。

(8)重 要無線通信妨害対策について

近年、放送や警察、消防、海上保安、航空無線等の人命若 しくは財産

の保護の用に供される重要無線通信に対し、電波妨害事案が相次いでい

る。

元年の主な事案 としては、6月 に発生した東京都議選挙にからむ東京

都杉並区の防災行政無線及びNHK総 合 テレビジョン放送に対する妨

害、9月 に発生 した 「ラジオ大阪」に対する妨害があり、いずれも意図

的かつ悪質な電波妨害である。

こうした重要無線通信妨害に対 し、郵政省は、昭和59年 から妨害波の

発射方位を瞬時に測定するセンサス(超 短波遠隔方位測定設備)を 、関

東、近畿及び九州地区へと順次配備する等、監視施設の近代化に努める

とともに、重要無線妨害事案が発生 し、または発生する恐れのあるとき

は、「対策本部」を設置 し特別電波監視 を実施 している。特に、元年2月

の 「大喪の礼」の際には、重要無線通信の円滑な運用の確保に貢献した。

また、2年10月 には新東京国際空港(成 田)の 航空関係無線を保護し、

航空機の航行の安全の確保 を図るため、瞬時に妨害波の発射地点を探知

す る 「電波発射地点探知システム装置(E210)」 を最新式のものと更改

す る。
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6放 送の充実の ために

(1)放 送法及び電波法の一部改正

近年の著 しい技術革新等に より、放送 を取 り巻 く環境 も日々変化 して

い る。 この ような環境の変化に対応 し、時代 に適応す る放送制度 とす る

ため、元年6月 、通信衛星 を利用 した放送が円滑に実現す るようにす る

こ となどを内容 とす る 「放送法及び電波法の一部 を改正 す る法律」が成

立 した。

この法律 の内容 は、以下の とお りである。

ア 通信衛星 を利用 した放送 サー ビスの実現

元年3月 以降相次 いで打 ち上 げ られた民間の通信衛星は、従来の通信

衛星 と比較 してパワーが大 き く、 また、受信 技術 も向上 しているこ とか

ら、これ らの衛星 を利用 して公衆向けのサー ビスを行お うとす る者 も現

れて きた。そ こで、通信 衛星 を利用 した放送サー ビスの円滑な実現 を図

るため、通信衛星 の利用実態に合 わせ、衛星 を利用 して放送サー ビスを

行 お うとす る者(委 託放送事業者)が 、衛星の管理運用者に放送番組の

送信 を委託 し、その まま放送 させ る という新 しい制度の導入を図 った。

イNHKの 業務 の適正かつ 円滑な運営の確保

NHKは 、厳 しい経営の合理化 、効率化 を迫 られてお り、今後、従 来

に もまして関連団体 の積極的 な活用 も必要 とされている。そこで、NH

Kは 、 自らが定め る基準 に従 って、その業務 の一部 を委託す るこ とがで

きるようにす る とともに、監事 は、NHKの 業務、財務 の状況 を十分 に

把握す るため に必要 がある ときは、子会社について も、その業務及び財

産の状況につ いて監査が行 えるようにした。

ウ 放送番組セ ンターの設立

近年、社会的、文化的に も貴重な財産であ る放送番組 を組織的、継続

的 に収集 ・保管 し、広 く国民に公開す る社会 システム(放 送 ライブ ラ リー)

r
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を整備 す ることが強 く求 め られていた。 そ こで、 この よ うな業務 を適正

かつ確実に行 うこ とがで きる と認め られ る者 を、郵政 大 臣は、全 国に一

を限って 「放送番組セ ンター」 として指 定で きるこ とと し、円滑 な放送

番組 の収集がで きるように した。放送番 組センター として指 定 された も

のは、放 送番組 を収集 し、保 管 し、公衆に視聴 させ る業務 のほか、放送

に関す る情報の収集及び提供 等の業務 を行 うこ ととしてい る。

(2)ハ イ ビジ ョンの推 進

ア ハ イ ビジ ョン ・シティ構想の推進

郵政省 では、都 市の生活空間にハ イビジ ョンを導入 し、活気 と潤 いに

あふれた先進都 市 を構築す るこ とに より、地域 の活性化 と魅力 ある都 市

づ くりを目指す 「ハ イビジ ョン ・シテ ィ構想」 を推進 してお り、2年4

第1-4-6図 ハ イ ビジ ョン ・シテ ィモデル都市マップ

23地 域(24都 市)



第4節 通信政策の動向 一147一

月に9地 域 を指定(二 次指定)し 、現在、23地 域(24都 市)を モデル都

市 として指定 している(第1-4-6図 参照)。

現在、第一次指定 の各 モデル都市においては、具体的 なシステム構築

に着手す る段 階に きてお り、郵政省 では、財政、税制面 の優遇措置 を通

じ、全面的に支援 してい くこととしてい る。

モデル都 市では、今後 システムの構築 ・運営、 ソフ ト制作等 を進め て

い くこ ととなるが、システムの導 入事例 も少 ないことか ら、具体 的な計

画の推進に当た って、適切 な情報 の提供 、関係機関の協力 ・支援 を必要

としている。 このため、ハ イビジョン関連情報 の提供やハ イビジ ョン導

入に関す る中立的・総合的な相談等を行 うことを目的 として、元年12月 、

放 送事業者、 メーカー、 ソフ ト制作者、電気通信事業者等 関係団体 によ

り、ハ イビジョン ・シティ支援連絡会が設立 され た。

今後、郵政省 では、ハ イビジョン ・シテ ィ相互間等における映像情報

利用 の在 り方、ハ イビジ ョン ・シティ間 を結ぶ 映像情報ネ ッ トワー クの

構成方法、ハ イ ビジ ョン広域 ネ ッ トワー ク ・システムに係 る基本 システ

ム設計等について、2年 度に調査研究 を行 う予定 である。

イ ハ イビジョン ・ソフ トの充実

ハイビジ ョンの普 及促進に当た っては、質 ・量両面での ソフ トの充実

が重要 であるこ とか ら、ハ イビジョンの ソフ トの制作及び流通 に係 る諸

課題 を整理 して、 その活性化 を図 る方策 を検 討す るため、「ハ イ ビジョ

ン ・ソフ トの制作及び流通の活性化 に関す る研 究会」 を開催 し、2年3

月に報告書 を公表 した。

ウ 国際花 と緑の博覧会におけ るハ イビジョン ・サテライ トの展開

2年4月 か ら9月 まで開催 され る 「国際花 と緑の博覧会」の状況等 を

全 国各地のサテライ ト会場においてハ イビジョンによ り放映 し、博覧会

を盛 り上げ るとともに、ハ イビジョンを広 く国民に周知す ることとして
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'・る。

:3)ふ るサ ッ ト構 想の推進

「ふ るサ ッ ト構想」 とは、通信衛星 を利用す るこ とに よ り、全 国の各

也域が 自 ら情報の発信源 とな り、地域の情報化 ・活性化 を図 る構想であ

る。 この構想の一環 として、 スペー ス・ケーブルネ ッ ト(2年3月 現在、

.1社が番組供給 を行 ってい る。)によ り各地のふ るさ と情 報 を全 国のCA

rvに 向け送信 す るため に共同で利用す るセ ンターであ る、ふ るサ ッ ト

センター の設立が考 えられてい る(第1-4-7図 参 照)。

ふ るサ ッ トセ ンターは、CATV事 業者、地方公共団体 、地元企業、

臨工会議所、観光協会な どが参画 して運営 され、各地 のイベ ン ト、産業、

寺産物、観光案 内、伝統芸能 などのふ るさと情報番組 をその地域か ら発

言す るための情報発信基地 であ る。 ふ るサ ッ トセ ンターの設立に よ り、

也元のPRや 地域の情報化、地域の振興 に資す るこ とが期待 され る。

ふ るサ ッ トセンター の設立 に際 しては、郵政省 として も積極 的に支援

してお り、既 にCATVに 対 して通信衛 星 を利用 して番 組 を送信す るた

わのセ ンター の設立に対 して 日本開発銀行等 か らの 出融資制度が認め ら

江てい るが、2年 度予算案 ではテレ トピア指定地域 内におけ る無利子融

嚢制度の適 用が新 たに盛 り込 まれている。

なお、元年10月 に開催 されたスペー ス・ケーブルネ ッ トデモンス トレー

ンヨンの コア イベ ン トとして、期間中一週間にわた り、通信衛 星の トラ

ンスポ ンダを共同利用 して、各CATV事 業者等の制作 したふ るさと情

限番組、各地 のイベ ン ト中継 等を全国各地のCATVを 通 じて加入者に

雪己信す る と同時に郵便局 、駅 等に設置 したテ レビに映 しだす、ふ るサ ッ

ト構想のデモ ンス トレー シ ョンが実施 され た。
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第1-4-7図 ふ るサ ッ トセンター概略図

ふ るさ とのイベ ン ト中継

地場産業の紹介

講 、

鴨 ・

、
、

轡
ふ るさとの特産物の紹介

ビデオテー獄 禽

魯 陣團
各地のふ るさ と情報 を

収集、編成 して全国へ発信

通信衛星

團
CATV

(4)衛 星放送受信 対策基金の創設

テレビジ ョン放送の難視聴解消につ いては、従 来か ら中継局の設置、

共 同受信施 設の整備、受信技術 の開発等 によ り、積極的に取 り組 んでき

た ところであるが、昭和59年 度以降、NHKの 難視聴解消については、

衛星放送に よりその解消を図って きた ところであ る。
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元年度補正予算において、通信 ・放 送衛星機構 に30億 円 を出資 し、「衛

星放送受信対策基金」を創設 し、その運用益 に よ り、NHKの テレビジョ

ン(地 上)放 送が良好 に受信で きない難視聴地域にお いて衛星放送 の受

信 設備 を設置す る者 に対 し、その設置 のために必要 な経費の一部 を助成

し、難視聴解消 の実効的な促進 を図 ることとな った。

7郵 便事業の新たな飛躍を求めて

(1)新 東京郵便局等の設置

近年における情報化の進展 ・好景気に伴 う物流の活発化等による郵便

物数の急増に対処 し、利用者に対するサービスの向上 ・首都圏における

郵便ネッ トワー クの改善 を図るため、2年8月 の営業開始を目途に、東

京都江東区新砂に新東京郵便局 ・東京小包郵便局を建設中である。

また、郵便車 との積卸 し作業等の省力化 ・郵便物の品質保持 を図るた

め、新東京郵便局 ・東京小包郵便局の開局に併せて、ロールパ レット・

パレッ トケース輸送を全国で実施する。

(2)郵 便物の増加に対応する要員の配置

郵便物が急激に増加 している中で、多様化 ・高度化 した利用者のニー

ズに的確にこたえ得るサービス水準を確保 してい くために、急増する郵

便物の処理に必要な要貝を配置していく。

また、これ と併せて、業務処理システムの見直 し・各種機械類の機能

アップ等・事業運営の効率化を図ることにより、業務量の増加に対応し

てい く。

(3)業 務委託方式による小規模店舗の設置

近年・大都市(特に東京)においては、地価が高騰 してオフィススペー

スの確保が困難であることなどから、郵便局が極度に不足 し、郵便局の

ネッ トワー クが十分機能していない状況にある。
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そこで、大都市におけ る郵便局の不足 の解消に資 し、利用者の利便 の

向上 と地域社会の振興 を図るため、大都市に業務委託方式 による小規模

店舗 を設置す る予定である。 ●

業務委託方式に よる小規模店舗 を設置す るため には、郵政窓 口事務 を

委託する場合の根拠法 である簡易郵便局法 を抜本的 に改正す る必要が あ

り、第118回 国会に 「簡易郵便局法の一部 を改正す る法律案」を提 出 して

いる。

(4)郵 便局 の土地の高度 利用

近年、大都 市 を中心 に、土地 の有効 利用が求め られているが、郵便局

はその多 くが市街地 の中心部 な ど利便 の 良い場所 にあ るに もかか わ ら

ず、平面作業 の必要性か らそのほ とん どが比較的低 層に とどまってお り、

これを高度利用す ることが求 め られている。

そこで、2年 度において、郵便局の土地の高度利用等郵便事業運営基

盤 の整備 に関す る調査研究 を実施す る予定 である。

(5)郵 便局の窓 ロサー ビスの多様化

地域 に密着 した国の行 政機 関であ る郵便局 の窓 口を活用 して、住民

票 ・パスポー ト・鉄道乗車券等の交付サー ビスを行 うなど、窓 ロサー ビ

スを多様化 して、地域住 民の利便の向上 を図 るべ きであ るとの提言 ・要

望が寄せ られて いる。

そこで、2年 度において郵便局の窓 ロサー ビスの在 り方に関す る調査

研究 を実施す る予定である。

なお、住 民票等の郵送 サー ビスは、郵便局窓口に専用 の申込用紙 ・封

筒(往 信 ・返信)を 用意 してお き、郵送に よる住民票等の請求 ・交付 を

行 うことによ り、住 民の利便 向上 を図 るサー ビスであるが、昭和62年4

月、千葉県佐倉 市において開始 されて以来、地域住民の好評 を得 てお り、

地方公共 団体 との連携の下に他 の市町村へ も拡大 してきて いる(2年3
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月末現在、約330市 町村、約3,200局 で実施)。

(6)外 国郵政庁 との郵便惰報 ネ ッ トワークの構 築
　

外国郵政庁との航空郵袋授受及び運送料決済のための事務処理の迅速

化 ・正確化を図 り、国際郵便物の品質管理 を向上させるため、既に差立・

到着郵袋の情報をコンピュータで交換する実験 を始めている米国 ・西独

及び我が国との航空郵袋の交換数がアジア諸国の中で最 も多 く、 また、

全世界でも上位にある韓国との間でコンピュータ ・ネットワー クを構築

する。

(7)国 際郵便追跡システムの構築

国際書留 ・国際小包郵便物を一層安全かつ確実に送達す ることを確保

するため、着否照会に迅速に対応できるように、国際書留追跡システム・

国際小包追跡システムを構築する。

(8)開 発途上国の郵便関係職員の受入れ

開発途上国の郵便事業においては、人材育成のニーズが高 く、外国へ

の支援要請が強いので、その面の先進国である我が国は、開発途上国郵

便事業の改善 ・充実に資するため、この受入れを実施す る。

受入れは、開発途上国郵政庁の郵便関係職員を対象 とし、郵政省施設

において行い、一年間日本語研修 ・郵便事業の研究 ・特定局 を含む郵便

局での調査 ・研究等を行 う。

なお、受入れの具体的内容の策定に当たっては、郵便局制度が地域社

会の安定 ・振興に果たす役割についての理解を深めること、我が国の職

員との人的交流に十分配意する。

(9)郵 便イメージキャラクターの決定

国民の基本的な情報通信手段である郵便が、一層国民に信頼 され親 し

まれ、円滑な郵便行政の推進に資す ることができるよう、2年4月27日 、

「郵便イメージキャラクター」を決定し報道発表した。
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郵便イメージキャラクター

8技 術開発の推進

(1)電 気通信分野における研究開発の推進

ア21世 紀を展望 した情報通信技術開発に関する基本方策について

我が国における 「電気通信技術に関する研究開発の在 り方」について

昭和63年10月 に電気通信技術審議会に対し諮問(諮 問第40号)さ れ、元

年4月 に答申がなされた。

同答申では、「豊かな国民生活の実現に向けて」、「世界 とともに生きる

ために」という基本理念に立ち、以下の方策について具体的に取 り組む

べ きであるとしている。

① 国 として電気通信技術の研究開発計画を策定するための体制の整備

② 基礎的、先端的、学際的、高 リスク・高負担の研究、公共性の高い

研究及び標準化に係わる分野における国を主体 とした研究開発の推進

③ 産 ・学 ・官の連携、基礎から実用化を指向した一貫 した研究開発、
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国際共同研究を推進する場 としての総合的研究開発の機構の整備

④ テレコムリサーチパー ク、基盤技術研究促進センターの活用等によ

る地域の研究開発の推進

⑤ 国際研究交流を促進するための環境整備

⑥ その他、技術移転の促進、創造的人材の確保、研究情報ネットワー

ク ・データベースの整備、民間の研究開発に対する財政的支援等

郵政省では、この答申を受けてさらに検討を進め、昭和62年8月 に策

定された電気通信技術に関する研究開発指針の抜本的な見直しを行 うた

め、2年3月 に電気通信技術審議会に対 して 「21世紀を展望 した情報通

信技術開発に関す る基本方策について」の新たな諮問(諮 問第47号)を

行った。

イ 電気通信フロンティア研究開発の推進

21世紀における多様なニーズに対応しうる高度な情報通信サービスを

提供す るためには、従来の電気通信技術の分野にとらわれずに幅広い分

野にわたる基礎的 ・先端的研究開発が必要不可欠である。

このような状況の下、郵政省では 「電気通信フロンティア研究開発」

を郵政省通信総合研究所 を核 として、民間、大学の幅広い分野にわたる

研究機関が協力する産 ・学 ・官の連携により昭和63年 度より推進 してい

る(第1-4-8図 参照)。

さらに、元年11月 に国内外の研究者及び政策担当者を招 き、「電気通信

フロンティア国際フォーラム」を開催 し、基礎的 ・先端的研究開発につ

いて情報交換 を行 うとともに研究者の積極的な交流を行った。

また、郵政省通信総合研究所に外国人研究者を招へいす るなど、国際

共同研究を推進 している。

研究開発分野については、高品質映像や高品質音声等の大量伝送や新

たなメディアに対応するための「超高速通信技術」、生体の持つ優れた知
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第1-4-8図 電気通信 フロンティア研究開発の推進体制
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的機構 をモデル化 して電気通信 システムに応用 し、超 高能率 な符号化 を

可 能 にす る等の知的通信 サー ビスを実現 す る 「バ イオ ・知的通信技術」、

多様化す るニー ズに対す る柔軟 性及び高信頼 性を有 し、かっユーザの立

場 にたったインタフェース を有す るネ ッ トワー クを実現す るための 「高

機能 ネッ トワー ク」の3分 野 を現在推進 してい る。

(2)ISDN構 築の推進

アISDN新 技術開発 の推進

ISDNは 、従来の通信網 にはない様 々な特徴 を有 してお り、今後の

インフラス トラ クチャー としてその普及が期待 されている。我が国 では、

昭和63年4月 に基本 インタフェー スのサー ビスが開始 され たのに続 き、

元年6月 には一次群 インタフェー スのサー ビス及び国際ISDNサ ー ビ

ス も開始 され るな ど、サー ビスの拡充が進め られている ところである。

ISDNに つ いては従 前 よ りその技術 的可能性 は指摘 され ているが、

利 用者側 に とって の幅広 い用途 及び提供者側 に とって の幅広 い利用 者

ニー ズは互いに十分 に把握 されている とは言えないのが実情 である。

このため、ISDNシ ステムの利用者側 と提供者側の情報交換、利用

者 ニー ズに立脚 したISDN新 技術 の開発及び各種啓発活動 を行 い、情

報通信の健 全 な発展 に寄与す ることを目的 として、2年2月 より 「IS

DN新 技術開発協議会」が財団法人テレコム先端技術研 究支援 センター

を事務局 として開催 されて いる(第1-4-9図 参照)。

協議会 には、学識経験者、民間企業及 び地方公 共団体等か ら117会 員(2

年4月1日 現在)が 参加 し、情報提供 ・情報交流、調査 ・研 究及び周知 ・

啓発 の3つ を柱 として活動 を行 っている。

イ 広帯域ISDN構 築の推進

よ り高度化及 び多様化す るニー ズに的確 に対応で き、かつ、サー ビス

の統合化 を経済的に実現 で きる電気通信 ネ ッ トワー クと して広帯域IS
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第1-4-9図ISDN新 技 術開発協議会の組織図

協議会総会

『 幹事会

調査研究部会 普及部会

『 事務局

DNの 早期構築 が期待 されてい る。

このよ うな状 況の下、広帯域ISDNの 円滑な構築 を図るこ とを目的

として、「広帯域ISDN推 進 協議会」が財 団法人テレコム先端技術研究

支援 センター を事務局 として開催 され、元年9月 に第1回 会合が行 われ

た(第1-4-10図 参照)。

この協議会 では、広帯域ISDNに 期待 される多様 なニー ズに こたえ

るため、利用す る立場か らサー ビスについて検討 を行 う 「サー ビス分科

会」及 びネ ッ トワー クを中心 としたシステム全体 に関す る技術的事項に

っいて検討 を行 う 「システム分科会」に よ り詳細 な検討 を行 っている。
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第1-4-10図 広帯域ISDN推 進協議会の位置付 け

郵 政 省

通 信 政 策 局

通信総合研究所

電気通信技術審議会
CCITT委 員会

第9専 門委員会

電気通信関連各種団体
TTC、BTA第

㈱ テレコム先端技術研 究支援

センター

_墨 」 悪
呂

,

支援
,

実施
広帯域ISDN推 進協議会

参
加
一

提
言
噸

,

A
連

^参 報

携 加 告

■

]・

学識経験者

電気通信事 業者

メー カ

ユーザ 等

協力
,

関

連

プ

ロ

ジ

ェ

ク

ト

ウ 国際的ISDN共 同研 究の推進

近年、ア ジア諸国におけ るISDNに 対す る取組 は推進 されつつ あ り、

技術協力に対す る我が国への期待 も高 ま りつつあ る。・

この ような背景か ら、郵 政省の提 唱によ り、 日本及 びア ジアの関係諸

国の産 ・学 ・官の各機関の参加 を得 て、昭和63年4月 に 「ISDN国 際

共 同研究会 」が設立 された(第1-4-11図 参照)。

研究会 の参加 国は、 日本、 イン ドネシア、韓 国、フ ィリピン、 シンガ

ポール、 タイの6か 国 であ り、マ レイシア及び中国が オブザーバー とし

て参加 してい る。

研究会の活動 状況 としては、「ISDN基 盤技術」、「ISDN標 準化 に

関す る相互理解 」等 をテーマ としたワー キング ・グループ1及 び 「企業

通信の現状 と将来」、 「ISDNの 利用 モデル」等 をテーマ としたワー キ
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第1-4-11図ISDN国 際共同研究会の組織図

管 理 委 貝 会

全 体 会 議

㌃ ㌔ 了

㌃ 酵 ζ

事 務 局

ング ・グルー プ2の2つ のワー キング ・グループで各研 究テーマに関す

る検討 が行 われてお り、元年5月 には ソウルで第2回 管理委員会、第2回

全体会議 及び第3回 ワー キング ・グループ会合が、 また、元年11月 には

ジャカルタで第4回 ワー キング ・グルー プ会合が開催 されてい る。

なお、研究会の活動期 間 としては、5年3月 までの5年 間が予定 され

ている。

(3)電 波利用技術の開発

ア 周波数 資源 の開発

将来 ます ます増大す る と予測 され る電波に対す る需要に対応 して安定

した周波数の割 当てを可能 とす るためには、周波数資源 の開発 を推進 し

てい くこ とが重要 である。

このよ うな状 況の下、準マイ クロ波帯(1～3GHz)の 利用技術 の開

発につ いては、移動通信に利用す るために必要 な電波伝搬特性デー タの

取得 及びその評価 ・解明 を行 い、 多大な成果 を得 た。 この成果は、今後

この周波数帯 を使用す るシステムの技術 的条件 を定め るための基礎的資

料 として、 また、周波数利用計画 を作成 す る場合 の基礎 デー タとして反
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映されるものである。

一方、 ミリ波帯(30～300GHz)の 利用技術の開発については、元年5

月に電気通信技術審議会か ら答申を受けている。

同答申では、 ミリ波帯においては西暦2000年 までには多数のシステム

が実現 し、西暦2010年 にはミリ波利用機器の市場規模は1兆 円にもなる

とされてお り、 ミリ波利用環境の整備、技術開発の推進のための行政上

の支援の必要性が提言されている。

イ 移動体PCM音 声放送の研究

我が国における音声放送メディアに対する高度化への期待並びに移動

体に対する音声放送メディアの技術進展に対応するため、郵政省では「移

動体PCM音 声放送研究会」を開催 し、元年11月 に第1回 会合を実施 し

た。

本研究会では、 自動車、船舶等の移動体に対 して、現行FM放 送 を上

回るコンパクトディスク相当の高品質な音声放送を行 うシステムを開発

するため、需要動向調査 を実施 し、システムの基本的要求条件、衛星系

及び地上系のシステムイメージ等の検討を行うとともに、最適な周波数、

変調方式、周波数共用技徽 その他技術的条件の調査研究を行っていく

こととしている。'

高度化する国民の需要に対応するとともに、先端的な放送技術の急速

な国際的進展に対応 し、主に世界無線通信主管庁会議や国際無線通信諮

問委員会(CCIR)に 本調査研究に基づ く結果を提案するため、研究

会の継続期聞を約2年5か 月とし、世界無線通信主管庁会議でUHF帯

衛星音声放送の周波数の分配に関する論議が行われる4年 までに結論を

出す予定 としている。

(4)地 球環境保全への取組

地球環境問題については・元年7月 のアルシュ ・サ ミットにおいても
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大 き く取 り上 げ られ、地球環境 の保 全のための断固たる行動が必要 であ

るとい う基本認識 で合意 す るとともに、各国に対 し、必要 な技術の開発

並びに地球 的規模 の環境 の観測及 び監視 の強化が要請 されてい る。

我が国では地球 環境保 全に関す る関係閣僚会議 において元年6月 、地

球環境保全施策等 の基本的な方 向につ いて申合せ がなされ、その中で観

測 ・監視 については、広域的な大気、海洋、生態系等の観測及び人工衛

星による全地球 的な環境監視 の分野 で積極 的に貢献す ることとされた。

また、10月 には 「地球環境保全 に関す る調査研究、観測 ・監視及び技術

開発の総合 的な推進 につ いて」が申 し合 わされ、各年度 、政府全体 の総

合推進計画 を策定 し、関係各省庁 はこれに基づ き施策 を推進す ることと

なった。

この ように、地球環境保全の ためには、環境 の現状 と今後の推移 を正

確に観測、把握 して対策 を講 じる必要が あるが、地球規模 の環境観測 に

ついては、衛星等 を利用 して行 う電波等 による リモー トセ ンシングが有

効かつ効率的 な手段 の一つ である。 またぐ地球環境情報の国際的、学際

的な相互利用の促進が重要 とな る。

このため、郵政省では、「地球 環境保全 におけ る電波利用 と情報通信 に

関す る懇談会」 を元年9月 に開催 し、調査研究 を進めてお り、第1段 階

の取 りまとめ を行 った ところであるが、今後は、関係閣僚会議の 申合せ

を踏 まえ、 リモー トセンシングの分野 での豊富な経験 と実績 を有す る通

信総合研究所 を中心に、以下の ような研究開発 を積極的に推進す るとと

もに、世 界各国で観測 された地球環境情報 を効率的に収集、蓄積 、処理、

提供、交換す るための国際環境情報 ネ ッ トワー クの構築 にむけて、関係

各省庁、各機関 と協力 し、必要 な検討 を行 うこととしてい る。

(熱帯降雨 の観測)

熱帯降雨は、地球全体 の約3分 の2の 量 を占め、豪雨 ・洪水等によ り
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多数の被害をもたらす とともに、エルニーニョ等で代表 される熱帯地域

の数年規模の気候変動の原因となっているが、 これを地球的規模で効率

的に把握するため、日米共同プロジェクトとして推進 している熱帯降雨

観測 ミッション(TRMM)の 一環として、衛星搭載用降雨 レーダの研

究を推進している。

(大気中の微量ガスの観測)

現在、国際的に特に対策が急がれているオゾン層の破壊、地球温暖化

問題解明のため、オゾンをはじめ とする大気中の微量ガス成分 を高精度

に観測す る 「短波長 ミリ波帯電磁波による地球環境計測技術の研究」を

推進している。

(太陽活動の観測)

地球環境の変化の正確な推移の把握には、地球系全体のエネルギー収

支を正確に観測する必要があり、そのためには、太陽活動や地球の高層

の状態を観測する必要がある。

そこで、コンピュータ通信 を利用 して世界各国の観測データを収集 し、

太陽及び太陽地球間の正確な環境測定 とその予報のための 「宇宙天気予

報システム」の研究開発を推進 している。

9字 宙通信 に関 する主 な動 き

(1)宇 宙通信 開発の推進

米国においては、1989年7月 、プ ッシュ大統領 が、「有人宇宙探査構想」

を発表 し、21世 紀 に月面に常 設基地 を建設 し、引 き続 き有人火星探査 を

行 うことを提 唱 した。 また、欧州 においては、1987年11月 、ESA(欧

州宇宙機 関)が 「新欧州長期宇 宙計画」 を発表 し、欧州版 スペー スシャ

トルの開発 のため のヘル メス計画や独 自の宇宙基地 の開発 を 目指 したコ

ロンバス計画 を進め てい る。
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こうした状況 を踏 まえ、元年度の宇宙通信政策懇談会 では、21世 紀 を

展望 した宇宙通信 のシナ リオを策定 し、 さらに、高度 な宇宙活動 を支え

るインフラス トラクチャー としてのデー タ中継衛星及 び宇宙基地 を中心

とした情報通信 ネ ッ トワー クの構築、宇宙活動の安 全i生を確保す るため

のスペー スデブ リ(宇 宙空間に存在す る使用済みの人工衛 星等の不要物

体)の 監視 システム及び太陽か らの放射線やプ ラズマの状 態 を予想す る

天気予報 システム等につ いて、 その実現 に当たっての今 後の課題 につい

て、検討 を行 ってい る(第1-4-12図 参照)。

(2)衛 星通信の利用の促進

(VSAT(超 小 型地球局)衛 星通信 システムの普及促 進)

国内の通信衛 星 は、昭和63年 に打 ち上げ られ た通信衛 星3号(CS

-3)に 加 え
、元年 には民間の通信衛星 として、JCSAT-1及 びスー

パーバー ドAが 、 また2年 にはJCSAT-2が 打 ち上げ られ、我が国

も本格 的なサ テライ トビジネス時代 に突入 した。

今 後、衛星通信 の分野 で一層の発展が期待 で きる もの として、VSA

T(超 小型地球局)衛 星通信 システムがある(第1-4-13図 参照)。

第1-4-13図VSAT衛 星 通信 システムの概要
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VSAT衛 星通信 システム とは直径1～2mの アンテナ を設置す るこ

とで、簡便かつ低 コス トに衛星通信 サー ビスを利用 で きるシステムであ

る。既 に、米 国では広域的 な企業ネ ッ トワー クとして普及 してお り、我

が国において も今後普及が期待 されてい る。

この ような状況 を踏 まえ、郵政省では元年6月 に電波法、関係省令等

を改正 し、双方 向型のVSAT衛 星通信 システムについて技術 基準の策

定等、諸制度 の整備 を図 った。

また、元年11月 には、電気通信事業者、利 用者及び メー カー等によ り

任意団体 として 「VSAT衛 星通信 システム普及促 進協議会」が設立 さ

れ、我が国におけ るVSAT衛 星通信 システムの普及促進 を目指 し活動

を開始 してい る。

(利用促進のため の衛星通信 技術開発の推進)

郵政省 では、衛 星通信 の利用 を一層促進す るために、「衛星通信 高度利

用パイロッ ト計画」 を実施 し、比較的小容量で低頻度 ・短時間の利用 に

対 して も簡易で経 済的に行 うこ とので きる、新 しい衛星通信 システムの

検討 を行 ってい る。

このシステムの基礎的 な技術 の研究 を行 うため、基盤技術研究促進 セ

ンター と民間12社 との共同 出資に よ り、元年3月 、「株式会社衛星通信 シ

ステム技術研究所」 が設立 された。

同研究所では、① 多種 多様 な情報 を効率的に伝送す るための回線制御

技術、②衛星 を用いた同報通信 の信頼 性向上 のための通信制御技術、③

移動体通信衛星の瞬断に対応す るための技術、 等の研究 を6年 度 までの

計画で開始 した。
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10通 信 に関 する国際分野の動 き

(1)ITU全 権委員会議 の開催

ITU(国 際電気通信連合)全 権委員会議 が、元年5月23日 か ら6月

30日 まで、 フラ ンスのニー スにお いて開催 され、140か 国、13国 際機関、

900名 以上の代 表が参加 した。

今 回の会議 では、初めて憲章が採択 され、常設機 関 として新 たに開発

途上国 に対す る技術協 力 を行 う電気通信 開発 局 の設置 を決め る と とも

に、ITUの 組織及 び機能 の見直 しの検討 を継続 して行 うこ とを決めた

ほか、2年 か ら6年 までのITU予 算の シー リング、会議 ・会合計画そ

の他ITU活 動 の基本 とな る多数 の決定 を行 った。 また、事務総局長 を

は じめ常設機 関の役 員が新 たに選 出され、43の 管理理事 国 の選挙 が行 わ

れた。我が国は、管理理事 国選挙及 びIFRB委 員選挙で当選 したほか、

組織委員会の副議長 を務 め るな どの貢献 を行 った。

(2)CClR最 終会議の開催

ITUのCCIR(国 際無線通信諮問委員会)最 終会議が、元年9月

5日 か ら11月8日 まで、スイスの ジ山ネーブにおいて開催 されたが、そ

の うちSG11に ついては、10月9日 か ら25日 まで開催 され、2年5月 に

予定 されているCCIR総 会に向けて、HDTV番 組制作規格 の勧告案

等につ いての審議が行 われ た。

今 回の会議 の結果 、HDTVの 番組制作規格 につ いては、27項 目か ら

な る勧告案が作 成 され、留保が付 された項 目等 につ いては、2年3月 の

中間作業班11/6会 合 にお いて さらに検討 した上で、総会 に提 出す るこ

とで合意 され た。 なお、 中間作業班11/6会 合 では、留保 がすべ て解 除

された。 また、各国の利害関係が最 も大 き く絡む フィール ド周波数、垂

直及 び水平帰線消去期間、有効走査線数 といったアナ ログ標準に関す る

3項 目と将来の検討事項 とされてい るデジタル標準の項 目につ いては、
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数値化せず文章の形で勧告化 され る運 び となった。

(3)イ ンテルサ ッ ト締約国総会の開催

インテルサ ッ ト第15回 通常締約 国総会が、元年10月 オランダのアム ス

テルダムにおいて開催 され、74か 国の代表が参加 した。

今 回の総会 では、 元年7月 に開催 され た第14回 臨時締約 国総会におい

て承認 され たオライオン ・システムにみ られ るような大規模 な大洋横断

型の非 インテルサ ッ ト系 システムの参 入に関連 して、非インテルサ ッ ト

系 システム認定のためのガイ ドラインの作成について審議が行 われた。

この結果、今 後1年 間 をかけて、理事会がガ イ ドライン案 を作成 し、2

年10月 に第16回 通常締約 国総会 を開催 して審議 す るこ とが決定 された。

大規模 な大洋横断型の非 インテルサ ッ ト系 システムは、 インテルサ ッ

トの財政 に影響 を与 えか ねず、 これ を認定す るためのガ イ ドラインの作

成 は、今後 のインテルサ ッ トの在 り方を決め る意味 もあ り、極めて重要

である。

(4)イ ンマルサ ッ ト条約の改正(航 空衛星通信 サー ビス)

昭和60年 の インマルサ ッ ト第4回 総会 にお いて、航 空衛星通信サー ビ

スの提供 の ため 採択 され た インマ ルサ ッ ト条約 の改正(航 空衛星通信

サー ビス)が 、元年10月 発効 した。 また、 インマルサ ッ トは、元年1月

に列車、 トラック等の陸上移動体 に対す る衛星通信サー ビスを提供 でき

るよ うに条約 改正 を行 ってお り、 この条約改正 の発効 に より、 インマル

サ ッ トは陸海空すべ ての移 動衛星通信 業務 の提供が可能 とな り、我が国

において もKDDが2年 中に航空衛星通信サー ビスの提供 を開始す る予

定 である。

(5)全 世界 的な海上遭難安全 システムの 円滑 な導入のための環境整備

全世 界的 な海上遭難安全 システム(GMDSS)導 入のため、ITU

及びIMO(国 際海事機 関)に お いて国際電気通信 条約附属無線通信規
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則(RR)及 び1974年 海上 人命安全条約(SOLAS)の 改正が行 われ、

2年2月 に改正SOLAS条 約 の発効が確定 したため、1992年 か ら1999

年にかけて世界的に導入 され ることとなった。

このため、RRの 改正 に伴 う遭難周波数の聴守義務 等 を内容 として元

年11月 に電波法の一部が改正 された。今後、改正SOLAS条 約 の発効

(4年2月)に あわせ て必要 な電波法令の整備 を図る ことと してい る。

なお、RRの 改正 においては、海上移動業務用HF帯 周波数 のチャン

ネルプランが変 更され、 これに伴 う国 内措置 と して当該周波数 を使用す

る海岸局及び船舶局 に対 し、元年度か ら電波法第71条 の規定 に基づ き周

波数 の指定 を変 更 し、損失補償 を行 うなどして、その円滑 な移行 を図 っ

てい る。

(6)「 国際防災の10年 」 におけ る電気通信 分野の 国際協 力

第42回 国際連合総会 において、「国際防災の10年 」の決議 が採択 され、

1990年 か らの10年 間において、開発途上国 を主た る対象 として、 自然災

害に よる被害の軽減 を 目的に各種 の国際協 力 を推進 させ てい くこ ととさ

れている。

我が国は、先進 国の一員 として、 国際社会 におけ る一層の貢献、責任

の分担が求め られてお り、「国際 防災の10年 」において も、従来 よ り蓄積

して きた防災対策 におけ る電気通信分 野の技術、運用 に関す るノウハ ウ

を活用 した積極 的な貢献が望 まれている。 このため、「国際 防災 の10年 」

におけ る我が国の電気通信分 野の国際協力の一環 として、我が国 の防災

電気通信 システム開発等の経験 を生か し、開発途上 国の実情 に適 した防

災電気通信 システム構築のガイ ドラインを策定 し、 これ ら諸国の早期 警

報 ・防災通信 システムの構築 に寄与す るための施策 を推進す るこ ととし

ている。
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(7)日 米構造問題協議の開催

日米構 造問題協議は、経 済政策協調 の枠組みの下 で払われている努 力

を補完 し、 日米両国で貿易 と国際収支 の調整 の上 で障壁 となってい る構

造問題 を識別 し、解 決 してい くことを目的 として開催 され る旨、元年7

月のアル シュ ・サ ミッ トの際の 日米首脳会談において合 意 され た。

協議 では、 日米間の構造 問題について、議論が行 われ、2年4月 の第

4回 会合 において、電話や郵便 などの情報通信分野に関す る報告 を含 む

中間報告 が取 りま とめ られ た。

(8)第20回 万国郵便大会議の開催

万国郵便連合(UPU)の 総会 である大会議 は、原則 として5年 に1

回開催 され るが、その第20回 大会議が、元年11月13日 か ら12月14日 まで、

米国のワ シン トンD.C.に おいて開催 され、162か 国の政府代表が参加

した。

第20回万国郵便大会議の模様
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今次大会議においては、需要が大 きく変化 し、競争が し烈になってい

る国際郵便市場で、高度化 ・多様化する利用者ニーズにいかに適切かつ

迅速に対応するか という共通基本認識に立って、国際郵便の品質改善 ・

サービスの向上を図るため、UPUの 組織 ・財政 ・運営方針 ・活動計画

のほか、国際郵便業務の改善に係る1,000件 近い議案が審議された。

主な決定事項は、以下のとお りである。

① 連合年次経費の最高限度額の決定

② 大会議の立法権限の見直し

③ 執行理事会及び郵便研究諮問理事会(連 合の常設機関)の 新理事国

の選出(我 が国は、両理事国に世界 トップで選出された)

以上の一般問題 をはじめ、通常郵便料金体系の簡素化、優先 ・非優先

郵便制度の導入、小型包装物の最高重量の引上げ及び内容品の制限緩和

等、国際郵便の品質改善 ・サー ビスの向上 を図るための多くの議案が採

択された。

また、会期冒頭に、連合加盟国郵政庁の トップレベルが参加 し、「お客

様の需要を満たすために一郵便の営業上 ・業務上の戦略」をテーマ とし

た一般討論が行われ、その結果をとりまとめた 「ワシン トン宣言」が会

期終了時に採択された。


